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政府は、ウィズコロナの考え方の下、経済社会活動を極力継続できるよう取り組んできました。その結果、新型コロナウイルス感染症が経済に与える影響は小さくなり、景気は前向きな動きが続いています。一方で、世界的な脱炭素化の流れの中で、コロナ禍からの世界同時的な景気回復、さらにウクライナ情勢による影響が加わり、我が国経済は約30年ぶりの物価上昇率に直面しています。先行きについても、ウクライナ情勢の長期化に伴う原材料価格の更なる高騰や希少物資の供給懸念、世界的に進む金融政策正常化に伴う金融資本市場の変動など様々な下振れリスクがあります。これらへの対応に万全を期し、コロナ禍からの経済社会活動の回復を確かなものとしていく必要があります。

そのためにも、中期的な課題に対応しつつ、新陳代謝と多様性に満ちた裾野の広い経済成長と成長の果実が隅々まで行き渡る「成長と分配の好循環」を早期に実現する必要があります。その実現に向けて創造性を発揮し、付加価値を生み出していく原動力は「人」です。団塊世代が後期高齢者となり始め、今後、高齢化や人口減少が本格化していく中で、人への投資と分配を強化するとともに、雇用形態にかかわらず、個々の希望に応じて多様な働き方を選択できる環境整備を進めることが求められます。

また、世界的に進むデジタル化や脱炭素化という大きな構造変化に対応するため、これまで長期にわたり低迷してきた民間投資を喚起するとともに、官民が連携して計画的で大胆な重点投資を推進し、経済社会の構造を変化に対してより強靱で持続可能なものに変革していくことが重要です。

今、我々に求められているのは、この難局を単に乗り越えるだけでなく、官民が協働して社会課題の解決を力強い成長のエンジンとすることで、持続可能な成長を作る「新しい資本主義」を起動することです。今回で76回目となる本報告が現下の日本経済が直面する課題への対応に関する議論の深化に資することを願ってやみません。
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はじめに






新型コロナウイルス感染症の感染が世界的に拡大してから2年以上が経過した。当初は、我が国を含め、各国は経済社会活動の抑制により感染拡大に対応せざるを得ず、感染症は経済に大きな影響を与えてきた。2020年末以降、欧米諸国を中心にワクチン接種が進展する中で経済社会活動の正常化に向けた取組が進み、感染症と経済との関係は大きく変化した。こうした関係の変化を背景に、2021年に入って欧米を中心に景気が世界的に同時に持ち直したことにより需給がひっ迫し、原材料価格や賃金の上昇傾向は鮮明となった。世界的に進む脱炭素に向けた取組を背景に原油生産能力の拡大が進まなかったことも原油価格の上昇につながった。さらに、2022年2月に始まったロシアのウクライナ侵略が原材料価格の高騰に拍車をかけた。今やインフレへの対応が世界的な課題となっている。

我が国においても、ワクチン接種の進展等を受け、2021年秋以降、ウィズコロナの考え方の下、経済社会活動の正常化を進めてきたが、感染症による危機を乗り越えつつあったところで、原材料価格の高騰等に伴う世界的な物価上昇と海外への所得流出という新たな試練を迎えている。同時に、本格化する人口減少・少子高齢化、潜在成長率の停滞、気候変動問題などへの対応は引き続き大きな課題として残されている。物価上昇や所得流出に適切に対応するとともに、社会課題の解決に向けた取組を付加価値創造の源泉として位置付け、課題解決と経済成長を同時に実現していくことが求められている。本報告は、このような問題意識に沿って以下の3章立てで分析や論点整理を行う。

第1章では、感染症下での日本経済の動向を振り返るとともに、直面する物価上昇の影響を過去の原油価格上昇局面の経験も踏まえて評価し、今後の対応の在り方を考察する。また、感染症下の財政動向を点検した上で中長期的な経済財政運営に向けた課題を整理する。

第2章では、団塊世代が後期高齢者となりはじめ、今後、高齢化や人口減少が本格化する下でも経済成長を続けていくため、成長と分配の両面の課題を概観した上で、労働に焦点を当て、労働力の確保と労働の質の向上に向けた論点を整理する。

第3章では、新しい資本主義の重点投資分野のうち、特に国際的に取組が活発化しているグリーンとデジタルに焦点を当て、世界における我が国の立ち位置と現状を整理するとともに、投資の拡大に向けた課題と社会課題の解決に向けた論点を整理する。
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第1章　経済財政の動向と課題






新型コロナウイルス感染症（以下「感染症」という。）に伴う全国のまん延防止等重点措置は2022年3月末をもって全て解除された。我が国景気は、ウクライナ情勢等を背景とした原材料価格の上昇や供給制約等が下振れリスクとなっているが、経済社会活動の正常化が進む中で、上向きの動きが続いている。

このように我が国経済は、感染症の影響による戦後最悪の落ち込みから回復し、新たな成長経路に向かって動き出している。しかし、その動きは、単なる景気回復にとどまらず、感染症後の新しい消費行動の顕在化に加え、感染症とその後の世界的な需要回復に伴う供給制約、世界的なデジタル化・脱炭素化の進展、米中競争やロシアによるウクライナ侵略などの国際貿易投資環境や経済安全保障面での大きな変化など、これまでの延長線上にない様々な変化の下で生じている。

本章では、こうした状況下にある我が国経済の動向をマクロ面から整理する。第1節では、GDP統計等から経済全体の動向を概観した上で、家計・企業部門別に、感染症後にみられる経済活動の変容を確認する。第2節では、感染症の影響下からの需要回復やウクライナ情勢等を背景に資源価格が上昇する中で、我が国の物価上昇に与える影響やその広がりを過去の資源価格上昇局面と比較しつつ考察する。その上で、デフレ脱却に向けた進捗、賃金上昇に向けた課題を点検する。第3節では、感染症下の財政政策の動向に触れつつ、中長期的な経済財政運営に向けた課題を整理する。













第1章　経済財政の動向と課題　第1節






第1節　感染症等の影響を受けた実体経済の動向と課題

本節では、感染症の影響を受けた実体経済の状況について、主にGDP統計を用いて確認する。その上で、家計部門について、感染症下で行動制限等の影響を受けた個人消費や住宅投資について、感染症後の特徴的な動きをみる。また、企業部門について、2021年半ば以降の景気の下押し要因となっている半導体不足等の供給制約による影響、対外経済取引の構造変化等をみる。

1　感染症後の景気回復と持続的成長に向けた課題

感染拡大後の実質GDPや主な需要項目の動向を主要先進国と比較し、日本の景気回復の特徴を振り返る。あわせて感染拡大下での貯蓄・投資バランスの動向を部門別に確認し、今後の持続的成長に向けた家計や企業の資金過不足の状況を点検する。

●日本の感染症後の景気回復は、海外と比べて個人消費や設備投資に遅れ

我が国経済は、感染症による強い下押し圧力を受けながらも、持ち直しの動きを続けてきた。こうした我が国経済の感染症後の回復過程の特徴を把握するため、感染症前からのGDPと輸出、個人消費、設備投資の動きを主要国と比較してみよう。

実質GDPについて、感染症前の2019年10－12月期を基準とした推移を主要国と比較すると、2022年1－3月期は中国やアメリカ、英国で感染症前の水準である100を上回る一方で、日本は依然として100を下回っているものの、おおむね感染症前の水準を回復している（第1-1-1図（1））。諸外国では、ワクチン接種の進展等を背景に、我が国に先立って行動制限を緩和し、中国では2020年4－6月期、アメリカでは2021年4－6月期、英国では2022年1－3月期に、実質GDPが感染症前の水準に回復した。我が国では2022年1－3月期にオミクロン株の感染が急速に拡大したことから、2期ぶりのマイナス成長となったものの、ウィズコロナの考え方の下、経済社会活動を極力継続できるよう取り組んだことにより、内需寄与はプラスとなり、感染拡大が経済に与える影響は小さくなった。

感染症前と比較した実質GDPの水準が欧米を下回っている要因としては、2021年7－9月期まで我が国では欧米からやや遅れる形で感染が拡大する傾向にあったこと、我が国のワクチン接種の進展が欧米より遅れたことから個人消費、設備投資の回復の遅れが長引いたことが挙げられる（付図1-1）。また、2021年夏の東南アジアでの感染拡大に伴う部品供給不足は我が国の新車販売や自動車生産・輸出に大きな影響を与え、個人消費や輸出、設備投資を下押しした。

需要項目別にみると、我が国の輸出に占める割合が高い中国経済の回復を背景に、他国より早期に輸出が持ち直し、我が国の景気の持ち直しを先導した一方で、個人消費や設備投資といった内需項目は他国と比べて落ち込みが小さかったものの、その後の持ち直しの動きは鈍くなっている（第1-1-1図（2）～（4））。輸出については、部品供給の不足に伴う自動車の生産調整や中国経済の回復テンポの鈍化もあって2021年7－9月期は減少したものの、2021年10－12月期以降、供給制約が徐々に緩和に向かう中で増加基調にあり、感染症前の水準を上回って推移している。個人消費は、2021年7－9月期まで断続的に緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置（以下「緊急事態宣言等」という。）を発出してきたことから、外食や国内旅行といったサービス消費を中心に弱さがみられた。2021年10月以降、緊急事態宣言等が全国的に解除され経済社会活動の水準は段階的に引き上げられている。また、2022年1－3月期はオミクロン株の感染が拡大したものの、ウィズコロナの取組が進んだことにより、前期からおおむね横ばいとなっている。設備投資については、2021年7－9月期に緊急事態宣言等による影響により一時的に減少し、その後は企業収益が改善する中で緩やかな持ち直しの動きがみられるものの、感染症前の水準を下回っている。

●日本の貯蓄・投資バランスは貯蓄超過が定着しており、積極的な投資拡大が必要

我が国経済が感染症下からの本格回復を実現し、民需主導の自律的な成長軌道に乗せていくためには、投資の喚起を通じて需給バランスを回復するとともに、より成長力を高めていくことが重要である。こうした中で、経済主体別の資金過不足の状態を表し、経常収支と表裏一体にある貯蓄・投資バランス（一国の総貯蓄と総投資の差額）をみる。貯蓄・投資バランスがプラスなら資金余剰、マイナスなら資金不足を意味するため、国全体や家計・企業・政府といった部門別に、資金余剰なのか不足なのかをみることができる。

まず我が国の貯蓄・投資バランスの推移をみると、2010年代半ばにかけて一旦超過幅が縮小する局面もみられたが、貯蓄超過が継続している（第1-1-2図（1））。内訳である総投資率、総貯蓄率（総投資及び総貯蓄の対名目GDP比）をみると、高い家計貯蓄率や企業部門が1990年代半ば以降大幅な貯蓄超過に転じたことを背景に、1990年代後半以降、総貯蓄率が総投資率を上回る状態が続いている。ただし、2017年以降、総投資率が横ばい圏内で推移する一方で、高齢化等を背景に総貯蓄率が緩やかに低下し、貯蓄超過幅もやや縮小している。

主要先進国と比較すると、アメリカと英国では投資超過が続いてきた一方で、日本は総貯蓄率が総投資率を上回る状態が続いてきたことから貯蓄超過が定着し、ドイツに次ぐ超過幅となっている（第1-1-2図（2）～（4））。これを言い換えれば、これまで我が国で経常収支黒字が続いてきたのは、こうした民間の貯蓄超過幅が一般政府部門の投資超過幅を上回ってきたことが背景にあるといえる。

●企業部門は貯蓄超過が定着、感染拡大下で家計部門の貯蓄超過は大幅に拡大

日本は貯蓄超過が続いているが、部門別にみるとどうであろうか。内訳である家計部門、法人企業部門（非金融法人企業及び金融法人）、政府部門の動きをみる1。

家計部門の貯蓄超過は、2010年頃から2010年代半ばにかけて縮小傾向にあり、2013年・2014年とほぼゼロとなったが、その後は上昇傾向に転じ、2020年には前年の2.7％から8.6％へと急上昇している（第1-1-3図（1）、（2））。日本では高齢化の進展に伴い、貯蓄を取り崩す家計の割合が高まり、2000年代後半にかけて黒字幅の縮小圧力が働いていた（第1-1-3図（3））。これに2014年4月の消費税率引上げに伴う駆け込み需要もあって、2013年は60歳以上世帯を中心に家計部門の貯蓄率が低下するなど、2013年・2014年の貯蓄超過幅はゼロ近傍まで低下した。しかし、駆け込み需要の反動減とともに、消費税率引上げによる影響が和らぐ中で、その後2010年代後半にかけての家計貯蓄はそれほど減らなかった。こうした中で、2020年には新型コロナウイルスの感染拡大が始まり、感染拡大やそれに伴う緊急事態宣言等の発出といった政策対応の影響もあり、家計消費が大幅に減少した一方で、特別定額給付金等の家計への現金給付が実施（付表1-1）されたことで、貯蓄超過は拡大した。結果として2020年は、1990年代半ば以降で最も大きい貯蓄超過となっている。

次に企業部門をみると、諸外国と異なり、貯蓄・投資バランスの黒字が定着している（第1-1-3図（4））。利益などから生まれる貯蓄に比べて投資が慎重である傾向が続いていることを示唆している。ただし、2019年にかけて設備投資が増加したこと、景気減速に伴い貯蓄が2017年をピークにして減少したことなどにより、企業部門の貯蓄超過は縮小しつつある（第1-1-3図（5））。

政府部門については、リーマンショックによる景気後退とそれに伴う大規模な経済対策の実施等により2009年に投資超過幅が拡大したものの、2019年にかけて超過幅は縮小傾向にあった。しかし、感染症やそれに伴う経済対策の影響もあって、2020年は大幅に超過幅が拡大している（第1-1-3図（1））。

2020年に大幅に拡大した家計の貯蓄超過は当面、個人消費を下支えし、賃上げが進む下で個人消費の回復が力強さを増していくことが期待される。また、2000年代を通じて貯蓄超過が続く企業部門は、新しい資本主義の下、より積極的な投資を引き出す取組を進めることで、「成長と分配の好循環」の実現につなげていくことが重要である。

2　感染症後の家計部門の動向

我が国の個人消費は、感染拡大に伴う緊急事態宣言等が断続的に発出されてきたことから、回復の歩みは緩やかとなってきた。この間、人々の日常生活や意識・行動に様々な変化が生じており、家計部門の経済活動にも変化がみられている。本項では、<1>高年齢層の相対的に低調な消費意欲、<2>子育て関連費用の支出格差、<3>新しい行動様式下でのサービス消費、<4>人々の意識・行動変容と住宅投資などに焦点を当て、感染症後の家計部門の動向をみる。

●感染症後、高年齢層のサービス消費が相対的に弱い

感染症は、様々な分野の経済活動の抑制や外出自粛などの実施により、個人消費を大きく押し下げた。年齢別、財・サービス別にみたカード支出に基づく消費動向により、具体的な動きを確認してみよう。

ベースライン（2016～18年度各月平均）と比較した消費水準の推移をみると、2020年4月の緊急事態宣言の発令等に伴い大きく減少した後、財消費は底堅く推移し、サービス消費は力強さを欠いた状態が続いた（第1-1-4図（1））。一方で、2022年3月以降、感染者数が多い中にあっても、サービスを中心に持ち直しの動きがみられている。感染症後の個人消費は、2021年3月末にかけて、断続的に緊急事態宣言等が発令される中で、消費者による行動自粛も加わり、サービス消費の弱さが続いていた。しかし、2021年秋以降ワクチン接種の進展や「ウィズコロナ」の考え方の下でメリハリの利いた対策を講じ、経済社会活動を極力継続できるよう取り組んだことで、2020年や2021年の感染拡大時と比べ、落ち込みは小さくなった。

こうした落ち込みの影響は、均一ではなく、年齢層によってばらつきがみられる。支出額のベースライン比について、25～39歳を基準とした差を年齢別にみると、2022年5月時点で40～59歳、60～74歳は5～10ポイント程度低い水準となっている（第1-1-4図（2）<1>）。財・サービス別にみると、財、サービスはいずれも25～39歳を下回り、特に財よりもサービス、40～59歳よりも60～74歳の低下幅が大きい（第1-1-4図（2）<2>、<3>）。後述するとおり、感染による重症化リスクの高い高年齢層を中心に、ワクチン接種が進む中でも、外食や旅行といった対面型のサービス消費を自粛する傾向が続いていることなどを反映しているとみられる。

個人消費は、2020年4月以降、断続的に緊急事態宣言等の行動制限措置を発令してきたことなどから、若年層よりも高年齢層においてサービス消費を中心に下押しされてきた。しかし、2022年3月以降は持ち直しの動きがみられており、今後は感染対策に万全を期し、経済社会活動の正常化が進むとともに賃金上昇が続く中で、個人消費の回復が力強さを増していくことが期待される。

●二人以上世帯、単身世帯ともに高年齢層の消費の落ち込みは対面型サービスが中心

感染症による消費の落ち込みは、サービス消費を中心に若年層よりも高年齢層で大きいことをみたが、具体的にどういった品目の消費が抑えられたのだろうか。総務省「家計調査」の品目別消費支出について、平年（2016～18年平均）と比較した累積変化率（2020年・2021年の消費変化率の合計）を、二人以上世帯、単身世帯別にみる。

まず、二人以上世帯についてみると、平年と比べて2020年・2021年の累計で7.9％の減少となっている（第1-1-5図（1））。年齢別にみると、カード支出に基づく消費動向と同様、高年齢層の落ち込みが相対的に大きくなっている。

これを品目別にみると、飲食料品等の非耐久財が押し上げている一方で外食、交通、宿泊・旅行などの対面型のサービス消費が全体を下押ししている。年齢別にみると、交通はいずれの年齢層でも2％ポイント程度の落ち込みとなっているが、外食や宿泊・旅行では、年齢層が上がるにつれて押下げ寄与が大きくなっている。

次に、単身世帯についてみると、平年と比べて2020年・2021年の累計で16.6％の大きな減少となっている（第1-1-5図（2））。年齢別にみると、いずれの年齢層も大きく落ち込んでいる。

品目別にみると、二人以上世帯と同様、対面型のサービス消費が全体を下押ししている。ただし、年齢別には、それぞれの消費構成比の違いなども反映し、若年層では外食や交通の落ち込みが大きい一方で、高齢層では宿泊・旅行の落ち込みが大きくなっている。若年層は、外食や交通といったサービス消費の占める割合が高いことから、行動制限等の影響を受けた消費の減少幅も大きくなったとみられる。

このように、高年齢層を中心にサービス消費が落ち込んでいるが、世帯種別にみると、二人以上世帯・単身世帯ともに旅行・宿泊等の対面型サービスの落ち込みが相対的に大きくなっている。

●高年齢層は重症化リスクの低下に伴う消費押上げ効果が弱い

対面型のサービス消費を中心とした高年齢層の消費の落ち込みには、感染症による意識や行動の変化が影響している可能性がある。そこで、緊急事態宣言等の発出や重症化リスクの低下と年齢別消費の関係をみる。

まず緊急事態宣言等の発出が個人消費に与えた影響を年齢別にみる。2021年以降に発出された緊急事態宣言等が年齢別消費額の平年比（2016～18年度各期の平均消費額比）に与えた影響をみると、いずれの年齢層も消費は押し下げられているものの、押下げ幅は徐々に小さくなり、2022年1月からのまん延防止等重点措置による押下げの影響は低下している（第1-1-6図（1））。2021年12月下旬以降の感染拡大局面では、ワクチン接種が進展する中で、オミクロン株の特性を踏まえたメリハリの利いた対策を行うことで、感染者数の水準と比べて重症者数等の増加は抑制された。また、2021年4月と比べて飲食店の時短要請時間も延長され、イベント等に関する制限も限定的となった。こうした中で、ウィズコロナの考え方の下、経済社会活動を極力継続できるよう取り組んだことで、緊急事態宣言等の行動制限を受けた消費抑制効果も減衰したとみられる。

消費抑制効果が減衰した背景には、重症化リスクの低下を通じた消費者の意識や行動の変化も影響していると考えられる。そこで、重症化割合（全国の重症者数／1週間前の感染者数）の低下が消費にどのような影響を与えたかを年齢別にみる。これによると、重症化割合1％の低下に対して、年齢別消費の平年比2は、25～39歳で約6.5％ポイント、40～59歳で約5.5％ポイント、60～74歳で約4.5％ポイント増加している（第1-1-6図（2））。ワクチン接種の進展などにより、重症者数や死亡者数が減少すると、重症化リスクの低い若者を中心に消費を活性化させる傾向がみられる。一方で、他の年齢層と比べて相対的に感染症後の消費水準を落としてきた高齢者は、重症化リスクの低下による消費押上げ効果が弱く、慎重さが残る可能性がある。

ワクチン接種が進展するとともに、ウィズコロナの考え方の下で、経済社会活動の正常化が進む中で、感染症による消費抑制効果は小さくなっていると考えられる。特に、ワクチン接種などにより重症化リスクが低下する中で、病床確保の進展もあって、今後、若者を中心に消費が活性していくことが期待される。こうした中、医療提供体制の強化やワクチン接種の促進、治療薬の確保に万全を期し、感染症の脅威を社会全体として引き下げながら、経済社会活動の一日も早い正常化を目指すことで、景気回復を確かなものとしていくことが重要である。


コラム1-1　歓楽街の夜間人流と新規感染者数の増加率

ワクチン接種には、重症化予防・発症予防等の効果が期待され、海外では一定の感染予防効果を示唆する報告もある。こうした中で、ウィズコロナの考え方の下で、一日も早い経済社会活動の正常化を目指すに当たっては、ワクチン接種等の取組が感染等の予防や経済活動に与える効果を把握し、より効果的な枠組みの構築につなげていく必要がある。こうした問題意識から、ここでは歓楽街の夜間人流の増加が新規感染者数の増加率に与えた影響について、ワクチン接種の進展前後の変化をみる。

ワクチン接種については、2021年2月に医療従事者向け接種を開始した後、同年4月に高齢者向け接種を開始し、同年5月には高齢者以外にも接種を進めることで、1日100万回を超えるスピードで接種が進められた。その結果、同年7月末には希望する高齢者への2回接種をおおむね完了した。また、ワクチンの総接種回数は、2億回を超え、2回目接種を終えた者は約8割となっている。

ワクチン接種が進む中で、歓楽街の夜間人流が増えた際の感染者数の増加率（基準となる週（0週）と比較した増加率）に与える影響も変化している。ワクチン接種率がゼロの期間についてみると、夜間人流が増加してから3～4週目にかけて徐々に感染拡大ペースが拡大している（コラム1-1図）。一方で、ワクチン接種率が7割に到達した時期についてみると、夜間人流が増えても感染拡大に影響しにくくなっている。ワクチン接種が進むことによる重症化予防・発症予防等の効果とともに、飲食店等での感染対策が進むなどウィズコロナ下での生活に徐々に慣れていくことで、夜間人流が感染拡大に与える影響は小さくなってきたと考えられる。

今後、ワクチン接種を一層進捗させるとともに、医療提供体制を更に強化し、感染拡大に対する社会の耐性を高めながら、感染対策と日常生活を両立させることで、経済社会活動の回復を確かなものとしていくことが期待される。



●高所得世帯は休校等の影響を補完するために学校外教育を増加

感染症は個人消費を押し下げたが、子育て世帯における教育・保育への支出動向をみると、その影響は均一ではなく、所得分位によるばらつきがみられる。子育て世帯における教育・保育への支出額について、2019年比の動きをみると、2020年、2021年ともに大きく減少している（第1-1-7図）。特に「幼児教育・保育」が大きく押し下げに寄与しており、2019年10月から実施された幼児教育・保育の無償化3や2020年2月から実施された感染症の影響で臨時休園等した場合の保育利用料減免4が影響している。一方で、学習塾の月謝等を含む「幼児・小学校補習教育」や「中学校補習教育」は、それぞれ1％ポイント程度であるが、2年連続で押上げに寄与している。また、「高校補習教育・予備校」、「教科書・学習参考教材」は、2020年は微減となり、2021年は微増となっている。

こうした授業料等以外の教育支出について所得階層別の支出金額をみると、「幼児・小学校補習教育」と「中学校補習教育」は、2020年・2021年の支出額が2019年に比べて、第5分位では増加する一方で、それ以外では大きく変化していない（第1-1-7図（2））。2020年2月以降、休校や分散登校、リモート授業による対面授業の減少などを受け、学校授業を補う役割を学習塾に求め、学校外教育への支出を増やしたことが考えられる。実際に、特定サービス産業動態統計調査における学習塾の売上高の2019年比をみると、2020年の4月から5月にかけて大幅に低下したものの、6月以降は持ち直しの動きがみられ、2021年前半には2020年初の水準をおおむね回復している（付図1-2（1））。

一方で、共働きの子育て世帯の動向として、統計上入手可能な「7－12歳の末子を持つ共働き世帯数」の推移をみると、全国一斉休校が実施された2020年4－6月期等の期間には減少するとともに、共働きでも妻が休業者である世帯数が増加している（付図1-2（2））。終日一人で過ごすことの難しい年代の子どもを持つ世帯は、妻が離職・休業等を通じて就業を断念することで、家庭内で教育サービスを代替していたと考えられる。その結果、小学校休業等対応助成金等が支給されていた中でも所得が下押しされ、学校外教育を増加させる余裕の少なかった世帯もあった可能性がある。

このように、感染症後の子育て世帯における教育・保育支出は、幼児教育・保育の無償化に加えて、感染症下での保育利用料減免等の効果もあって全体として減少する中で、高所得者において学習塾等向けの補習教育費が伸びている。年収の高い世帯は休校等の影響による学習時間の減少を塾や家庭教師など学校外の勉強でカバーした可能性がある。一方で、共働きの子育て世帯は、休校等の影響により家庭内で教育サービスを代替していたとみられる。

このため、安心して子どもが登校できる環境を整備するとともに学校教育の場におけるデジタルの活用などを通じて、誰もが家庭の経済事情にかかわらず学ぶことができる環境整備を進め、質の高い教育を実現していくことが重要であると考えられる。

●団体旅行や企業による出張は持ち直しの動きに弱さ

感染拡大を防止するために実施された様々な分野における経済社会活動の抑制や外出自粛などは、人々の意識や行動様式の変化を通じて、国内の旅行行動にも大きな影響を与えた。

国内旅行消費額の推移をみると、2020年以降、低水準で推移している（第1-1-8図（1））。初めて緊急事態宣言が発出された2020年4－6月期に大幅に減少した後、GoToトラベル事業の効果が表れた2020年10－12月期、緊急事態宣言等が全面解除され、新規感染者数も低水準にあった2021年10－12月期にある程度持ち直したものの、全体としては、緊急事態宣言等が繰り返される中で低迷を続けてきた。

こうした中で、不要不急の外出自粛や3密の回避など、人々の行動様式は大きく変化し、旅行の機会やそれに伴う旅行消費の減少に加え、旅行内容も変化した。旅行目的別に旅行消費額をみると、2020年から2021年を通じて、各目的別旅行消費額は感染症前の2019年と比較して減少しているが、2020年10－12月期や2021年10－12月期の一時的な持ち直しの際は、「出張・業務」は他の二つと比べて相対的に持ち直しの動きが弱い（第1-1-8図（1））。感染がある程度落ち着く中にあっても、業務効率化や経費削減などの観点から、オンライン会議等を継続活用する動きがあったことが要因として考えられる。

次に、旅行形態別の消費額の変化をみてみると、「パック・団体旅行」は、GoToトラベル事業実施期間である2020年10－12月期に2019年比で大きく回復し、そのマイナス幅が一旦国内旅行消費の合計よりも小さくなったものの、それ以外の期間では「個人旅行」よりも相対的に大きなマイナスが続いている（第1-1-8図（2））。感染症以降、学校行事である修学旅行等の中止・延期の影響や、大人数での旅行を控える動きなどにより、その縮小ペースが加速したと考えられる。

交通手段別にみると、2019年比でみた2020年と2021年のマイナス幅は、「鉄道」と「航空」に対し、「道路」が相対的に小さい（第1-1-8図（3））。出張の減少に加えて、遠方よりも近場の旅行が志向されたこともあり、新幹線や航空機の利用が控えられた一方で、自家用車等を利用した移動は高い水準まで持ち直している。

感染症の影響により減少した国内旅行は、今後経済社会活動の正常化が進む中で徐々に回復していくことが期待されるが、出張や団体旅行、それに伴う新幹線や航空機利用の減少といった旅行内容の変化については、それが継続するかも含めて、動向を注視していく必要がある。

●感染症後は外食需要が大きく減少した一方で、自宅向けの食品・食料需要が堅調に推移

感染症後には、人との接触を避ける生活スタイルが定着し、飲食や食料品の需要にも変化がみられる。食料支出総額の推移をみると、2020年以降、横ばい圏内の動きとなっている（第1-1-9図（1））。内訳をみると、感染拡大防止意識の高まりや飲食店の営業自粛などにより、2020年4月以降、「外食」は大きく減少し、その後も弱い動きとなっている。外食産業については、店内でのマスクなしの飲食、会話等により飛沫感染を招く恐れから、時短要請や休業要請が断続的に行われてきたことなどが下押し要因となった。また、感染リスクを懸念する消費者の自粛行動も影響したとみられる。

こうした落ち込みの影響は業態別に異なる。2021年の業種別売上高について2019年比をみると、「パブレストラン・居酒屋」は客数・客単価ともに大きく減少している（第1-1-9図（2））。「パブレストラン・居酒屋」は、歓送迎会や忘年会など団体客需要の売上割合が高いと考えられることから落ち込みが大きくなった。また、店内飲食を中心とする「ファミリーレストラン」や「ディナーレストラン」、「喫茶店」も客数が大きく減少している。「ファミリーレストラン」や「喫茶店」では単価の上昇がみられるが、客数の減少をカバーできていない。

一方で、肉や野菜といった「食材」、総菜・弁当といった「調理食品」は増加している（第1-1-9図（1））。特に、2020年から2021年にかけて、「食材」のプラス幅が縮小する中で、「調理食品」のプラス幅が拡大しており、感染症の影響下での生活が長引く中で自炊疲れの可能性も考えられる。また、外食産業の中でも、「ファーストフード」については、客数が減少しているものの、テイクアウトの増加により客単価が上昇し、結果として売上高は感染症前を上回っている5（第1-1-9図（2））。

このように、感染症後の食料支出は、各自治体による時短要請や外出自粛の影響もあって、外食需要が大きく減少した。一方で、感染動向に左右されにくい調理用食材や総菜・弁当への需要は堅調に推移している。


コラム1-2　企業による出張費や交際費の減少と経済への影響

感染動向がある程度落ち着く状況にあっても、企業による出張や歓送迎会等に係る消費が相対的に持ち直しの動きが弱いことをみた。このような落ち込みはGDPにどのように影響するのだろうか。

企業の出張費や交際費といった家計外消費への支出は、GDP統計上は企業部門の中間投入として位置づけられる。このため、感染症後の中間投入を減少させ、それが別の消費や投資に回らなければ、付加価値であるGDP自体には直接の影響を及ぼさない6（コラム1-2図（1））。2020年度国民経済計算（第一次年次推計）では、こうした中間投入の落ち込みについて推計時点で利用可能な情報を基に、投入構造がより実態に即したものとなるよう精査した結果、家計外消費及び輸送サービス等について、2020暦年で7兆円程度の調整を行った。

GDPを直接には押し下げないものの、こうした中間投入の減少は出張先での個人負担による飲食や物品購入等に係る売上の減少を通じて、間接的にGDPを押し下げる可能性がある。そこで、産業連関表を使って家計外消費が1単位変化したことによる粗付加価値への影響をみると、飲食や小売といったサービスへの影響が最も大きく、次いで商業、製造業となっている（コラム1-2図（2））。

一方で、働き方改革を通じた出張の減少は、例えばWeb会議やテレワークの導入促進といった代替需要の増加を通じて、GDPを押し上げる可能性もある。パーソルキャリアによる企業向けアンケート調査（2021年6月公表）によると、「社員が柔軟な働き方を実現するために導入した制度・施策」として、「Web会議システムやコミュニケーションツールの導入」（79.4％）、「テレワークの導入・適用範囲の拡大」（68.1％）、「テレワーク・在宅勤務手当の支給」（15.1％）等が多くなっている。また、パーソルホールディングスによる企業アンケート調査（2022年6月公表）によると、感染症後に導入したITツールとして「Web会議システム」（56.2％）、「勤怠・労務管理システム」（51.9％）、「チャットコミュニケーションツール」（32.3％）等が多く、働き方改革が新たな投資需要の増加につながっている面があると考えられる。

なお、同じ企業による出張でも海外企業による出張費や交際費の減少は、サービス輸出の減少になる。2022年6月1日より、1日当たりの入国者総数の2万人目途への引上げなどの水際対策の緩和が順次実施されており、国境を越えた人的交流の活発化がサービス輸出の改善につながることが期待される。

このように企業による出張や歓送迎会等に係る消費の減少は、出張先での個人による飲食や物品購入等に係る売上の減少を通じて間接的にGDPを押し下げる可能性がある一方で、Web会議やテレワークの導入促進といった働き方改革に伴う投資増を通じて、GDPを押し上げることが考えられる。




コラム1-3　東京五輪開催期間中の感染動向と消費支出への影響

2021年に開催された東京オリンピック・パラリンピック（以下「東京五輪」という。）は、感染症の影響により、2020年から開催が1年延期されるとともに、大半の会場で無観客開催となった。こうした中で、開催期間中の人流と感染経路の変化、個人消費への影響について振り返る。

まず、開催期間中の人流はどのように変化したであろうか。東京五輪の開催期間中の人流をみると、特に7月下旬は祝日移動により休日が増加したことで職場への人流が減少したことに加えて、小売・娯楽への人流も減少している（コラム1-3図（1））。一方で、住居滞在は増加している。無観客開催であったことに加えて、開催期間中、東京都をはじめとして広い地域で飲食店への営業時間短縮要請等が行われていたことから、自宅で観戦する世帯が多かったとみられる。この時期の主な感染経路をみると、職場や会食に起因する感染は減少する一方、家庭内感染の割合が増加している（コラム1-3図（2））。職場や小売・娯楽への人流が減少し、感染経路が自宅中心となる中で、東京都の実効再生産数はオリンピック開催後、まもなく低下に転じ、8月初旬には1を下回った（コラム1-3図（3））。こうした結果、東京都の新規感染者数は8月中旬をピークに減少に転じた。

こうした人流の変化は、消費支出の項目にも影響を与えた。例えば、薄型テレビの国内出荷台数をみると、当初開催予定であった2020年夏頃にかけて大きく増加し、その後秋口にかけて一旦減少した後も2021年夏頃までは高水準で推移した（コラム1-3図（4））。2020年4月末以降の特別定額給付金7の支給、感染症後の巣ごもり需要の高まりなどに加えて、東京五輪の開催を見据えたテレビ購入もこの間の需要を下支えしたとみられる。

また、開催期間中は、個人消費に占める総菜・弁当等の調理食品の割合が上昇した。東京五輪開会式が含まれる4連休（7月22日～25日）には、「主食的調理食品」の支出金額が増加し、その後も高い水準が続いている（コラム1-3図（5））。巣ごもり需要に加えて、自宅観戦により、手軽に食事をとることのできる調理食品への需要が高まったとみられる。

このように、東京五輪の開催期間中は、大半が無観客開催となったことにより、当初期待されていた経路での消費喚起効果8は生じなかった一方、テレビ購入や調理食品といった個人消費の増加につながった。



●東京都区部は2021年に転入超過から転出超過へ

感染拡大を背景に、テレワークの導入が進むとともに、地方移住への関心も高まっている。こうした中で、東京都心への人の流れに変化が生じている。東京都区部の転入者数、転出者数、両者の差である転入超過数（転入者数－転出者数）をみると、2019年は6.4万人の転入超過となっていた。しかし、2020年に転入超過幅が大幅に縮小し、2021年には1.5万人の転出超過に転じた9（第1-1-10図（1））。緊急事態宣言等の発令により、大学進学、就職や転勤等に伴う東京都区部への移動が控えられたことと近県への転出者が増えたことが影響したとみられる。

2020年以降の東京都区部の転出入数について地域別の内訳をみると、2021年の転入者数は2019年比で4.3万人減となり、東京圏、東京圏以外ともに2020年より減少幅が拡大している（第1-1-10図（2））。2021年の転出者数は2019年比で3.6万人増となり、2020年よりも増加幅が拡大している。ただし、転出先は東京圏以外よりも東京圏の方が多い。2022年1－5月も同様の傾向が続いている。都道府県別にみると、神奈川県からの転入者数が最も減り、神奈川県への転出者数が最も多くなっている（第1-1-10図（3）、（4））。東京近郊の居住者がより感染リスクが高いと考えられる東京都区部への移動を控えたことなどが転入者の減少につながったと考えられる。また、東京都区部の居住者がテレワークの定着等に伴い都心へ通勤する必要性が低下し、東京近郊で交通の利便性が高い地域への住み替え等を行ったことが転出者数の増加につながったとみられる。

実際に、就業者のテレワーク実施率をみると、2020年以降、都区部は全国を上回って実施率が推移し、2021年9－10月時点においても55.2％と全国平均（32.2％）と比べて高水準を維持している（第1-1-10図（5））。テレワークの実施頻度をみても、都区部は全国に比べて「テレワーク（ほぼ100％）」、「テレワーク中心（50％以上）で、定期的に出勤を併用」などの占める割合が高い（第1-1-10図（6））。

感染症下で通勤や打合せ等の対面接触を通じた感染リスクが低いテレワークに対する社会の理解が深まり、これまでとは異なる働き方、暮らし方の可能性が広がっている。今後のオフィスビル需要や住宅投資はこうした新たな人の流れの影響を受ける可能性がある。

●東京圏の住宅需要は郊外地域中心に高まり、都区部にも根強い需要

東京都区部からの人口の転出は、2022年以降、引き続き東京圏向けが増加していることをみた。こうした都区部から東京圏への人口の転出増加は東京圏郊外における住宅需要の増加につながっている可能性がある。そこで、感染拡大後の住宅動向について東京圏を中心に確認する。

東京圏の持家着工戸数をみると、2021年は都区部と比べて、郊外の埼玉県、神奈川県、千葉県及び都下の着工戸数が大きく伸びている（第1-1-11図（1））。全国の持家着工数は2020年半ばから持ち直したが、その背景には感染症対策としての住宅ローン減税制度等（付表1-2）の住宅取得支援策の効果に加え、郊外地域における住宅需要の高まりもあったとみられる。東京圏の新築分譲マンションの発売状況をみても、郊外地域は底堅く推移し、2021年は特に神奈川県が大きく増加している（第1-1-11図（2））。

郊外需要の高まりがみられる一方で、都区部の住宅に対する需要も堅調となっている。2021年の都区部の新築分譲マンション販売戸数は感染症前の2019年の水準をおおむね回復している（第1-1-11図（2））。また都区部内で区をまたいだ移動を行った者の数の推移をみると、2021年は前年より大きく増加している（第1-1-11図（5））。都区部内での分譲マンション、貸家などへの住み替えの動きは依然として活発である可能性がある。

貸家着工についても都区部が増加しており、賃貸住宅への需要が堅調である。東京圏の貸家着工の動向を確認すると、郊外の埼玉県、神奈川県、千葉県及び都下が底堅く推移する中で、2021年は都区部の着工の伸びが大きい（第1-1-11図（3））。特に都区部の貸家着工を規模別にみると、2021年は31～50m2や51m2以上が前年と比べて増加しており、在宅勤務の広がりにより広い住宅への需要が生じたことが背景にあると考えられる（第1-1-11図（4））。

このように2021年の住宅着工は、感染症を背景に生じた住宅需要の変化による影響を受けてきた。在宅勤務の広がりなどを背景に郊外地域の住宅に対する需要が高まる一方、利便性の高い都区部の住宅に対する需要も根強い。また、在宅勤務が継続する中で広い住宅に対する需要が高まっており、今後もこうした需要の変化が定着するかどうかによって、住宅着工も影響を受けることになるとみられる。

3　感染症後の企業部門の動向

感染症とその後の世界的な需要回復に加え、世界的なデジタル化・脱炭素化の進展、米中競争やロシアによるウクライナ侵略など企業は国際貿易投資環境や経済安全保障面での大きな変化に直面している。こうした中で、サプライチェーンの再構築・強靱化、デジタル化・脱炭素化に対応するための投資拡大、対外経済取引の再構築といった新たな課題に対応する必要に迫られている。ここでは、<1>半導体等の供給制約による影響、<2>資本ストック循環からみた投資動向、<3>対外経済取引の構造変化といった観点から、感染症後の企業部門の動向を確認する。

●リスクに備えた在庫管理やサプライチェーンの強靱化が課題

世界的にデジタル化・脱炭素化といった構造変化が進む中で、欧米を中心として世界的に感染症後の需要回復が進展したこと等も加わって、我が国企業は国際的に半導体不足等の供給制約に直面することとなった。半導体については、2020年後半から自動車産業を中心に需給のひっ迫感が強まっていたが、2021年に入ってから、2月のアメリカにおける寒波や3月の国内半導体工場の火災、夏頃の東南アジアの感染拡大に伴う工場の操業停止等により、更に需給がひっ迫した。また2022年4月末以降、中国各都市の都市封鎖による経済活動の抑制なども影響した。

こうした中で、様々な半導体が搭載されている自動車10は、大きな減産を強いられることとなった。2021年後半における2020年後半からの生産増加率をみると、主要業種の中で輸送機械工業だけが大きく減少している（第1-1-12図（1））。

半導体は、自動車のみならず、電気・情報通信機械や生産用機械等の生産にも使われている。電気・情報通信機械の生産の推移をみると、2021年の年央に大きく減少している（第1-1-12図（2））。これは東南アジアの感染拡大等を背景に半導体供給制約が深刻化し、輸送機械の生産が大きく減少した時期と重なっている。品目別には、パソコンや冷蔵庫をはじめとした家電関連品目が2021年7～9月頃に減少した（第1-1-12図（3））。液晶テレビへの買換えやテレワーク用のパソコン購入といった需要の一服に加えて、半導体の供給制約も家電生産の押下げに一定程度寄与していたと考えられる。また、半導体部品が多く使われている基地局通信装置についても、継続的な需要拡大が見込まれる中で、2021年後半は生産が減少しており、半導体供給制約の影響を受けている可能性が高い（第1-1-12図（3））。

一方で、電気・情報通信機械と同様に半導体を多く使っている生産用機械や汎用・業務用機械の輸出入については、2021年後半には同年前半と比較して増勢が鈍化したものの、半導体の供給制約の影響は比較的小さかったと考えられる。これらの分野では、製造業者が抱える部品や製品等の在庫水準が高く（棚卸資産回転率が小さく）、結果的に一時的な部品の納期遅延に対応可能であったことがその要因の一つと考えられる（第1-1-12図（4））。

世界的なデジタル化の流れの中で、今後も半導体への需要が高まっていくことが予測されている（第1-1-12図（5））。こうした中では、感染拡大や災害等のショックにより半導体供給が滞れば、幅広い業種の生産に深刻な影響を及ぼす可能性がある。こうした様々な供給リスクに対して迅速かつ柔軟に対応できるよう、リスクに備えた在庫管理やサプライチェーンの強靱化を図ることが一層重要になっている。

●新しい周期のストック調整過程の下、設備投資は徐々に拡大することに期待

企業部門は、前述のとおり、貯蓄・投資バランスの貯蓄超過が続いており、新しい資本主義の下、より積極的な投資が求められる。一方で、新規投資による資本ストックの積み増し過程は、企業の期待成長率の継続的な上昇、すなわち企業の先行き景気判断の改善がなければ長続きしない。そこで、資本ストック循環から設備投資の今後を展望する。

資本ストック循環図は、設備投資・資本ストック比率と設備投資前年比の関係をプロットしたものである。景気回復局面の初期には、設備投資の前年比が上昇し、上方に移動する。その後、設備投資・資本ストック比率が上昇していくと、設備投資の前年比は徐々に減速し、右下方向に移動していく傾向がみられる。同時に、各時点において設備投資を通じて追加される資本ストックの伸びから示唆される生産額（GDP）の増加率を機械的に計算することができるため、企業がどの程度の成長率を念頭において設備投資を行っているかの目安を知ることができる。これらの特性を踏まえると、成長予想に大きな変化が生じない場合には、短期的な景気変動に対応する形で、一定の双曲線の周りを循環する姿となる。他方、成長予想などに変化が生じた場合には、資本ストック循環の基点自体がシフトすることになる。

実際に、2009年1－3月期以降の資本ストック循環図をみると、リーマンショック後の景気回復の下、基点から徐々に左上方向に移動した後、設備投資・資本ストック比率が高まる中で、2013年1－3月期にかけて右下方向に移動していった（第1-1-13図（1））。しかし、2013年以降、企業収益の改善や好調な内需を背景として予想成長率が高まる中で基点自体がシフトし、右方向に移動した。2015年から2019年にかけては、1.5～2.0％の安定した成長予想下で設備投資・資本ストック比率が徐々に高まる中で、右下方向に移動していった。

一方で、2020年4－6月期以降は感染拡大の影響で投資が急減し、成長予想も低下したことから、基点自体が下方にシフトした。その後、2021年・2022年にかけては、設備投資・資本ストック比率の水準が調整され、設備投資の減少幅も縮小する中で、新たな循環の下で徐々に上方に移動している。ただし、予想成長率が0.5～1.0％程度まで低下しており、現在の設備投資のペースは、かなり低い予想成長率を前提にしたものであることが示唆される。

アンケート調査による企業の期待成長率として、内閣府「企業行動アンケート調査」における上場企業の成長率見通しをみると、今後5年間11の我が国の実質経済成長率見通しは1.01％（2022年3月時点）と、資本ストック循環図から算出される実質GDPの予想成長率と同程度にとどまっている（付図1-3）。業種別にみると、輸送用機器や機械業を中心に多くの業種で全産業と同程度となっている中で、デジタル化への対応等から需要増が期待される電気機器や化学等の一部業種では全体を上回る期待成長率がみられており、これらの業種を中心に投資を積極化する余地があると考えられる。

感染症の影響により企業の期待成長率が急激に低下し、資本ストックの調整が行われた結果、2020年にかけて設備投資の低迷を招いた。その後、2021年に入って徐々に持ち直しの動きもみられてきているが、新しい資本主義を通じて企業の期待形成に働きかけ、その下で官民連携での設備投資を進めるとともに、得られた成長の果実の分配を促すことで、好循環を実現していく必要がある。

●近年は貿易収支の大きな変動が経常収支の黒字変動の主因

前述のとおり、我が国の貯蓄超過は黒字が定着しているものの、2017年以降は超過幅が縮小傾向にある。経常収支は各部門の貯蓄投資バランスの合計に等しいことから、経常収支の黒字幅が縮小していることと表裏一体であり、対外経済取引の構造が変化していることを示唆している。そこで、経常収支の変化について点検する。

経常収支の黒字幅は、2011年から2014年にかけて急速に縮小した後、2017年にかけて拡大し、その後は緩やかに縮小してきた（第1-1-14図）。2022年1月には黒字幅が大幅に減少し、2020年4月以来の水準まで縮小したが、その後は振れを伴いながら黒字を維持している。

貿易収支の変動がこうした経常収支の動きの背景にある。2000年代半ばまで安定して経常収支の黒字に寄与してきた貿易収支は、2011年から2015年、2019年、最近では月次ベースで2021年8月以降直近まで赤字となるなど変動が大きくなっている。また、サービス収支は、2010年代半ばにかけてインバウンドの増加を背景に赤字幅が縮小したものの、感染症以降は収支の赤字幅が再び拡大しており、貿易収支とともに黒字幅縮小の要因となっている。一方で、第一次所得収支の黒字幅は徐々に拡大し、2000年代半ば以降は経常収支黒字の主因となっている。

このように、近年の我が国の経常収支構造には変化がみられており、貿易収支の大きな変動が、黒字変動の主因となっている。

●我が国産業の輸出競争力の低下や資源価格の変動が貿易収支の変動に影響

2000年代半ばまで経常収支の黒字に安定的に寄与してきた貿易収支は、その後、黒字幅が縮小し、2010年代後半以降は、ほぼ収支が均衡して推移している。こうした背景を確認するため、品目別に貿易収支の推移をみる。

品目別収支（輸出額－輸入額）の推移をみると、自動車や一般機械の黒字幅が安定して推移する一方で、特にリーマンショック以降、電気機器や原料別製品の黒字幅が縮小している（第1-1-15図（1））。電気機器や素材産業の輸出競争力が徐々に低下するとともに、企業の海外進出も同時に進展したことが背景にあると考えられる。

鉱物性燃料は一貫して赤字に寄与している。特に2011年の東日本大震災以降、製造製品等の貿易黒字が縮小する中で鉱物性燃料の輸入が拡大したことから、その変動が貿易収支に大きな影響を与えるようになっている。そこで、貿易収支の変動を「輸出入価格要因（契約通貨ベース）」、「為替変動要因（対輸出入物価）」及び「輸出入数量要因」に分け、原材料価格や為替レートの変動が収支に与える影響をみる。これによると、「為替要因」は輸出物価・輸入物価ともに2010年以降は同程度の大きさとなっており、両者が相殺して通関収支には大きな影響は与えていない（第1-1-15図（2））。一方で、原材料価格の変動などが含まれる「輸入価格要因（契約通貨ベース）」は、2011～14年にかけて赤字幅拡大に寄与する一方で、2015～16年にかけて赤字幅縮小に寄与するなど、おおむね通関収支の変動の主要因となっている。

このように、2010年以降、我が国の貿易収支はおおむね均衡する中で一時的に赤字となる動きが続いている。この間、電気機器や素材産業の輸出競争力の低下に伴い、製造製品等の貿易収支黒字が縮小する一方、東日本大震災の影響により鉱物性燃料の輸入量が拡大した。こうした貿易構造の変化の中で資源価格等の国際商品市況の変動に貿易収支が左右されやすい状況が続いている。

●2021年秋以降の円安方向への動きは輸出企業等の企業収益にプラスの影響

2021年秋以降、為替レートが円安方向で推移（後掲第1-2-2図（2））しており、輸出企業や海外展開をしている事業者等の収益が改善する一方で、輸入物価の上昇により、仕入価格の上昇を通じた企業の収益悪化や消費者への負担の増加につながることが考えられる。

まず輸出について、為替レートの変動は、輸出財の価格変化を通じて影響を及ぼす。例えば円安局面での輸出企業の価格設定行動として、<1>現地通貨の売価を円安分だけ引き下げて、数量で稼ぐ戦略（円ベースの価格は不変）、<2>現地通貨の売価は維持したまま、円安分だけ利幅を上乗せする戦略（円ベースの価格を引上げ）が考えられる。そこで、過去の輸出金額の増減を価格要因と数量要因に分解すると、<1>2005年から2007年の円安局面では価格要因とともに数量要因も上昇し、同程度の寄与となっている（第1-1-16図（1））。一方で、<2>2013年から2015年半ば、<3>2016年後半から2017年、<4>2021年半ば以降の円安局面では、価格要因が緩やかに上昇する中で、数量要因は小幅な上昇もしくは横ばいにとどまっている。我が国企業による海外生産の拡大や電気機器等における輸出競争力の低下に加えて、輸出品の現地通貨価格を維持し、利幅を得る価格行動への変化等が影響していると考えられる。また、足下の円安局面での輸出数量の伸び悩みは、半導体不足等の供給面での制約が影響していることに留意が必要である。世界需要の変動による影響を調整した上で、実効為替レートに対する輸出数量や金額、第一次所得（受取額）の弾性値をみると、輸出数量は0.20、輸出金額は0.65、第一次所得（受取額）は0.73といずれも押上げ効果が確認できる（第1-1-16図（2））。

こうした中で、為替レートの変化が企業収益に与える影響について確認しよう。企業の想定為替レートが1円円安になった場合の経常利益の変化について、リーマンショック後の期間（2013～21年度）についてみると、全産業、製造業、非製造業のいずれも企業の想定よりも円安が進めば経常利益を押し上げる効果がある（第1-1-16図（3））。ただし、素材型の製造業や非製造業では、統計的に有意な関係がみられない収益構造となっている。背景には、企業の海外生産移転の進展や為替予約を含むリスクヘッジ手法の発達などがあると考えられる。

以上のような経路を通じて、円安は輸出企業や海外展開をしている事業者等にプラスに働いており、足下の円安局面でも同様の効果が発現しているとみられる。一方で、仕入価格の上昇を通じた企業の収益悪化や消費者への負担の増加につながることが考えられる。後述するとおり、現時点で輸入物価の上昇については、為替の影響もあるものの、原油等のエネルギー価格上昇による押上げが主因（後掲第1-2-2図（1））となっているが、中小企業で相対的に価格転嫁に遅れがみられており、コスト上昇を適切に販売価格に転嫁できる環境を作っていくことが重要である。

●最近のエネルギー価格上昇による海外への所得流出は家計と企業がともに負担

エネルギー価格の上昇は、鉱物性燃料等の輸入金額の増加を通じて海外への所得流出につながる。こうした所得流出は、輸出入価格の上昇率の差（交易条件の変化）によって生じる所得の実質的な変動を表す交易利得（損失）の動向により、国民所得への具体的な影響を把握することができる。

交易利得（損失）の前年差の動きをみると、2021年4－6月期から一貫してマイナスとなっており、原油・原材料価格の上昇により、海外へ所得が流出していることがわかる（第1-1-17図（1）、後掲第1-2-1図）。交易損失への寄与をみると、「為替要因」は円高方向への動きを背景に2020年10－12月期から2021年10－12月期にかけてプラスに寄与しているほか、寄与も小さい。この間の交易損失は「その他価格要因（資源価格等）」が主因だったことが確認できる。

このような交易条件の悪化による海外への所得流出は国内ではどのように負担されたのだろうか。ここでは、最終需要1単位当たり価格に対する負担割合に着目する。最終需要財を1単位作るには、労働、資本等、輸入財が必要となるが、それぞれの価格が賃金、単位当たり利潤等、輸入価格であり、輸入価格が上昇した場合、その分は海外への所得流出となる。原油価格が上昇し海外への所得流出が生じた代表的な局面における動きをみてみよう。なお、それぞれの局面の原油価格、賃金や国内物価の動向、政策対応については、第2節で述べる。第1次石油危機時（1972～1974年）は、海外への所得移転が4.6％ポイント拡大する中で、利潤等は7.6％ポイント縮小する一方、賃金は3.0％ポイント拡大した（第1-1-17図（2））。企業が賃金上昇と原材料費の上昇を利潤の圧縮という形で負担する姿となっている。一方で、物価と賃金のスパイラル的な上昇につながったことで過度なインフレにつながり、インフレを抑制する過程でマクロ経済にマイナスの影響が生じた点には留意が必要である。第2次石油危機時（1978～80年）は、海外への所得移転が3.7％ポイント拡大する中で、利潤等は1.7％ポイント、賃金は2.0％ポイント縮小し、原材料価格の高騰による負担増を家計・企業がともに負担している。2007～08年頃の原油価格高騰局面は、同時に円高が進む中で海外への所得移転が－0.0％ポイントとほぼ横ばいとなる中で、利潤等は1.5％ポイント縮小し、賃金は1.6％ポイント拡大しており、企業が負担する姿となっている。デフレ下にあって急激な価格変動に価格転嫁が追い付かなかったことなどが影響したとみられる。

最近の原油価格高騰局面（2020年末以降）についてみると、最終需要の価格上昇が抑えられてきた中で、海外への所得移転が3.3％ポイント拡大した一方、賃金は1.5％ポイント、利潤等は1.8％ポイントとそれぞれシェアを縮小させている。第2次石油危機と同様、家計と企業がともに負担する姿となっている。

●感染症後のサービス収支はインバウンドの大幅減等により赤字幅拡大

最近の経常収支の動向にはサービス収支も大きな影響を与えている。サービス収支の推移をみると、2017年にかけて赤字幅が縮小したものの、感染症以降は赤字幅が拡大しており、貿易収支とともに感染症以降の経常収支の黒字幅縮小の要因となっている（第1-1-18図（1））。内訳をみると、「旅行収支」の黒字幅が急減するとともに、「その他サービス収支」の赤字幅が拡大している。

「旅行収支」の黒字幅の急減については、海外旅行が大幅に制限される中にあって、近年、旅行収支拡大の大きな要因となっていた外国人の入国制限の影響が大きく寄与している。訪日外国人旅行者数は2019年に3,188万人にまで達したが、感染症の影響で2020年は412万人、2021年は25万人にまで落ち込んだ（第1-1-18図（2））。2022年3月以降は入国制限が緩和される中で訪日外国人旅行者数は徐々に持ち直している。さらに6月以降、1日当たりの入国者総数を2万人目途に引き上げるなどの水際対策の更なる緩和が実施されている。今後、国境を越えた人的交流が活発化することにより、外国人観光客による日本国内での消費増加を含め、経済社会活動の一層の回復につながることが期待される。

「その他サービス収支」については、2000年代前半以降、「知的財産権等使用料」の黒字幅が拡大する一方で、「通信・コンピューター・情報」、「専門・経営コンサルティングサービス」、「研究開発サービス」、「保険・年金」等の赤字幅が拡大している（第1-1-18図（3））。「知的財産権等使用料」の黒字幅拡大は、日本企業の海外現地生産比率の上昇に伴い、アメリカや中国等の現地法人から本社向けの産業財産権等の使用料支払が増加したことなどによる。一方、「通信・コンピューター・情報」はソフトウェア委託開発等に係る外国企業への支払拡大、「専門・経営コンサルティングサービス」は欧米企業からの専門サービスの購入拡大、「研究開発サービス」は研究開発の国際的なアウトソーシングの進展、「保険・年金」は海外保険会社への支払拡大などが背景にあり、これらのサービスへの需要拡大と我が国のサービス業の競争力の低さを反映している。



（1）部門計の貯蓄・投資バランスの動きについて、各部門の投資超過や貯蓄超過の因果関係の結果として単純に説明することは難しい点に留意が必要である。

（2）対2016～18年度同期平均からの変化率。

（3）3歳から5歳までの子ども及び0歳から2歳までの住民税非課税世帯の子どもについて、幼稚園、保育園、認定こども園等の利用料を無償化。

（4）感染症の影響により、保育所等が5日を超えて臨時休園等した場合の利用者負担額を日割りで補助。

（5）複数人分の持ち帰りは、1人分として計上されるため、持ち帰りの増加は客単価の増加になる。

（6）GDP自体には直接の影響が及ばなくても、付加価値の業種別内訳は変化する。具体的には、出張費や交際費を減らした企業を含む業種の中間投入が減り、当該業種の付加価値は増加する一方で、出張に関連する財やサービスを供給する企業（ホテル等）を含む業種の付加価値は減ることになる。このため、後者の付加価値減に対して、雇用者報酬の減少などで対応することになると、賃金や雇用等に減少につながる可能性がある（他方で、前者は付加価値増を受けて、雇用者報酬等を増やす可能性がある）。

（7）緊急事態宣言の下、感染拡大防止に留意しつつ、簡素な仕組みで迅速かつ的確に家計への支援を行うため、一律に、一人当たり10万円を給付。2020年4月末以降、市区町村において決定した給付開始日から支給を行い、申請期限は、郵送申請方式の申請受付開始日から3か月以内。事業規模は約12.88兆円。

（8）東京都が2017年に行った試算では、大会参加者と一般観戦者の消費支出（交通費、宿泊費、飲食費、買い物代、施設利用料等）として2,079億円、大会開催に伴い販売される東京五輪関連グッズの売上やテレビの購入費といった家計消費支出により2,910億円の需要増が見込まれるとしていた。

（9）2022年1－5月は再び転入超過となったが、これまでのところ2019年以前の超過幅の半分程度となっている。

（10）アメリカの調査会社であるICインサイツ社によると、IC需要全体が高まる中で、IC市場における自動車向けのシェアは、2008年の6.5％から2019年の8.7％に上昇している。

（11）2022～26年度平均。
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第2節　原材料価格の上昇とデフレ脱却に向けた展望

我が国の物価は、原油を含む原材料価格の高騰などを背景に、上昇を続けている。本節では、過去の石油価格上昇局面と比較しつつ、今回の物価上昇の特徴について考察する。また、デフレ脱却に向けて改善の動きがみられた2005年から2007年の局面と比較しつつ、デフレ脱却に向けた足下の進捗を点検する。さらに、持続的な物価上昇の実現にとって不可欠となる賃金上昇に向けた課題を整理する。

1　原材料価格の上昇と国内経済への影響

過去を振り返ると、原油価格等の上昇を通じて物価が高騰した主な局面として、2度にわたる石油危機や前回国際商品市況が高騰した2007～08年頃が挙げられる。そこで、当時の状況と比較しつつ、現在の物価動向の特徴を分析する。

●原油価格は世界的な需要回復やウクライナ情勢等もあいまって大幅に上昇

原油価格は、2020年初から4月頃にかけて感染症の流行に伴う経済活動の停滞を背景として、急速に下落した。しかし、行動制限の緩和や解除、ワクチン接種の進展等を背景に、欧米を中心として世界経済が徐々に回復に向かう中で、2020年12月頃から価格上昇が鮮明となっていった。この間、世界的に脱炭素化の流れが進む中で、OPECプラスが減産体制を維持したことやアメリカのシェールオイル開発・生産が停滞したことなどを受け、原油等への投資が抑制されたことで供給力が伸び悩み、価格上昇に拍車をかけた（第1-2-1図）。2022年2月24日のロシアによるウクライナ侵略以降は、ロシアからの供給停止や制裁発動などにより更に上昇し、高水準で不安定に推移している。原油価格の水準でみると、WTIは2022年3－6月平均で102ドル/バレルと、今回の原油高騰が始まった2020年終わりの43ドル/バレル水準と比べて150％程度高い水準に達している。

過去の価格上昇局面と比較すると、第1次石油危機時（1974年）の上昇率には及ばないものの、第2次石油危機時（1981年）と同程度の上昇率となっている。2007～08年頃の局面は、最近より上昇率は小さかったものの、2003年頃から長期間にわたり原油価格が上昇し、最終局面で急騰した後に急落した点が特徴的である。

先行きについて、世界銀行は「一次産品市場の見通し」（2022年4月）において、2022年のブレント原油価格は、ウクライナ情勢による貿易と生産の混乱により、前年比42.0％増の100.0ドル/バレルに到達する見通しとしている。その後は、2022年をピークに、2023年には同92.0ドルまで低下するものの、2016年～21年の平均水準（60ドル）を上回った状態が続く可能性があると指摘している。こうした原油価格の高止まりは、ロシアからの輸出の著しい減少に加え、価格上昇にもかかわらず先進国・地域での石油消費の増加が続いていることを反映している。ウクライナ情勢が長期化し、エネルギー輸出が更に減少することになれば、原油を含むエネルギー価格は更に上昇する可能性もある一方、世界的な成長の減速、特に中国での感染症の更なる発生などは、価格を押し下げる要因になり得るとしている。

原油価格は、ウクライナ情勢の長期化等に伴って更に高騰する可能性もあるなど、先行き不透明な状況が続いていくと考えられることから、引き続き価格動向や経済に与える影響について注視していく必要がある。

●過去の石油価格上昇局面は下回るものの、企業物価や消費者物価の伸びは拡大

原油価格を含む国際的な資源価格の上昇は、輸入物価を通じて国内物価に影響する。そこで、輸入物価、国内企業物価と消費者物価（総合）の上昇率を確認する。

はじめに輸入物価の推移をみると、原油をはじめとする原材料価格が上昇する中で、2021年初から前年比でプラスとなっている（第1-2-2図（1））。内訳をみると、「石油・石炭・天然ガス」といったエネルギー関係の価格上昇（契約通貨ベース）が最も押上げに寄与している。「為替要因」については、2021年秋以降為替レートが円安方向に推移（第1-2-2図（2））する中で押上げに寄与しているが、2022年5月時点で輸入物価の前年同期比（43.4％）における寄与度はおおむね4割程度（17.0ポイント）となり、「石油・石炭・天然ガス」（21.8ポイント）を下回っている。

次に国内企業物価についてみると、輸入物価の上昇を受けて2021年3月に前年同月比がプラスに転じ、2022年5月は9.1％と大幅な上昇となった（第1-2-2図（3））。品目別にみると「石油・石炭製品」が最も押上げに寄与し、エネルギー以外にも「鉄鋼」や「非鉄金属」といった金属関連がプラスとなっている。金属関連については、感染拡大に伴う行動制限の緩和・解除等を通じた世界経済の需要回復に加え、デジタル化に伴う需要拡大や電気自動車、再生可能エネルギーといった脱炭素化の流れも価格を押し上げている。

消費者物価（総合）についてみると、2022年5月の前年同月比は2.5％となり、前月に続き消費税増税期間を除くと約30年ぶりの上昇幅となった（第1-2-2図（4））。内訳をみると、2021年は、携帯電話の低料金プランの提供開始による影響で「4月以降の携帯電話」がマイナス寄与となっていたが、2020年の押下げ要因となっていた「GoToトラベル事業等」や電気代やガス代等の「エネルギー」がプラス寄与に転じる中で緩やかな上昇に転じた。また、2021年秋以降、生産地での不作やウクライナ情勢等を受けて小麦をはじめとする穀物等の価格が高騰したことを受け、「食料」のプラス幅が拡大し、更に物価を押し上げている。その結果、2022年4月以降の消費者物価は、前年同月比2％を超える上昇が続いている。

一方、こうした企業物価や消費者物価の上昇率を過去の石油価格上昇局面と比較すると、第1次石油危機時（1974年）、第2次石油危機時（1981年）を下回っている（第1-2-2図（5））。デフレを脱却できていないことに加え、中小企業で価格転嫁が相対的に遅れていること、現時点では輸入インフレにとどまっていることなどが影響しているとみられる。

ただし、エネルギーに加え、食料品などの価格も上昇しており、引き続き食料品の値上げも予想されていることから、マインドの悪化や実質購買力の低下を通じて民間消費や企業活動を下押しするなど実体経済への影響が顕在化する可能性にも注意が必要である。

●輸入価格の上昇が2021年のGDPデフレーターを押下げ

原油価格を含む原材料価格が高騰する中、企業間取引の段階で輸入物価にはある程度転嫁が進む一方で、最終消費段階で消費や投資価格、輸出価格への転嫁が進まないと、国内で生み出す名目付加価値の縮小につながる。

そこで、国内物価に加え、輸出入価格の動きも反映する生産量1単位当たりの付加価値であるGDPデフレーターの動きをみる。輸入価格上昇によるコスト増加が消費や設備投資といった国内需要に係る物価に転嫁されると、輸入価格上昇によるGDPデフレーターの押下げと輸入デフレーター以外のデフレーターによる押上げが相殺され、GDPデフレーターは不変となる。一方で、国内需要に関わる物価への転嫁が不十分な場合にはGDPデフレーターは下落する。こうしたことから、GDPデフレーターは国内要因による物価動向を反映するという意味でホームメイド・インフレの指標といわれている。

GDPデフレーターの動きをみると、第1次・第2次石油危機の局面では上昇していたのに対し、1990年代半ば以降、消費税率が引き上げられた時期を除いてゼロ近傍若しくはマイナス基調が続いており、この間、日本経済がデフレ基調にあったことを示している（第1-2-3図（1））。2021年については、輸入デフレーターの上昇が国内の投資財等の物価に徐々に波及してきたことで、設備投資を含む「民間投資」や公共投資を含む「公的需要」などが押上げに寄与し、国内需要デフレーターがプラスに転じた（第1-2-3図（2））。しかし、輸入デフレーターの上昇による押下げ幅が国内需要デフレーターによる押上げ幅を上回ったことから、2021年のGDPデフレーターの伸びは前年比マイナスとなっている。

原油を輸入に依存する我が国では、原油価格の上昇が国内価格に転嫁していくまでの間はGDPデフレーターの押下げにつながる。企業がコスト上昇を販売価格に転嫁することが難しいという課題の表れでもあり、今後の動向には注意が必要である。

●2007～08年と比べて価格転嫁は進展しているが、中小企業で相対的に遅れ

輸入価格上昇の国内への価格転嫁の状況は企業規模や業種によって異なると考えられる。そこで、日銀短観の販売価格DIから仕入価格DIを差し引いた値（以下「疑似交易条件」という。）を用いて、産出価格と投入価格の上昇幅の違いを企業規模別に確認する。疑似交易条件は産出と投入の相対価格の動きを表しており、投入価格の上昇を産出価格にどの程度転嫁できているかを推し量ることができると考えられる。

2021年以降の企業規模別の疑似交易条件をみると、企業規模が小さいほどマイナス幅が大きくなっている（第1-2-4図（1））。これは、企業規模が縮小するにつれ、仕入価格を販売価格に転嫁しにくい傾向にあることを表している。製造業・非製造業別にみても同様の傾向がみられる（付図1-4）。

中小企業の原材料・エネルギーコスト上昇の価格転嫁状況について、経済産業省が行ったアンケート調査によれば、コスト上昇分のうち3割以下しか価格転嫁できていないと回答している企業の割合が半数程度（45.5％）となっている（第1-2-4図（2））。中小企業では下請け企業などで相対的に価格転嫁が難しいこともあって、販売価格の上昇が限定的となり、大企業よりも疑似交易条件が悪化しているとみられる。

次に前回の原油価格上昇局面（2007～08年頃）と今回の局面を比較すると、販売価格DIについては、前回が－10～＋10ポイント程度となっていたのに対して、今回は－5～＋30ポイント程度となり、全体として価格転嫁が進んでいることが確認できる。特に中小企業は前回局面で一度もプラスとなっていなかったが、今回は2022年1－3月期に＋27ポイントまで改善し、仕入価格上昇に併せて販売価格を引き上げていることが分かる。ただし、仕入価格DIは、両局面ともにいずれの企業規模でも40～60ポイント程度まで上昇しており、疑似交易条件は引き続き悪化している。製造業・非製造業別にみても同様の傾向がみられる（付図1-4）。

2021年以降、仕入価格上昇分の価格転嫁は一定程度進展しているとみられるが、中小企業の業況改善には原材料・エネルギーコスト上昇を適切に販売価格に転嫁できる環境を作っていくことが重要である。

●現時点ではスタグフレーションと呼ばれる状況にはない

一般に、インフレと不況が同時に生じる状況はスタグフレーションと呼ばれ、日本が経験したスタグフレーションと呼べる状況としては第1次石油危機後の例がある（コラム1－4）。最近の原油価格上昇を受けて我が国経済がスタグフレーションに陥るリスクを指摘する声もあるが、どのように考えればよいだろうか。

まず、我が国経済は企業収益が高水準にあり、個人消費や設備投資は上向くなど持ち直しの動きが続いている。また、現時点で物価上昇は主に原油価格等の上昇に起因する輸入インフレにとどまっており、消費者物価上昇率や期待物価上昇率も欧米と比較して著しく高い状況ではないことから、我が国経済はスタグフレーションと呼ばれる状況にはない。

むしろ、マクロ経済環境からみた日本の物価上昇圧力は欧米と比べて弱く、デフレ脱却に向けて十分とはいえない状況にある。物価は上昇基調にあり、価格が上昇する品目も着実に増加しているが、デフレ脱却には物価が持続的・安定的に上昇し再びデフレ状況に後戻りする見込みがない状況となることが必要である。このためには、<1>供給力と比べた需要の強さを表す需給ギャップ12、<2>供給面から物価との相関関係をもつ単位労働コスト（賃金）、<3>企業の価格設定行動や実質金利を通じて設備投資等に影響を与える中長期的な期待物価上昇率などが継続的な物価の下押し要因とならない状況が必要である。

物価の動向をみると、消費者物価・GDPデフレーターともに、アメリカやEUの物価上昇率を下回っている（第1-2-5図（1）、（2））。消費者物価については、日米欧ともにエネルギーや食料品の価格は上昇しているが、日本では特にそれ以外の財・サービスの伸びが弱いことが影響している（前掲第1-2-2図（2））。日本のGDPデフレーターは2021年以降、前年比マイナスが続いている。国内で原油を生産するアメリカでは原油価格の上昇がGDPデフレーターの上昇につながるのに対し、原油を輸入に依存する日本では、国内価格に転嫁していくまでの間は輸入デフレーターの上昇が国内需要デフレーターの伸びを上回り、GDPデフレーターを押し下げることが影響している。

経済全般の需給ギャップを表すGDPギャップの推移をみると、アメリカが経済活動の再開に伴ってマイナス幅が急速に縮小し、プラスに転じたのに対し、日本は依然として供給力に比べて需要が不足している状況が続いており、物価の押下げ要因となっている（第1-2-5図（3））。

2021年以降の単位労働コストをみると、アメリカやユーロ圏で上昇傾向にあるのに対し、日本では2021年後半以降、横ばい圏内にとどまっており、供給面からも物価上昇圧力は高まっていない（第1-2-5図（4））。これまでの賃金引上げに向けた努力もあって、2019年には日米の違いは同程度まで縮まってきたものの、2020年後半以降、再び差が広がっている。2022年の春季労使交渉では企業収益の改善を背景に賃上げ率が3年ぶりに2％を超える状況となっている13ことから、デフレ脱却に向けて、賃金上昇率が着実に高まっていくことが期待される（付図1-5）。

デフレ脱却に向かうには、企業の価格設定行動が変化することも重要である。需給が改善しているにもかかわらず企業が価格引上げに慎重となるのは、物価全般が上がりにくいとの予想の下、競合企業も価格を引き上げる可能性が低いとの見方が根強いことが考えられる。そこで、期待物価上昇率をみると、2020年12月以降上昇傾向にあるが、2022年6月時点で約1.0％にとどまり、アメリカの約2.4％を下回っている（第1-2-5図（5））。

●物価上昇に対し、継続的・安定的な賃上げと需給ギャップの着実な縮小が重要

第1次石油危機では原油価格高騰を通じた輸入コスト上昇が物価と賃金のスパイラル的な上昇につながったことにより、物価上昇率が大きく上昇した。こうした中で1974年度に戦後初めてマイナス成長を記録したが、景気が悪化しているにもかかわらず、物価上昇率を抑制するために金融政策を引き締めざるを得ない状況となり、景気は更に下押しされた。また、第2次石油危機時と異なり、省エネルギー投資などの民需も十分に引き出すことができなかった。こうした経験を参考としつつ、我が国の物価動向を取り巻くマクロ経済環境を踏まえると、我が国経済がスタグフレーションに陥らないためにも、今後は以下の取組が重要であると考えられる。

第一に、継続的かつ安定的な賃金の引上げである。デフレ脱却には物価と賃金がともに安定的に上昇していくことが必要であるが、上でみたように我が国の賃金（単位労働コスト）は横ばい圏内にとどまっている。現時点では、輸入物価上昇による負担増を企業と家計の双方が負担しているが（前掲第1-1-17図）、これまで労働分配率が低下傾向で推移してきたことを踏まえれば（後掲第1-2-11図（3））、今こそ力強い賃金引上げに取り組み、家計が継続的・安定的な賃金上昇の下で安心して消費できる経済を実現することが重要である。

第二に、所得流出による景気の下押し圧力に適切に対応しつつ、需給ギャップを着実に縮小させていくことが必要である14。ウィズコロナの考え方の下、経済社会活動の正常化を着実に進めていく必要がある。同時に、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略を一体的に進める経済財政運営の枠組みを堅持し、当面は国民生活の安定に向けた物価対策に万全を期すとともに、第2次石油危機の経験も参考にしつつ、新しい資本主義の下、官民連携による計画的な重点投資を推進し、長期にわたり低迷してきた民間投資を喚起していくことが求められる。


コラム1-4　過去の原油価格上昇局面の経済物価動向と政策対応

我が国経済は鉱物性燃料を輸入に依存している。このため、原油価格が上昇する場合、原油産出国への所得流出により経済が下押しされることは避けられない。同時に、原油価格の上昇は、少なくともガソリン価格や電気代等のエネルギー関連の財・サービスの価格上昇を通じて消費者物価を押し上げる。すなわち、原油価格が上昇する場合には景気の下押しと物価上昇が同時に生じることとなるが、こうした状況が直ちにインフレと不況が同時に生じる、いわゆるスタグフレーションにつながるわけではない。以下では、過去の石油危機と2007～08年頃の経済物価状況やそれに対する政策対応を振り返り、どのような場合にスタグフレーションに陥るリスクが高いのか、陥らないようにするためにはどのような政策対応が求められるのかを検討する。

●第1次石油危機では物価と賃金がスパイラル的に上昇しスタグフレーションに

第1次石油危機は、第4次中東戦争をきっかけとして1973年秋に発生し、原油価格は1972年12月から1974年3月にかけて約4.7倍に上昇した（前掲第1-2-1図）。こうした原油価格高騰は輸入物価を押し上げ、1974年5月には前年同月比76.2％まで上昇した。その結果、国内物価も大きく押し上げられ、ピーク時の国内企業物価は前年同月比33.8％（1974年2月）、消費者物価は同24.9％（1974年2月）と大きく上昇した（前掲第1-2-2図（5））。既に1973年春頃から経済全般に物価上昇期待が高まっていた中で、企業・消費者にモノ不足感や物価の先高予想が広まったことが物価を大きく押し上げた。

こうした物価急騰を背景に労働者の賃上げ要求も強まり、1974年の春季賃上げ率は32.9％と、1973年の20.1％を上回る伸びとなり、労働分配率も大幅に上昇した（コラム1-4図（1）<3>）。その結果、GDPデフレーターの伸びも急上昇し、1974年4－6月期には前年同期比21.9％に達した（前掲第1-2-3図（1））。

このような状況の中で、景気は1973年11月をピークとして下降局面に入り、1974年1－3月期の実質GDP成長率は前期比3.4％減となった（コラム1-4図（1）<1>）。年度でみても、1970～73年度までにみられた5～9％程度の高成長から、1974年度は一気にマイナス0.5％まで落ち込み、年度としては戦後初めてのマイナス成長を記録した。賃金が上昇する一方で生産が低下し、単位労働コスト（1単位の生産に必要な労働費用）の伸びが大幅に高まったことで、物価を更に上昇させる圧力となった（コラム1-4図（1）<4>）。

これに対して政府は、物価安定を最優先の政策課題と位置付け、財政・金融両面から総需要抑制策を実施した。財政面では、1974年度の公共事業関係支出を前年度水準以下に抑えることとしたほか、国民生活に関係の深い物資についての標準価格設定等を行った。また金融面でも、1973年4月から12月にかけて公定歩合を4.25％から9％へ5回にわたって引き上げるなど、財政政策と歩調をあわせて抑制策が進められた。また、金融引締めをより効果的なものとするため、商社・建設・不動産等に対する選別的な融資規制措置、直接行政指導による民間設備投資抑制や建築規制といった補完的手段も講じられ、設備投資の抑制にもつながった。

こうした厳しい調整過程を経て「全治3年」（福田赳夫経済企画庁長官（当時））といわれた第1次石油危機は次第に収束していくことになった。収益が悪化する中で、企業も減量経営に努め、人員削減措置など厳しいコスト削減を実施したことで、労働生産性が高まり、単位労働コストの伸びは鈍化し、価格競争力の回復、企業収益の下支えにつながった（コラム1-4図（1）<4>）。こうした中で、GDPデフレーターの上昇率も1975年以降は収束に向かい、結果的に失業率も大きく悪化はしなかった（コラム1-4図（1）<5>）。

●第2次石油危機では過度なインフレは回避され、景気への影響も軽微

第2次石油危機では、1978年末のイランの政情不安を契機として、1978年12月から1980年7月にかけて原油価格が13.66ドルから30.11ドルへと約2.2倍に急騰した（前掲第1-2-1図）。1978年終わりから1980年初にかけて進んだ円安の影響も加わり、円ベースの輸入物価の前年同月比は1980年2月に89.3％に達し、第1次石油危機を上回る伸びとなった。一方、第1次石油危機の経験を踏まえた企業や家計の冷静な対応に加え、政府による早期の物価対策の効果もあり、ピーク時の国内企業物価は前年同月比18.4％（1980年4月）、消費者物価は同8.7％（1980年9月）にとどまった（前掲第1-2-2図（3））。

こうした中で、1979年の春季賃上げ率は6.0％と1978年の5.9％とほぼ同程度の伸びにとどまった。第1次石油危機の経験を活かし、労使双方が適度な賃上げ交渉を行うことが可能な環境が醸成されていたことに加え、物価上昇も比較的穏やかであったことが影響した。また、経済が緩やかながら拡大を続けたことから単位労働コストの上昇も緩やかなものとなった。その結果、労働分配率は横ばい圏内で推移し、GDPデフレーターも1979年は2.8％の上昇にとどまるなど（前掲第1-2-3図）、第1次石油危機の際にみられた物価と賃金のスパイラル的な上昇にはつながらなかった。

政府は第1次石油危機の経験を踏まえ、早期に物価対策を講じた。1979年2月には、生活関連物資の価格監視・供給安定策の推進、抑制的な財政運営の維持などの8項目の物価対策からなる「物価対策の総合的推進について」を策定した。また、金融面においても、1979年4月から公定歩合引上げを含む金融引き締め政策に転換し、インフレ防止体制をとることで国民の間にインフレ期待が定着するのを未然に防止した。

その結果、第2次石油危機による景気への影響は第1次石油危機に比べれば軽微にとどまった。景気のピークからボトム（1980年1－3月期から1983年1－3月期）までの平均成長率は約0.7％と、第1次の同約マイナス0.4％（1973年10－12月期から1975年1－3月期）を上回り、失業率はむしろ低下した（コラム1-4図（1）<1>、<5>）。

景気への影響が軽微にとどまった要因として、設備投資が堅調に増加したことも挙げられる（コラム1-4図（1）<2>）。特に、原油価格の上昇を受けて省エネルギー関連投資の割合が大きく高まった（コラム1-4図（2）<1>）。こうした積極的な省エネルギー投資を通じてエネルギー消費効率（エネルギー消費単位当たりの実質GDP）が改善したことにより、エネルギー構成に占める石油比率も低下した（コラム1-4図（2）<2>、<3>）。

第1次石油危機では物価と賃金のスパイラル的な上昇につながったことで、その後のインフレ抑制過程でマクロ経済にも大きなマイナスの影響が生じた。それに対し、第2次石油危機ではこうした物価と賃金のスパイラル的な上昇は回避され、省エネルギー投資を中心に設備投資が堅調に増加したことで景気への影響も軽微にとどまり、エネルギー消費効率の改善も進んだ。

●2007～2008年頃の原油価格高騰局面は、リーマンショック後、原油価格が急落

石油危機以外に原油価格が高騰した局面として、リーマンショック前の2007～08年頃もある。この時の特徴としては、世界的な金融緩和が続く中で原油取引への投機マネーの流入などを背景に原油価格が短期間で急騰したものの、リーマンショック後に急落し、原油価格の高騰が短期間にとどまるとともに、為替レートが円高方向に転じたことが挙げられる（コラム1-4図（1）<6>）。また、第1次、第2次石油危機と比べると、石油依存度が低下する中での価格上昇であったこともあり、物価全体への影響の広がりも小さかった。デフレ脱却に向けた途上にあり、基調的な物価上昇率が低かったこともあり、ピーク時の企業物価の前年同月比は7.5％（2008年7月）、消費者物価は同2.3％（2008年7月）と、いずれも過去の石油危機時を大きく下回った（前掲第1-2-2図（5））。GDPデフレーターは2008年度に一時的にプラスとなったものの、2009年度以降、景気が大幅に悪化する中でマイナスに転じ、インフレが懸念されるような状況にはならなかった（前掲第1-2-3図（2））。

リーマンショック前は、世界経済の成長鈍化と世界的な資源・食料価格の高騰を受けた物価上昇等に対応する観点から「安心実現のための緊急総合対策」（2008年8月29日）が策定された。リーマンショック後は、物価上昇への対応から世界的な景気後退や金融資本市場への対応に軸足が移り、「生活対策」（同年10月30日）が策定されたほか、2008年10月末と12月に政策金利の引下げが行われた。



2　物価動向とデフレ脱却に向けた課題

前項でみたとおり、我が国の消費者物価は、原材料価格の上昇等を背景として緩やかな上昇が続いている。現在の物価上昇は、デフレ脱却に向けた持続的なものと評価できるだろうか。過去、同じように物価の下落が止まり、デフレ脱却に向けて改善の動きがみられた2006年から2008年頃の局面やアメリカ、ユーロ圏と比較しつつ、物価を取り巻く環境を点検する。

●日本はアメリカやユーロ圏と比べ、エネルギー・食料以外の価格上昇率が低い

原油をはじめとする原材料価格の上昇等を背景に、我が国の物価は上昇しているが、米欧と比べた上昇ペースに違いはみられるだろうか。生産者物価と消費者物価の推移、消費者物価の押上げ品目の違いなどを、米欧と比較する。

まず生産者物価の推移をみると、2021年以降、いずれの国・地域においても急上昇している（第1-2-6図（1））。特に米欧の伸びは2022年に入って更に高まっており、2022年5月の前年同月比はアメリカが10.8％、ユーロ圏が36.3％と高い伸びとなっている。2022年5月の日本の生産者物価15は前年同月比9.1％と欧米に比べると低め16となっているものの、高い伸びを記録した。

国際商品市況の高騰は、輸入物価の上昇を通じて企業間取引から最終消費財へと徐々に転嫁され、消費者物価にも影響を与え得る。そこで、消費者物価（総合）の推移をみると、2021年以降、いずれの国・地域においても上昇している（第1-2-6図（2））。ただし、2022年5月の伸びは、アメリカが前年同月比8.6％、ユーロ圏が同8.1％といずれも大きな伸びとなっている一方で、日本は2.5％と相対的に低い伸びにとどまっている。

消費者物価の伸びを品目別にみると、2021年以降、日米欧ともに石油や石油製品といったエネルギー関連財の価格高騰が押上げに寄与している（第1-2-6図（3））。また、食料品価格も2021年以降は上昇幅が拡大している点も共通している。一方で、石油製品や食料以外の財の動きをみると、感染症による景気の落ち込みからの回復が早かった米欧では上昇がみられる一方で、日本は低迷している。また、サービス価格の伸びも弱く、日本のコアの伸びが低い一因となっている。日本の場合、2021年4月以降、携帯電話料金の引下げの影響を受けて通信料が押下げに寄与していた中で、宿泊費や外壁塗装費などは押上げに寄与しているが、全体としてはわずかな上昇にとどまっている。この間、アメリカやユーロ圏のサービス価格は安定的に上昇が続いており、消費者物価が全体として下落した2021年においても、前年比で上昇していた。

このように感染症後の需要回復に加えて、ウクライナ情勢等を背景とした原油をはじめとする原材料価格の上昇等を背景として、日米欧の生産者物価・消費者物価はともに上昇しているが、日本の消費者物価の伸びはエネルギーや食料品以外の財やサービスの価格上昇が相対的に弱く、最終財への価格転嫁が抑制されている。

●2006～2008年頃と比べて価格上昇品目に広がり

消費者物価の伸びは現時点で米欧に比べて弱いものの、過去と比べた価格上昇の広がり、価格転嫁の程度に違いはみられるだろうか。消費者物価の物価上昇品目数割合、輸入価格弾性値の変化について、デフレ脱却に向けて改善の動きがみられた2006年から2008年頃の局面（以下「前回局面」という。）と比較する。

まず、消費者物価（コア）について、価格上昇品目数割合と下落品目数割合の差（物価上昇品目数割合）をみると、2021年半ば以降は大きく上昇し、2022年5月には45％に達している（第1-2-7図（1））。品目別には、食料品が最も多く、次いで、教養娯楽、被服及び履物、家具・家事用品などとなっている。2021年初以降、原油だけではなく、食料品や鉄鋼・アルミなど幅広い品目で国際市況が高騰した影響を受け、食料品、家電、住宅設備費など幅広い生活関連財の価格が上昇している。前回局面と比べてみても、今回は食料品以外も含めた幅広い商品でプラスとなっており、価格上昇品目に広がりがみられる。

こうした中で、輸入物価上昇による消費者物価への転嫁状況に違いはみられるだろうか。消費者物価と輸入物価の平均上昇率から弾性値を求めると、前回局面の0.07（1.1％/15.7％）に対し、今回は0.05（0.9％/19.2％）とおおむね同水準となっている（第1-2-7図（2））。前回局面の輸入物価上昇は「石油・石炭・天然ガス」が中心であったことから、消費者物価の上昇もエネルギー中心となっていた。一方で、今回は「石油・石炭・天然ガス」に加えて「その他」の押上げ寄与の方が大きいことから、消費者物価にも同じ傾向がみられており、幅広い品目に価格転嫁が広がっている。同じ輸入物価の上昇であっても、原油など特定品目に価格上昇が集中した前回局面と、原油以外も含む原材料価格の高騰や為替レートの円安方向への推移がみられる今回との違いが、価格転嫁の程度にも影響している。

このように、消費者物価指数（コア）についてみると、今回は前回局面と比べて輸入価格の浸透度に大きな変化はみられないが、エネルギー・食料品だけではなく、それ以外の品目にも価格上昇の広がりがみられるという特徴がある。

●財・サービスともに正規価格の価格改定頻度は横ばいで推移し、価格粘着性が高い

今回の価格上昇局面では、デフレ脱却に向けて改善の動きがみられた前回局面より価格上昇品目に広がりがみられるが、物価上昇率は米欧を下回った状態が続いている。こうした違いが生まれる背景には、感染症後の景気回復過程の違いに加えて、長引くデフレの下での価格据え置き慣行の定着など企業の価格設定行動を通じた価格粘着性が影響している可能性がある。そこで、才田他（2006）、倉知他（2016）などを参考に、小売物価統計から計測された消費者物価（総合）ベースの価格改定頻度の推移を確認する。価格改定頻度が高いほど価格粘着性は低く、価格改定頻度が低いほど価格粘着性が高いと考えられる。

我が国の2005年以降の価格改定頻度をみると、緩やかに上昇している（第1-2-8図（1））17。内訳をみると、財は緩やかに上昇する一方で、サービスは横ばい圏内の動きとなっている。2015～19年の5年平均の水準で比較すると、総合は31.7％／月、財は42.2％／月となっている一方で、サービスは4.3％／月と、相対的に低い水準となっている。

財がサービスに比べて高水準にあるのは、特売をはじめとする一時的な価格改定が押し上げているとの指摘がある。特売など一時的な価格改定による値下げと値戻しが商品間で相殺されることで、価格改定頻度が高まる一方で、マクロレベルの物価上昇率は大きく変動しないと考えられる。このことを確認するため、倉知他（2016）に基づき、特売などの「一時価格」のよる改定と定価に代表される「正規価格」の改定を分けて改定頻度をみる18と、2005年以降、財・サービスともに「正規価格」の改定頻度は横ばい圏内の動きとなっている（第1-2-8図（2））。一方で、特に財は特売等の「一時価格」の改定頻度が2015年頃まで上昇傾向にある。小売店・メーカー間の価格競争の高まり、収益改善策の一環として在庫削減が進められたこと、価格に敏感な消費者が増加したことなどが影響していると考えられる19。

サービスについては、財よりも改定頻度の水準が低いことに加えて、全体の改定頻度と「正規価格」の改定頻度に大差がなく、一時的な改定が少ない。サービスは、財と比べて総費用に占める労働コストの割合が高く20総費用の変動が小さいため、価格改定を行う必要性も低かったと考えられる。また、企業が価格改定を行う際、一定の価格改定コストが存在するが、値上げに最低限必要な価格改定コストが、全体の物価上昇率より高い局面が続くと、価格改定を行うメリットがコストを下回り、価格改定が生じにくいと考えられる。

2005年以降、我が国の価格改定頻度は上昇しているが、財の一時的な価格改定頻度が高まっているものの、財・サービスの正規価格はおおむね横ばいで推移し、価格粘着性が高い状態が続いている。消費者が正規価格の据え置きを当然のことと受け止め、わずかな上昇も許容しない状況が続くと、企業は価格を少しでも上げれば顧客が大きく減ると恐れ、コストが多少上がっても価格を据え置くという行動につながる懸念もある。

●サービスの質に見合った適正な価格設定が行われる環境整備が重要

今後、更に景気回復やコスト上昇が続くと、価格粘着性が低下し、日本のサービス価格はアメリカやユーロ圏のように上昇に向かうことが期待できるのだろうか。サービスの質と価格の関係を分析することで、我が国企業のサービス価格の在り方について考える。

まず、我が国のサービスの質について、日米を比較した結果をみる。日本生産性本部が2009年・2017年に実施した調査では、アメリカ滞在経験のある日本人及び日本滞在経験のあるアメリカ人を対象に、コンビニ、地下鉄、クリーニング、病院、タクシー、ホテル、外食など様々な分野で、日本とアメリカのサービス品質の違いに対し、どの程度の価格を追加で支払ってもよいかを尋ね、品質差を貨幣価値換算して定量化している21。これによれば、2009年調査においては、日本人は20分野中19分野、アメリカ人は同16分野、2017年調査においては、日本人は28分野中26分野、アメリカ人は同25分野で、日本の品質が相対的に高いと答えている。日本人にとってもアメリカ人にとっても、多くの分野のサービスで日本の方がアメリカよりも品質が高いと認識されている。

このようなサービスの品質の向上と価格上昇の関係を考えるため、日本とアメリカのサービスの品質差について、それぞれの国民による評価を2009年と2017年で比較する。これによると、日本のサービスについて、「日本人が、相対的に日本の質が高いと思うもの」、「アメリカ人が相対的に日本の質が高いと思うもの」で、「2017年にかけてこうした傾向が強まっているもの」として、理容・美容、旅行、クリーニング、ファミリーレストランが挙げられる（第1-2-9図（1）、（2））。

一方、こうしたサービスについて、両国で価格指数が比較可能なサービス価格の伸びを比較すると、多くの品目で日本はアメリカを下回る傾向にある（第1-2-9図（3））。日本では「良いものを安く」という姿勢の下で、品質の向上を価格に反映させず、実質的な値下げで顧客に還元する傾向があることなどが考えられる。サービスの質の向上を進める中で我が国のサービス価格が安定的に上昇し、価格転嫁されていく環境を、データやエビデンスを踏まえ、官民で整備していくことが必要であると考えられる。

3　賃金上昇に向けた課題

デフレ脱却には、原材料価格の上昇等の外的要因に起因する一時的な物価上昇ではなく、企業収益の改善が賃金上昇につながり、個人消費や設備投資が増加する下で経済全般の需給が持続的に改善していく経済の好循環を実現する必要がある。本項では、その好循環実現のカギとなる賃金上昇に向けた課題を整理する。

●一般・パートの賃金はいずれも持ち直し

現金給与総額（労働者一人当たりの平均賃金）の前年比の推移をみると、感染拡大を受けて2020年春に大きくマイナスとなった後、2020年年末を除いてマイナス幅が徐々に縮小し、2021年春以降はプラス圏内で推移してきた（第1-2-10図（1））。2021年10月以降、全ての都道府県で緊急事態宣言等が解除される中で、前年比の伸びは緩やかに高まりつつある。現金給与総額の内訳をみると、一般労働者の変動がこの間の動きに大きく寄与してきた。

そこで一般労働者の現金給与総額の動きをみると、所定内給与は2020年の後半からマイナス幅の縮小が始まり、2021年にはプラスへと転じている（第1-2-10図（2））。残業時間に連動する所定外給与は、生産活動の持ち直しに合わせてマイナス寄与が縮小し、2021年春以降はプラス寄与で推移している。ボーナスを含む特別給与は大幅なマイナス寄与が2021年初まで続いてきたが、企業収益が改善する中で2021年秋以降プラス寄与に転じ、所定内給与とあわせて一般労働者の現金給与総額の持ち直しに寄与している。

一方、パートタイム労働者については、感染対策に伴う休業等の影響もあり、所定内給与は増減を繰り返してきた。休業等の影響により所定内労働時間が減少していることに加え、残業時間も低水準となっており、2021年に入ってからも所定外給与は横ばい圏内の動きが続いている。ただし、一般労働者とは異なり、ボーナスを含む特別給与は、プラス傾向で推移しており、2020年4月以降の同一労働同一賃金の導入による非正規雇用労働者の処遇改善が背景にあるものと考えられる。これらの動きによりパートタイム労働者の現金給与総額は、2020年後半以降、振れを伴いながら横ばい圏内で推移している。

賃金については、感染拡大以降、対面型のサービス業を中心に経済社会活動の制限が断続的に続いていたことから、勤務時間に連動する所定外給与やパートタイム労働者の所定内給与を中心に2021年半ばまで弱い動きが残っていたが、2021年秋以降、ウィズコロナの取組が進む中で持ち直しの動きがはっきりとしている。今後、経済社会活動の正常化が進む中で継続的・安定的な賃金の増加につながっていくことが期待される。

●賃金の伸びは労働生産性の伸びを下回って推移

現下の物価基調の下で「デフレ脱却」といえる環境を実現するためには、時間当たり賃金が継続的・安定的に増加し、その増加が個人消費の増加につながることで、需給の引締まりを伴いつつ持続的・安定的な物価上昇に落ち着いていくという好循環を実現していくことが必要となる。こうした観点から、物価上昇率と賃金上昇率、賃金上昇を支える労働生産性の上昇率を比較する。

まず、賃金と物価に関係があるかどうかを確認する。これによると、1997年以前は名目賃金上昇率が物価上昇率を上回っていたのに対して、それ以降は同程度もしくは下回っており、名目賃金の伸びが物価の伸びに対して十分とはなっていない（第1-2-11図（1））。この背景には、これまでデフレが長期間継続してきたことにより、家計や企業にデフレマインドが残っていること、価格競争の激化もあり、企業が人件費上昇を価格に転嫁しにくくなっていることなどがあると考えられる。

持続的な賃金上昇を実現するためには労働生産性の向上が重要となる。このため、賃金と労働生産性の関係を確認する。なお、雇用者数と一人当たり労働時間を乗じた労働投入（マンアワーベース）当たりの労働生産性との関係をみるため、賃金は時間当たりの実質賃金を使用する。実質賃金の推移をみると、2000年代に緩やかに増加し、2010年代前半に横ばい圏内で推移した後、はっきりとした増加基調にある（第1-2-11図（2））。ただし、労働生産性と比べると、2000年以降、実質賃金の伸びは労働生産性の伸びを総じて下回っている。家計に分配されたのは労働生産性の増加の一部にとどまってきたことが確認できる22。

実質賃金の伸びが労働生産性の伸びを総じて下回ってきた背景を確認するため、2000年以降の累積実質賃金上昇率について、労働生産性、労働分配率、交易条件等に要因分解してみよう。これによると、2000年以降においては、振れを伴いながらも労働生産性要因が押上げに寄与する一方、労働分配率が押下げに寄与している（第1-2-11図（3））。労働生産性の伸びに比べて実質賃金の伸びが低い要因として、2000年以降、労働分配率23が低下傾向で推移してきたことが指摘できる。加えて、2011年以降は交易条件等の要因も押下げに寄与している。東日本大震災以降、原子力発電所の停止に伴う火力発電への代替等により、鉱物性燃料の輸入が増加したことなどが背景にある。

まずは投資を喚起し、労働生産性をより高めていくとともに、労働生産性の上昇に見合った賃金上昇を実現していく必要がある。このためには、継続的・安定的な賃上げや人への投資を通じて労働分配率を高めていくとともに、省エネルギー等の取組を通じて交易条件の悪化に歯止めをかけていくことが求められる。

●企業は賃金決定に当たって労働生産性や物価動向を重視していない

今後、労働生産性の伸びに見合った賃金上昇を実現していくためには、どのような取組が期待されるだろうか。企業の賃上げ状況をみると、「昇給・ベースアップともに実施」した企業は2014年から2019年まで5割超で推移してきたが、感染症の影響等もあって2020年以降、2年連続で減少している（第1-2-12図（1））。また、2021年の月例賃金の引上げ率（1.96％）の内訳をみると、大半が昇給となっている（第1-2-12図（2））。昇給は個々の労働者にとっては賃金上昇となるものの、企業や経済全体でみると、賃金が高い労働者が退職等により賃上げの対象から抜ける一方、賃金が低い新卒等の労働者が賃上げの対象に加わることになるため、一人当たり平均賃金の上昇にはつながらない。一人当たり賃金の持続的な上昇にはベアや賞与の増加が重要となるが、2020年以降、ベア分は2年連続して0.1％台となっている。

好循環実現のためには、実質賃金が労働生産性の伸びに見合って上昇し、それに物価上昇率を上乗せした伸びで名目賃金がおおむね上昇していくことが求められる。しかし、企業は賃金決定に当たって、必ずしも労働生産性や物価動向を重視していない。厚生労働省の調査により企業が賃金決定にあたって主に考慮した要素をみると、2000年以降、「企業業績」や「世間相場」の割合は低下する一方、「労働力の確保・定着」や「雇用の維持」の割合が上昇している（第1-2-12図（3））。こうした中で、これまで物価上昇率が低い状況が長期間続いてきたこともあり、「物価の動向」の割合は0～1％程度にとどまっている。また、日本経済団体連合会による調査をみても同様の傾向が確認されるほか、「生産性の向上」を重視する割合も3～4％程度の低い水準にとどまっている。

世界的な原材料価格や物価上昇を背景に、我が国の輸入物価は約41年ぶり、消費者物価も消費税増税期間を除くと約30年ぶりの上昇率となっている。こうした局面を乗り切り、スタグフレーションに陥らないためには、政府が実施する国民生活の安定に向けた物価対策に加え、賃金を着実に引き上げていくことが重要である。さらに、2％程度の持続的・安定的な物価上昇率とそれに見合った賃金上昇率という新たな価格体系に円滑に移行していくことが必要である。こうしたマクロ経済面での課題に対処していくためには、賃金引上げの社会的雰囲気を醸成していくとともに、経済や物価動向等に関するデータやエビデンスを踏まえ、適正な賃上げの在り方を官民で共有していくことが必要である24。



（12）需給ギャップの大きさについては、前提となるデータや推計方法によって結果が大きく異なるため、相当の幅をもってみる必要がある。

（13）連合が公表した第7回（最終）集計結果では、「定昇相当込み賃上げ計」は6,004円・2.07％（前年同時期比824円増・0.29ポイント増）、うち「賃上げ分」は1,864円・0.63％（前年同時期比262円増・0.08ポイント増）となっている。

（14）水準については幅をもってみる必要があるが、2022年1－3月期のGDPギャップは-3.6％程度、-20兆円程度と試算される。

（15）消費税率引上げの影響を調整した国内企業物価。

（16）日本の生産者物価指数は、最終需要や中間需要といった需要段階の異なる品目の価格について、グロス取引額で加重平均した総平均指数として作成されており、川上の生産段階における価格変動の影響を過大評価し、相対的に上昇率が高めに出る傾向がある。一方で、例えばアメリカの生産者物価指数は、生産段階ごとの品目や取引額を用いて指数を作成しており、一般に参照されるのは最終需要向け財・サービスの価格指数である。実際に、アメリカの生産者物価（最終需要向け財・サービス：前年同月比10.8％（2022年5月））に相当する日本の「最終需要・中間需要物価指数」における最終需要財の伸びをみると、2022年5月は同3.0％と日本の生産者物価指数の伸び（同9.1％）を下回っている。

（17）2014年4月、2019年10月からの1年間は、消費税率の引上げに伴い、広範な品目で一時的に価格改定頻度が上昇した。

（18）倉知他（2016）では、一定の期間内における価格の最頻値を「正規価格」と定義し、実際の価格がこの「正規価格」と異なる場合は、一時的に変動するとみなし、両者を区分けしている。

（19）倉知他（2016）。

（20）内閣府（2022）によると、国内生産に占める雇用者所得の割合は財（18.1％）、サービス（34.2％）。

（21）2009年調査では、日本を100としたときの相対的なサービス品質（及び価格）を50～150で数値化（等品質を含めて11段階で評価）したものを公表しているため、2017年調査とはサービス品質の評価方法が異なる。このため、両調査の比較を定量的に行うことは厳密にはできないが、日本生産性本部によると、仮に両調査を便宜的に時系列比較しても、2009年からの8年間で大まかに品質差が縮小／拡大したのかといった方向感はある程度あらわしているとされる。

（22）労働生産性について、景気動向に対し雇用の調整が遅れる傾向があるため、景気後退局面に低下し、景気拡張局面に上昇する傾向がある。2020年は、感染拡大の影響を受けて国内総生産が急減した一方で、雇用の落ち込みが限定的であったことから、前年と比べて低下した。

（23）景気後退期（2008年～09年、2018年～20年）には、国内総生産と比べて雇用や賃金の減少が小幅にとどまるため、労働分配率は上昇する傾向がある。

（24）「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」（2022年6月7日閣議決定）では、「新しい資本主義実現会議において、価格転嫁や多様な働き方の在り方について合意づくりを進めるとともに、データ・エビデンスを基に、適正な賃金引上げの在り方について検討を行う。」とされている。
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第3節　財政の現状と課題

政府は、感染拡大という危機を克服するために累次の経済対策等を策定してきたが、その規模は2020年度に策定された対策等だけでも対GDP比で50％を超える大規模なものとなった。財源を多額の国債発行によって賄った結果、債務残高対GDP比は大きく高まったが、倒産や失業が急増する事態は回避された。他方、ウクライナ情勢等を背景とした原材料価格の上昇や供給面での制約、金融資本市場の変動等の下振れリスクが存在している。感染症の影響が和らぎ、持ち直しつつある我が国経済を腰折れさせることがあってはならず、経済あっての財政の考えの下、経済をしっかり立て直すことが重要である。その上で、中長期的な課題である経済成長の実現、持続可能な社会保障制度の構築、財政健全化を一体的に推進していくことが求められる。

本節では、感染症下も含めて過去の財政状況を振り返りながら、これまでの経験や成果を考察するとともに、それらを踏まえて、財政健全化も含めた今後の経済財政運営に係る課題や留意点を整理する。

1　感染症下の財政政策の動向

感染症の影響で経済への下押し圧力が急速に顕在化する中、政府は、大規模な経済対策等を通じて、感染拡大の防止と、事業・雇用をはじめ国民生活を守ることに優先的に取り組んできた。その結果、基礎的財政収支（PB）赤字が拡大し、債務残高も大きく積み上がったが、一方で、リーマンショック時以来の大幅なマイナスの経済成長となったにもかかわらず、税収が増加するなど、過去に経験したことのないような動きもみられた。

そこで、本項では、感染症下における財政状況を確認しながら、感染拡大以降の経済財政運営の効果や影響を考察する。

●経済対策等を通じて感染拡大防止に取り組みながら倒産や失業を抑制

2020年初以降、感染が拡大する中で、政府は「緊急事態宣言」又は「まん延防止等重点措置」を繰り返し発出し、外出・移動の自粛や飲食店への営業時短要請などによる人流抑制等を通じて感染拡大防止に努めてきた。一方、こうした中で、飲食・宿泊業等の対面型サービス業を中心に厳しい状況に直面する事態となり、政府は、感染拡大と景気の悪化・停滞を回避するために累次の経済対策等を策定した。その事業規模は2020年度中に策定された対策等だけで約293兆円、対GDP比55％に及び、主要国中で最大級の規模となっている25。

こうした対策等に基づき、政府は、病床確保や臨時医療施設の整備など医療提供体制の強化や、1日100万回のワクチン接種体制の整備等に徹底して取り組むとともに26、併せて、経済活動の停滞により厳しい状況に置かれた事業・雇用を守るため、各種の経済支援を実施してきた。具体的には、実質無利子・無担保融資や時短協力金等を通じ、事業活動が継続できる環境整備に努めるとともに、雇用調整助成金等により企業の雇用維持を促す取組を進めた。こうした対応もあって、倒産件数は過去50年間で最も低い水準に抑制され、完全失業率も、2020年末にかけて一時3％程度まで高まる動きがみられたものの、その後は2％台後半で推移するなど、景気の大幅な悪化と停滞が回避された（第1-3-1図）。

●PB対GDP比の赤字や債務残高対GDP比は大きく拡大

財政状況に目を転じると、2020年度は、国・地方のPB対GDP比の赤字が前年度から5％ポイント以上拡大し、国・地方の債務残高対GDP比も約20％ポイントの大幅な上昇となった（第1-3-2図）。2020年度のPB対GDP比の赤字拡大の主な要因は、第一に、大規模な経済対策に伴う歳出を多額の国債発行によって賄ったためである。2019年度に36.6兆円だった新規国債発行額は、2020年度に108.6兆円と史上初めて100兆円を超え、そのうち約8割が赤字国債であった。第二に、2020年度の名目GDPがマイナス成長となったことである。PB対GDP比の分母である名目GDPが縮小した結果、名目GDPは2012年度以来の悪化要因となった。

●感染症下では受診控え等により医療費が抑制的に推移

このように、感染症下においては、感染拡大防止と国民生活を守る観点から大幅な歳出の増加が必要となったが、他の歳出面の動きに目を向けると、高齢化の進展に伴い増加傾向が続いてきた医療費が2020年度に前年度比で1.4兆円減少しており、歳出の減少要因となった（第1-3-3図（1））。2021年度に入ってからも、データが公表されている2021年4月から2022年2月までの医療費をみると、75歳未満では感染拡大前の2019年度同期の水準を超えている一方、75歳以上ではほぼ同水準にとどまっている（第1-3-3図（2））。医療費の動向を一日当たり医療費と受診延日数に分けてみると、2020年度、2021年度（2021年4月～2022年2月）ともに、2019年度比で、一日当たり医療費が増加する一方、受診延日数は大幅に減少しており、こうした動きが医療費の抑制的な動きにつながったとみられる（第1-3-4図（1））。

受診延日数の大幅な減少は外出控えも影響したと考えられる。一方、一日当たりの医療費はこれまでも増加傾向で推移していたが、2020年度以降、伸びが大幅に高まっている（第1-3-4図（2））。外出控えにより受診を抑制する中で限られた受診機会にまとめて医療行為や処方が行われた可能性や、感染症関係の受診が一日当たり医療費の増加をもたらした可能性などが考えられるが、現時点で利用可能なデータからはその背景を検証することが難しい。

●感染症下における歳出も含めた政策の効果検証が重要

以上で医療費の動向を確認したが、こうした中で、2020年の死因別の死亡者数をみると、新型コロナウイルス感染症による死亡者数が2019年比で総死亡者数の増加に寄与する一方、それ以外の病気による死亡者数はマイナス寄与となっている（第1-3-5図）。また、平均寿命は2020年も引き続き男女とも伸びている（第1-3-6図）。2020年は、医療費が減少する一方、新型コロナウイルス感染症以外の病気による死亡者数や平均寿命といった医療サービスのアウトカムは改善していたことになる。医療サービスが低下する中で何が死亡者数を減らす要因となったのかを分析することにより、医療サービスの質を高めていく上で有益な情報を得られる可能性がある。感染症下でみられた医療費の動向が一時的なものなのかどうかに加えて、こうした医療のアウトカムと医療サービスとの関係も含めて検証を進め、その結果を今後の医療提供体制の強化や医療費の効率化に活用していくことが重要である。

また、医療費に限らず、感染症下で実施された経済対策等に基づく各種補助金・給付金、感染症下でデジタル化をめぐる課題が顕在化する中で進められた一人一台端末と学校ネットワーク環境等の整備など、感染症下で実行された歳出をはじめ各歳出の効果検証を進め、効率的・効果的な歳出につなげていくことが求められる。

●マイナス成長でも税収総額は増加

次に、歳入面の動きをみると、2020年度の国・地方の税収総額はマイナス成長の中でも前年度比で増加し、PB対GDP比を改善させる要因となった（第1-3-7図（1））。こうした動きの背景を探るため、最初にリーマンショック以降の名目GDPと税収の動向を確認してみよう。なお、地方税については、税制上の扱いにより、2020年度事業決算に基づく法人事業税等が2021年度に計上されるなど、国税と異なり前年度の経済動向の影響を大きく受ける税目が存在するため、以下ではそうした影響が少ない国の一般会計における税収の動向を確認する。

まず、リーマンショック後の2008年度、2009年度は名目GDPの縮小に伴って税収総額が大きく落ち込んでいることが分かる（第1-3-7図（2））。その後も、東日本大震災の発生や2012年の景気後退27に伴い税収の回復は遅れ、国税収総額がリーマンショック前の水準を超えたのは消費税率を5％から8％に引き上げた2014年度になってからであった。一方、2020年度は名目GDPがリーマンショック時の2008年度と同程度のマイナス成長となる中で、国税収は2.5兆円増加しており、通常、観察される名目GDPと税収の関係とは異なる動きとなっている。大規模な経済支援などにより課税ベースがおおむね維持されたことにより税収の落ち込みも回避できたと考えられるが、さらに、個別の税収の動きを確認しながら、2020年度の税収増の背景を考察していく。

●消費税は税率引上げの影響で増収、所得税の税収は横ばい

以下では、国の一般会計のうち基幹税である消費税、所得税、法人税についてその動向をそれぞれ確認する。

まず、消費税については、2020年度は対前年度比で約2.6兆円の増収となった。2019年10月の消費税率引上げが消費税収の増加につながった。一方、消費税率1％当たりの税収をみると、2019年度は前年度比0.15兆円程度の減収となったものの、2020年度は同0.14兆円程度の増収となった（第1-3-8図）。ただし、消費税率引上げ前後の消費税収の動向を評価するに当たっては、中間納付制度の影響を考慮に入れる必要がある。この制度の影響により税率引上げ年度の消費税収は平年度化された税収を下回る一方、税率引上げ年度の次年度は平年度化された税収を上回る、いわゆる「期ずれ」という現象が生じる28。例えば、2014年4月に消費税率の引上げが実施されたが、その際も2014年度の1％当たり消費税収は前年度比で0.2兆円程度減少しており、「期ずれ」の影響が生じていたと考えられる。そこで、「期ずれ」による減収の影響を考慮する必要のない2018年度と比較すると、2020年度の個人消費は2018年度を18兆円程度下回る中で、1％当たり消費税収はおおむね同水準となっている。経済変動がなければ「期ずれ」の影響で2020年度は平年度化された税収を上回る消費税納付があったと考えられるため、実際には、感染症に伴う消費活動停滞の影響を受けて、1％当たりでみれば消費税収は減少したとみられる。

次に、所得税の税収動向を確認する。賃金・俸給と財産所得を合計した家計所得の動向をみると、2020年度の家計所得は2019年度比では小幅な減少にとどまった。そうした中で、所得税収は対前年度比で横ばいであった（第1-3-9図）。雇用調整助成金等の雇用維持の取組により、雇用情勢の悪化や家計所得の落ち込みが小幅にとどまったことから、所得税収は横ばいで推移したとみられる。

●法人税は経常利益が減少する中で増収

法人税収の動向をみると、2020年度は前年度比0.4兆円の増収となった。一方、2020年度通年の経常利益（金融業、保険業除く）は2019年度より低い水準にとどまった（第1-3-10図）。なぜ経常利益が減少する中で法人税収は増加したのだろうか。国税庁統計年報から法人の利益金額（黒字）総額と欠損金額（赤字）総額の推移を確認すると、2020年度の利益金額総額は前年度比8％（5.2兆円）程度の増加であり、課税所得の増加が確認できる（第1-3-11図）。一方、欠損金額総額については、2020年度は前年度比60％（9.1兆円）程度の大幅な増加となっており、その増加額は利益金額総額の増加額を大きく上回っている。利益金額総額から欠損金額総額を差し引いた純利益金額総額をみると、2020年度は前年度比で減少しており、経常利益と同様の動きをしていることが確認できる。また、2020年度は前年度に比べて、利益計上法人数と欠損計上法人数がいずれも増加する中、1社当たりの利益金額と欠損金額が大幅に増加し、特に、1社当たりの欠損金額の伸びは1社当たりの利益金額の伸びを大きく上回っていたとみられる29。すなわち、感染症下においては、個々の企業でみて、収益を確保する企業が存在した一方、多額の赤字を計上した企業が存在するという収益の二極化の動きがあったとみられ、これが、経常利益が減少する中にあっても、法人税収が増加した主な背景と考えられる。このほか、感染症下で行われた時短協力金や持続化給付金等が営業外収益として経常利益に計上されたために経常利益の減少が一部緩和されたことや、感染症に伴い法人税の申告・納付期限の延長申請が可能であったため前年度に納付されるはずであった法人税が2020年度に計上されたという計上のタイミングに関する要因も、2020年度の法人税収を一定程度押し上げる効果があったとみられる。

●経済支援等を通じて家計所得や企業収益が支えられ、税収はむしろ増加

こうした主要税目別の税収動向を踏まえると、2020年度の国税収総額は消費税率引上げに伴う増収分を除けば前年度比でほぼ横ばいであったとみられる。リーマンショック時の2008年度、2009年度は、名目成長率が大幅なマイナスとなる中で国税収総額は二年連続で前年度比5兆円を超える減収となった。これに対し、今回の感染拡大局面では、名目成長率は大幅なマイナスとなったものの、消費税率の引上げに加え、政府の経済支援等を通じて家計所得がおおむね維持されたことや、収益の二極化が生じる中でも課税ベースとなる利益総額が増加したことなどを背景に、税収はむしろ増加する結果となったと考えられる。

●主要国では中長期的な成長力強化に向けた政策へシフトする動き

リーマンショック時は、経済活動を支える事業と雇用が大きな影響を受け、その後の景気回復に長い時間を要することとなったが、感染症下では大規模な経済対策等を通じて事業基盤や雇用が総じて維持され、結果として税収は増加した。今後はこうした基盤を活かし持続的な経済成長へとつなげていかなければならない。

欧米に目を向けると、感染拡大当初は各国において厳しい行動制限が課される中で、我が国と同様に大規模な事業・雇用支援が実施された。しかし、ワクチン接種の進展に伴い行動制限を緩和するなど経済活動の水準が徐々に引き上げられ、それに合わせて経済支援策も縮小・終了が進められた（第1-3-12図）。その上で、アメリカの「インフラ投資・雇用法」やEUの「復興・強靱化ファシリティ」にみられるように、中長期的な成長力強化を目指した政策を実施する動きもみられる（後掲第1-3-18図）。こうした中で、国際機関の見通しによれば、欧米各国における一般政府のPB対GDP比は改善していくと見込まれている（第1-3-13図）。

我が国においても、感染症の影響が緩和していく中で、厳しい影響を受け続ける方々に的を絞った経済支援を実施するとともに、ウクライナ情勢等を背景とした景気の下振れリスクに適切に対応し、経済をしっかり立て直した上で、中長期的に持続的な経済成長につなげていく経済財政運営が求められる。

2　中長期的な経済財政運営に向けた課題

感染症の影響が徐々に緩和されつつあるものの、ウクライナ情勢等を背景とした下振れリスクが存在する中にあっては、こうしたリスクの国民生活や事業活動への影響に適切に対応しながら、経済をしっかり立て直していくことが成長への基盤となる。さらに、中長期の視点に立った持続可能な経済財政運営を行う上では、財政健全化と持続可能な社会保障制度の構築も重要な課題である。

そこで、本項では、感染症前の財政健全化の取組とその成果を確認しながら、中長期的な視点から今後の経済財政運営を進めるに当たっての考え方を整理する。

●2013年以降、債務残高対GDP比の上昇テンポは大幅に鈍化

まず、中長期的な視点から感染症前までの財政状況を振り返るため、我が国の債務残高対GDP比の動向を三つの期間に分けて主要国と比較してみよう。我が国経済が本格的なデフレ状況に入る前の1990年代の動向をみると、我が国の債務残高対GDP比の上昇テンポは主要国と比較して突出して高かったが、PB要因と利払費要因という財政要因の悪化が押上げに大きく寄与する一方、実質GDP要因やGDPデフレーター要因といった経済要因はいずれも押下げに寄与していた（第1-3-14図）。

ところが、我が国がデフレ状況となった2000年代に入ると、PB要因による押上げ寄与が大幅に拡大するとともに、GDPデフレーター要因も押上げ要因に転じた。主要国よりも先に低金利環境が定着し（第1-3-15図）、利払費要因の寄与が縮小したにもかかわらず、我が国の債務残高対GDP比は引き続き主要国の中で最も高い上昇率となった。

我が国経済がデフレ状況ではなくなった2013年以降をみると、我が国の債務残高対GDP比の上昇テンポは大幅に鈍化し、他国との比較でも上昇率は際立って高い状況ではなくなった。デフレではない状況を実現する中で、GDPデフレーター要因が債務残高対GDP比の押下げ寄与に転じ、実質GDP要因の寄与もアメリカに次ぐ大きさとなった。また、PB要因による債務残高対GDP比の押上げ寄与についても主要国と比べて引き続き最も高い水準にあるものの、2000～12年と比べて半分強に縮小した。

●非社会保障関係支出のマイナス寄与拡大は補正予算や消費税引上げ対応が影響

そこで、我が国の債務残高対GDP比に対するPB要因の押上げ寄与が2013年以降縮小した背景について考察する。感染症前の2019年度までの国・地方のPB対GDP比の2012年度からの変化をみると、PB対GDP比は感染症前まで改善傾向で推移してきた（第1-3-16図）。こうした動きが債務残高対GDP比に対するPB要因の押上げ寄与の縮小につながったが、以下ではその背景を確認する。

まず、歳出面の動向を確認する。第2次安倍内閣発足以降、政府は、国の一般会計歳出については、社会保障関係費の実質的な増加を高齢化による増加分に相当する伸びにおさめるとともに、一般歳出のうち非社会保障関係費は毎年度ほぼ横ばいに抑制し、地方の歳出については、国の一般歳出の取組と基調を合わせつつ、一般財源総額が前年度を下回らないよう実質的に同水準を確保するべく、予算編成を行ってきた。政府は、「経済財政運営と改革の基本方針2015」30において、こうした歳出改革の取組を「歳出の目安」として設定し、その後もこの目安に沿って予算を編成してきた。

こうした歳出改革の下でのPB対GDP比に対する歳出要因の動向をみると、高齢化による歳出増加や消費税増収分を活用した社会保障の充実などにより、歳出要因のうち社会保障関係支出要因のマイナス寄与が拡大する傾向にあった。

一方、歳出要因のうち非社会保障関係支出要因については、2013年度は、経済再生と長引くデフレからの脱却を図るために策定された経済対策に基づく補正予算等の影響により、公共投資要因を中心にマイナス寄与が拡大したものの、その後は2017年度までマイナス寄与はおおむね横ばいで推移した。これは「歳出の目安」に沿って当初予算の非社会保障関係支出がほぼ横ばいに抑制され、毎年度の補正予算による歳出増加も2013年度の補正予算の規模を下回ったためである。2018年度は相次ぐ自然災害からの復旧・復興や「防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策」31等への対応のために補正予算が編成されたことによりマイナス幅が拡大したが拡大幅は小さかった。2019年度は、消費税率引上げに伴う需要変動に対応するために当初予算で臨時・特別の措置を講じたことや、海外発の下方リスクの高まりに対応するための経済対策に基づく補正予算を編成したことなどを背景に公共投資関係の歳出が増加するとともに、消費税率引上げに伴う増収分が待機児童の解消や幼児教育・保育の無償化、高等教育の無償化などに充てられたことにより、公共投資以外の非社会保障関係支出も増加し、マイナス寄与が拡大した。

●名目GDPの拡大がPB対GDP比の改善に大きく寄与

次に、歳入要因の動向をみてみる。歳入要因は、消費税率引上げなどに伴う税制改正等による歳入要因と経済成長に伴う自然増収といった名目GDP増減に伴う歳入要因に分解できるが、このうち税制改正等による歳入要因をみると、この間に消費税率の5％から10％への引上げが実施されたことから、消費税要因がPB改善に大きく寄与していることが分かる。また、消費税以外の歳入要因もPB改善に寄与しているが、企業収益が好調に推移する中で法人関係税収や、また、配当所得・キャピタルゲインの増加に伴って所得関係税収が名目GDP成長率を大きく上回って増加したことなどが背景にあると考えられる（第1-3-17図、付図1-6）。さらに、名目GDPの拡大に伴って、名目GDP増減に伴う歳入要因が大きく拡大しており、これは2019年度時点で歳入要因のプラス寄与全体の半分以上を占めている。名目GDP増減に伴う歳入要因とPB対GDP比の分母の拡大効果による名目GDP要因を合わせれば、名目GDPの拡大が2013年度以降のPB対GDP比の改善に大きく寄与してきたことが分かる。

●経済成長の実現・持続可能な社会保障の構築・財政健全化の一体的推進が重要

以上の分析からも明らかなとおり、名目GDPの拡大は税収増を通じてPBの改善に寄与し、さらに分母の拡大を通じて債務残高対GDP比の安定化につながってきた。経済あっての財政であり、経済をしっかり立て直し、名目GDP成長率を高めつつ、財政健全化を進めていくことが重要である。成長力を高めていくためには、第2章でみるようにこれまで低い寄与にとどまってきた資本の伸びを高めるとともに、今後、一層の人口減少と少子高齢化の進展が見込まれる中で、労働力の確保と質の向上が必要である。

資本の伸びを高めていくためには、これまで低調にとどまってきた民間投資をいかに促進していくかが課題となる。第3章で分析しているように、特にグリーン化やデジタル化、そして、それらを支える人材育成には長期にわたる投資が求められる。政府がこれらの分野への投資拡大に継続的に取り組むという姿勢を示すとともに、民間の予見可能性を高めることにより、民間投資を誘発していくことが重要である。アメリカやEUでは中長期的な視点からインフラ投資、環境投資等に係る多年度の投資計画を策定し、成長分野への投資を進めており、財源を同時に確保しているケースもある（第1-3-18図）。我が国でも、こうした海外の取組も参考としながら、必要な財源を確保しつつ、官民が計画的に重点分野に投資することが可能となる経済財政運営を中長期的に行っていく必要がある。

労働力の確保と質の向上の在り方は第2章で論じるが、労働力の質を高めていく上では岸田内閣が重点課題として掲げる人への投資が鍵を握る。また、労働力の量を確保していく上で社会保障制度が果たす役割は大きい。予防・健康づくりを推進し、希望する者がいつまでも働ける環境を整備するとともに、働き方の多様化に対応した制度を構築し、多様な主体の活躍を促していくことが重要である。また、第2章第3節でみるとおり、これまでの社会保障に係る負担増の多くは現役世代が担ってきた。現役世代の負担上昇の抑制を図りつつ、能力に応じて皆が支え合うことを基本とする全世代型社会保障制度を構築し、現役世代の活力を高めていくことも重要な課題である。

このように経済と財政、社会保障に関する取組はそれぞれが相互に影響を及ぼすものであることから、一体的に推進していく必要がある。



（25）2020年度第1次～第3次補正予算を含む経済対策等の規模。対GDP比は同年度の名目GDPにより算出。なお、2021年度に策定された補正予算を含む経済対策の規模は約79兆円、対GDP比は15％。ただし、2020年度及び2021年度の対策規模には一部重複等があるため単純に合計できない。

（26）2020年度・2021年度補正予算及び予備費のほか2021年度・2022年度当初予算を一定の考え方のもと整理すると、医療提供体制の強化等のために主なものだけで16兆円程度の国費による支援を実施（令和4年4月13日財政制度等審議会財政制度分科会資料、今後数値に変更があり得る）。

（27）第15循環の山（2012年3月）から谷（2012年11月）。

（28）前年度の消費税納付額に基づき、その一定割合を当該企業の決算年度途中に納付し、残りは決算後に納付する制度。消費税率引上げ年度は、税率引上げ前の前年度の納付額に基づき中間納付額が決定されるため消費税収は平年度化された税収を下回る一方、その下回った分は次年度に納付されるため税率引上げ年度の次年度の消費税収は逆に平年度化された税収より多くなる。

（29）国税庁統計年報では、申告法人のうち、利益を計上した法人の事業年度（利益計上事業年度）数、欠損を計上した法人の事業年度（欠損計上事業年度）数を公表している。これは、年複数回決算を行う法人が存在するため申告法人数と一致しないが、利益計上事業年度数と欠損計上事業年度数の合計と申告法人数の乖離は非常に小さいため、ここでは事業年度数から法人数の動きを類推している。なお、2020年度は前年度と比べて、利益計上事業年度数は1％、欠損計上事業年度数は3％、1事業年度当たりの利益金額は7％、1事業年度当たりの欠損金額は58％増加した。

（30）2015年6月30日閣議決定。

（31）2018年12月14日閣議決定。













第1章　経済財政の動向と課題　第4節






第4節　本章のまとめ

本章では、感染症後の経済動向について、マクロ面から整理した。最初にGDP統計等を用いて最近の経済全体の動きを概観した上で、家計部門、企業部門の感染症後の状況を確認した。また資源価格が上昇する中で、我が国の物価上昇に与える影響やその広がりを確認するとともに、デフレ脱却に向けた進捗、賃金上昇に向けた課題を点検した。最後に、感染症下も含めてこれまでの財政状況を振り返りながら、財政健全化も含めた今後の経済財政運営についての課題を整理した。

我が国経済は、ウィズコロナの考え方の下で経済社会活動を極力継続できるよう取り組んだことにより、感染拡大が経済に与える影響は以前と比べて小さくなっている。個人消費についても、2022年3月以降は持ち直しの動きがみられており、特にワクチン接種の進展などにより重症化割合が低下する中で、今後は、若者を中心に消費が活性していくことが期待される。一方で、ウクライナ情勢の長期化などが懸念される中での原材料価格上昇や供給面での制約、金融資本市場の変動等が我が国経済の下振れリスクとなっている。このため、こうした景気の下振れリスクに適切に対応し、感染症の影響下での経済社会活動の回復を確かなものとすることが重要である。これに加えて感染症後は、出張や歓送迎会の減少、テレワークの普及等を通じた新たな働き方や暮らし方の可能性の広がりなど、新たな行動様式による影響もみられ始めている。また、世界的な供給制約によるサプライチェーン再構築、世界的に進展するデジタル化・グリーン化など、企業は新たな課題に対応する必要に迫られている。こうした変化に対応しつつ、家計部門については、2020年に大幅に拡大した貯蓄超過が当面、個人消費を下支えし、継続・安定的な賃上げ等を通じて個人消費の回復が力強さを増していくことが期待される。また、2000年代を通じて貯蓄超過が続く企業部門については、新しい資本主義の下、より積極的な投資を引き出す取組を進めることで「成長と分配の好循環」を実現し、経済を民需主導の自律的な成長軌道に乗せていくことが重要である。

原材料価格の上昇等を背景として、我が国物価はエネルギー・食料品だけではなく、それ以外の品目にも価格上昇の広がりがみられている。こうした物価上昇がマインドの悪化や実質購買力の低下を通じて、民間消費や企業活動を下押しするなど、実体経済への影響が顕在化する可能性に注意が必要である。こうした中で、原材料価格の上昇を受けて我が国経済がスタグフレーションに陥るリスクを指摘する声もある。しかし、我が国経済は持ち直しの動きが続いており、また現時点で原油価格等の上昇に起因する輸入インフレにとどまり、消費者物価上昇率や期待物価上昇率も欧米と比較しても著しく高い状況ではないことから、いわゆるスタグフレーションと呼ばれる状況にはない。今後、我が国経済がスタグフレーションに陥らないためにも、むしろ今こそ、継続的・安定的な賃上げと需給ギャップの着実な縮小が求められる。このため、賃金引上げの社会的雰囲気を醸成していくとともに、経済や物価動向等に関するデータやエビデンスを踏まえ、適正な賃上げの在り方を官民で共有し、継続的・安定的な賃上げが行われる環境を作っていくことが重要である。また、所得流出による景気の下押し圧力に適切に対応し、需給ギャップを着実に縮小させていくため、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する取組を一体的に進めていくことが求められる。

感染症下では、PB赤字が拡大し、債務残高が大きく積み上がったが、増加傾向が続いてきた医療費が減少するという動きもみられた。一方、一日当たりの医療費の大幅な増加や感染症以外の病気による死亡者数の減少など、過去に経験したことのない動きもみられた。こうした過去に類例のない動きの中に今後の医療サービスの質の向上や効率化につながる要素がないかを検証していく必要がある。また、大規模な経済対策等により事業や雇用など成長の基盤が維持されたことで税収の落ち込みは回避されたが、この基盤を持続的な経済成長へとつなげていくことこそが重要な課題である。第2次安倍内閣発足以降の財政状況を振り返ると、歳出改革に加えて、経済成長が財政の改善に果たした役割が大きかった。経済あっての財政であり、経済をしっかり立て直した上で、官民連携での計画的な投資等を通じた経済成長の実現、持続可能な社会保障制度の構築、財政健全化を一体的に推進していくことが必要である。
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我が国では、特に2013年以降、少子高齢化と人口減少の下でも、女性や高齢者をはじめとする多様な人材の労働参加が進んできたが、今後もこうした労働参加は期待できるのだろうか。一人当たり賃金に目を向けると、バブル崩壊後約30年にわたって伸び悩みが続いてきたが、その背景には何があるのだろうか。団塊世代が後期高齢者となり始め、今後、高齢化や人口減少が本格化する下でも成長を続けていくためには労働の量を確保するとともに、その質を向上させていくことが一層重要となる。そのためには、柔軟な働き方を拡大し、意欲ある多様な人材に十分な就業機会が提供されるとともに、そのような人材が自身の能力を高め、長く活躍できるような環境を整備していくことが不可欠である。

本章では、こうした問題意識を踏まえ、人への投資の動向と課題について、雇用者側と企業側の双方から、中長期的な視点で整理することとしたい。第1節では、我が国の賃金や世帯所得の伸び悩みの要因を明らかにし、成長と分配の両面の課題を整理する。第2節では、労働移動や人材活用の動向、人口減少下での今後の労働力確保に当たっての課題について概観する。第3節では、賃金格差や非正規雇用と労働の質との関係、リカレント教育やリスキリング等の労働の質を高めるための仕組みの現状と課題について概観するとともに、所得再分配の現状についても概観し、課題を考察する。
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第1節　成長と分配からみた課題

我が国の一人当たり賃金や世帯所得が伸び悩んできたのはなぜか。本節では、これらの伸び悩みの動向とその要因について確認するとともに、成長と分配それぞれの面からの課題について確認する。

1　成長からみた課題

はじめに、賃金や所得の動向を左右する経済成長の姿について概観する。経済成長率を供給面から労働、資本、全要素生産性（TFP）の寄与に分解し、主要先進国との比較等を通じた我が国の特徴を明らかにする。

●労働時間当たり実質GDPは主要先進国と遜色のない伸び

我が国と主要先進国の経済動向について、まず、1990年を100とした実質GDPの推移を比較したい。我が国の実質GDPは、1990年代半ば頃までは他の主要先進国と比べて増加テンポに大きな差はないものの、その後は成長率に顕著な差が表れ、緩やかなものにとどまってきた（第2-1-1図（1））。

一方で、人口一人当たり実質GDP1の推移をみると、我が国は主要先進国よりも先に人口減少に転じたことから、主要先進国との増加率の差は縮小し、特にリーマンショック以降感染拡大前までの増加テンポはフランスを上回っている（第2-1-1図（2））。

さらに、実質GDPを就業者数×一人当たり労働時間で示されるマクロの総労働時間（マンアワーベースの労働投入量）で割った労働時間当たり実質GDP（時間当たり労働生産性）をみると、アメリカには劣るものの、ドイツやフランスを上回るなど主要先進国と遜色のない伸びとなっている（第2-1-1図（3））。我が国の就業者一人当たり労働時間が減少し、総労働時間が人口減少のテンポを上回って減少してきたことが背景にある。今後、人口減少が一層進む中では、人への投資の強化を通じ、時間当たり労働生産性を更に高めていくとともに、子育て支援や働き方改革等により労働参加を促し、総労働時間を確保していくことが重要となる。

●人口減少と労働時間の減少が中長期的に経済成長を押下げ

我が国の実質GDP成長率が緩やかなものにとどまってきた背景には、例えば内閣府（2021）でも指摘しているとおり、デフレ下での設備投資の伸び悩みなど様々な要因があるが、本章で焦点を当てる「人」を取り巻く環境変化についてみると、上記で確認したように、人口減少と労働時間の減少という二つの減少要因が大きな影響を与えてきたことがわかる。そこでこれらの動向について詳細を確認してみよう。

まず人口についてみると、生産年齢人口（15～64歳）が1997年をピークに減少に転じ、人口も2008年をピークに減少が続いている（第2-1-2図（1））。感染拡大前の2019年の人口は、ピーク時からは男女合わせて約150万人減少した。こうした中、男性の就業者数・雇用者数は生産年齢人口と歩調を合わせる形で1990年代半ばから2000年代半ばにかけて緩やかに減少してきたが、2010年代半ばまでおおむね横ばいで推移した後、感染拡大前の2019年までは緩やかに増加してきた。また、女性の就業者数は、2012年頃まで緩やかに増加が続いてきたが、その後は、労働参加が更に進んだことを背景に、感染拡大前の2019年まで顕著に増加してきたことがわかる。

次に、一般労働者の労働時間の推移について確認したい。ここではおおむねフルタイムの労働者である一般労働者に着目する。一人当たり労働時間（月間所定内労働時間）をみると、男女ともに1990年代半ばにかけて大きく減少した後、緩やかな減少が続いている（第2-1-2図（2））。こうした背景には、完全週休二日制の普及2に加え、2019年以降は働き方改革の取組3による影響もあると考えられる。また、一人当たり労働時間は、男性に比べて女性の方が少ない状況が続いている。さらに、詳しくは後述するが、短時間労働者4の女性や高齢者の労働参加が増加し、就業者全体に占める割合が高まることにより、これらも含めて平均した一人当たり労働時間は、更に減少することになる。

●一人当たり労働時間の減少が実質GDPの押下げに寄与

実質GDPの動向を左右する要因について、労働面からみると、人口減少を背景とした就業者数の減少や一人当たり労働時間の減少は、経済成長の供給面の源泉の一つであるマクロの総労働時間（マンアワーベースの労働投入量）の減少につながる。その影響を確認するため、実質GDP成長率を要因分解すると、1990年から感染拡大前までの2019年までの累積で実質GDPは26％（年率0.8％程度）成長したが、時間当たり労働生産性の上昇と就業者数の増加が押上げに寄与する一方、一人当たり労働時間が押下げに大きく寄与し、就業者数と一人当たり労働時間を合わせた総労働時間の寄与はマイナスとなっている（第2-1-3図）。具体的には、時間当たり労働生産性の伸びは累積で40％ポイント程度（年率1.2％ポイント程度）、実質GDPを押し上げている。また、就業者数の押上げ寄与は、2012年頃に一旦ほぼ無くなったものの、その後の就業者数の増加により、2019年時点では実質GDPを累積で8％ポイント程度（年率0.3％ポイント程度）押し上げている。一方、労働時間は累積で21％ポイント程度（年率0.7％ポイント程度）、実質GDPを押し下げている。

●2013年以降、TFPと労働の寄与が高まる一方、資本の寄与が大幅に縮小

それでは、マンアワーベースの労働投入量以外の要因は経済成長にどのような影響を与えてきたのだろうか。OECDのデータを用いて、実質GDP成長率を全要素生産性（TFP）、ICT資本、非ICT資本、労働投入量に寄与分解して、傾向をみてみたい。デフレ状況となった2000年から2012年の我が国では、労働投入量がマイナスに寄与した一方、TFPや資本が成長に寄与している（第2-1-4図）。ただし、デフレによる投資低迷等を背景に特に非ICT資本の寄与が小さく、ICT資本と合わせた資本全体の寄与は主要先進国の中で最も小さい。

デフレ状況ではなくなった2013年以降についてみると、我が国ではTFPの寄与は大きく高まり、2000年代はマイナスに寄与していた労働投入量も女性や高齢者などの労働参加が進んだことによりプラス寄与に転じた。一方、資本の寄与は2000年代から更に縮小し、他の主要先進国との差は更に拡大した。特に、経済活動での重要性が高まったICT資本の寄与はほぼゼロとなっている。

今後、経済成長を高めていくためには、人口減少や高齢化が本格化する中で、労働投入量を引き続き確保する努力を続けるとともに、人への投資を強化し、労働の質をいかに高めていくかが重要となる。労働の質の向上はTFPの拡大につながる。また、デフレ状況でなくなったにもかかわらず、低迷してきた資本の寄与を高めることも引き続き大きな課題である。そのため、本章では、第2節において労働の量について、第3節において労働の質の向上に関する課題に焦点を当てて議論を進めることとしたい。資本をめぐる課題は第3章で取り上げることとする。

2　分配からみた課題：一人当たり賃金の動向

前項では、我が国の労働時間当たり実質GDPは主要先進国と遜色のない伸びであることを確認したが、本項では、その分配先である賃金の動向についてみていきたい。その際、一人当たり賃金の動向とともに、その背景にある雇用者数の属性の変化や一人当たり労働時間の変化等についても確認することとしたい。

●過去30年間にわたり、我が国の一人当たり賃金はおおむね横ばい

まず、一人当たり賃金の動向について、主要先進国との比較や年齢別にみていこう。1991年を100とした我が国と主要先進国の一人当たり名目賃金の推移を比較すると、1991年から感染拡大前の2019年までの間、フランス（年率約2.3％）から英国（年率約3.2％）まで伸びに違いはあるものの、いずれの国においても安定して増加しているのに対し、我が国では約30年間、おおむね横ばいにとどまっている（第2-1-5図（1））。一人当たり実質賃金を比較しても、主要先進国の伸びが物価上昇分だけ低下する一方、長引くデフレの下で我が国の一人当たり実質賃金がおおむね横ばいにとどまってきた姿は大きくは変わらない（第2-1-5図（2））。

一人当たり賃金の伸び悩みの要因としては、<1>デフレが長期化する中で企業行動が慎重化した結果、投資が低迷し稼ぐ力が十分に高まらなかったこと、<2>賃金が人への投資ではなくコストと捉えられた結果、実質賃金の伸びは時間当たり労働生産性の伸びを下回り、十分な分配も行われなかったこと（第1章第2節参照）、<3>女性や高齢者の労働参加が進む中で中長期的に非正規雇用者比率が高まってきたこと（後掲第2-3-1図（2））、<4>定年延長等もあり、賃金カーブが緩やかになってきたこと（後掲第2-3-6図）、などが挙げられる。

次に、このような賃金の伸び悩みの背景を定量的に探るべく、雇用者全体を男女別、64歳以下・65歳以上の年齢別、一般・短時間労働者別の8つの属性に分けた上で、一人当たり名目賃金の変化を、<1>属性ごとの時給の変化、<2>属性ごとの労働時間の変化、<3>各属性間の構成比の変化、に寄与分解してみたい。なお、ここでは、比較可能な統計で最も遡ることができる1993年と比較した。その結果、まず、<1>デフレの下、1997年以降2013年まで時給が上昇してこなかったことに加え、<2>労働時間と<3>構成比の変化の要因が一人当たり賃金の押下げに寄与してきたことがわかる（第2-1-6図）。<2>労働時間については、第1項でもみたとおり、減少が続いてきたことが明らかであるが、<3>構成比の変化については、相対的に賃金水準が低い非正規の女性や高齢者が増加したことによるものであり、詳細は次の段落で確認することとしたい。一方で、2013年以降は、<1>時給の増加によるプラス寄与が拡大していることが確認できる。詳細は二つ後の段落で確認することとしたい。しかしながら、第1章第2節でも論じたとおり、労働時間当たり実質GDPの伸びと比較すると、時給の伸びはこれまで十分とはいえない。今後、正規雇用での就業を希望する非正規雇用労働者の正規化や同一労働同一賃金の徹底等に加え、時間当たり労働生産性の伸びと物価上昇率の合計に見合った時給や賃金上昇の実現に向けた取組が期待される。

●賃金水準の低い非正規雇用者数が女性や高齢者を中心に増加

次に、雇用の構成変化について、より詳細に確認するため、1990年以降の雇用者数の推移を男女別・雇用形態別・年齢別の属性別にみていきたい。

男性では、44歳以下の正規雇用者数が減少する一方で、これらの年齢層における非正規雇用者数が2010年代半ばにかけて増加した後、おおむね横ばいで推移している（第2-1-7図（1）<1>、<2>）5。また、前述のような高齢者の雇用機会の確保が進む中で、55歳以上については、正規・非正規雇用者数ともに増加し、特に2010年代半ば以降、65歳以上の非正規雇用者数が大幅に増加した。一方、女性では、2000年代半ばにかけて減少した正規雇用者数は、2010年代半ば以降、全ての年齢層において増加した。非正規雇用者数は2000年代半ばにかけて全ての年齢層で増加し、2010年以降は45歳以上を中心に大幅に増加した（第2-1-7図（1）<3>、<4>）。

なお、データが利用できる2007年と2021年との間で産業別の雇用者数を比較すると6、男性の正規雇用者では約15年間で大きな変化はみられないものの、非正規雇用者では卸売・小売業、製造業、医療・福祉、宿泊・飲食サービス業等で増加している（第2-1-7図（2）<1>、<2>）。一方、女性の正規雇用者は、製造業等において減少する一方、介護を含む医療・福祉業の雇用者がその減少幅を上回って増加し、全体としても増加している。非正規雇用者でも正規雇用者と同様の動きに加え、卸売・小売業や宿泊・飲食サービス業をはじめ幅広い産業で増加している（第2-1-7図（2）<3>、<4>）。

前掲第2-1-6図において雇用者の構成比の変化が一人当たり名目賃金を押し下げてきたことをみたが、ここで整理したように、女性や高齢者の労働参加が進み、相対的に賃金が低い非正規雇用者がこれらの層を中心に増加したことが、平均的な一人当たり名目賃金の伸び悩みの背景にあることが確認できる。

●時給の増加は、短時間労働者や女性の一部にとどまる

時給の増加は一人当たり名目賃金の増加に寄与し、特に2013年以降、プラス寄与が拡大してきたことを確認したが、このような時給の増加は全ての属性の労働者においてみられるのだろうか。まず一般労働者の時給について、男女別・年齢別に確認したい。女性の時給は総じて緩やかに増加しており、特に、2000年代半ば以降、40代・50代を中心に時給の増加が顕著にみられている（第2-1-8図（1））。一方、男性の時給は、年齢階級計でみると、デフレ状況となった2000年前後以降、緩やかな減少に転じ、2013年頃から上昇に転じている。2000年代の時給の減少は30代・40代で顕著であり、40代は直近まで減少傾向が続いている。50代については、定年延長等の取組が実施される中で、1990年代初めや2010年代半ば以降緩やかに増加している。なお、20～50代の全ての年齢階層において男性に比べて女性の時給が低い状況は変わっておらず、年齢が高まるほどその差は広がっているが、男女間の賃金格差については第3節で論じる。

続いて、短時間労働者の時給についてみると、調査方法の変更や集計要件の見直し7により、男性を中心に、30～50代の時給水準が大幅に増加している点には注意が必要であるが、それらの影響を除いてみても、30～50代の女性を中心に、2010年代半ば以降、緩やかな増加が続いている（第2-1-8図（2））。

このように、時給の増加は、短時間労働者や女性の一部が中心となってきたことから、今後も継続的・安定的な賃上げが進むとともに、同一労働同一賃金8の取組や賃金格差の見える化等を通じ、雇用形態間での賃金差の是正が進むことが期待される。

3　分配からみた課題：世帯所得の動向

前項では一人当たり賃金の動向を確認したが、以下では世帯所得の動向についてみていく9。中長期的な世帯所得の分布の変化やその背景にある要因を明らかにし、再分配前・再分配後の所得の特徴と課題を整理することとしたい。

●高齢者世帯や単身世帯の増加に伴い、相対的に所得が低めの世帯の割合が上昇

はじめに、「全国消費実態調査」及び「全国家計構造調査」を用いて、1994年から2019年の25年間で、我が国の平均的な世帯所得の分布にどのような変化があったかを確認する10。まず、全世帯の所得分布をみると、再分配前・再分配後ともに、25年間で中央値は100万円以上減少した（第2-1-9図（1））。特に、再分配前でみて、世帯所得500万円以上の世帯の割合が低下する一方で、所得が低めの400万円未満の世帯の占める割合が上昇している。この理由としては、高齢者世帯が増加したこと、単身世帯数が大幅に増加したことが挙げられ11、特に所得200万円未満の65歳以上の高齢単身世帯が大幅に増加した（第2-1-9図（2））。

●中長期的には35～54歳の世帯の所得の中央値の減少が顕著

次に、所得分布の変化を世帯主の年齢階級別に詳しくみていきたい。まず再分配前の所得分布の中央値をみると、65歳以上の世帯では25年間で大きな変化はみられないものの、25～64歳の各世帯ではいずれも減少している（第2-1-10図（1））。中でも、35～44歳、45～54歳の世帯の中央値は大きく減少しており、所得500万円未満の世帯所得の割合が全体的に上昇している。再分配後の所得分布についてみると、全ての年齢階層において、中央値が減少しており、特に35～44歳、45～54歳の世帯での減少が顕著となっている（第2-1-10図（2））。

●35～54歳の世帯では、おおむね世帯主所得が減少しており、背景には非正規雇用の増加も

各年齢階級の所得分布の中央値が減少している背景の一つには、前述のとおり相対的に低所得の単身世帯の増加が挙げられる（前掲第2-1-9図（2））。加えて、所得分布の変化は、世帯類型の変化や所得稼得者の状況変化などにも左右されることから、全世帯のほか、単身世帯、夫婦のみ世帯、夫婦と子世帯、ひとり親世帯の類型に分けて、世帯主の所得分布の変化についてみていきたい。

2019年の世帯主所得は、1994年と比べて全体的にその水準が低下し、かつ年齢が高まっても増加が緩やかになっており12、特に夫婦のみ世帯やひとり親世帯においてその傾向が強くみられる（第2-1-11図（1））。また、大幅な世帯所得の中央値の減少がみられた35～54歳の世帯では、いずれの世帯類型においてもおおむね世帯主所得が減少している。これらの年齢層について世帯主の雇用形態を確認すると、非正規雇用者比率が高まっていることから、世帯主の雇用形態の変化も世帯主所得の減少に大きな影響を及ぼしていると考えられる（第2-1-11図（2））。また、ベースアップや定期昇給のペースが緩やかになっている13ことも影響しているとみられる。

なお、単身世帯や夫婦のみ世帯を中心に、55～64歳の世帯主所得が増加している。これらの世帯主の非正規雇用者比率も上昇しているが、世帯主所得の増加要因としては、定年年齢の引上げや年金支給開始年齢の引上げ等に伴い、正規・非正規を問わず、労働所得を得る者の割合が上昇したことがあると考えられる。65歳以上の高齢者の労働参加の進展により、今後は65歳以上の世帯においても、同様の所得増加の実現が期待される。

●共働き世帯が増加しているものの、配偶者の所得は引き続き50～150万円に集中

さらに、世帯主に続いて配偶者の所得分布の変化についても確認したい。ここでは特に世帯所得の減少が顕著だった35～54歳の世帯の背景を確認するため、世帯主が49歳以下の世帯に焦点を当て、夫婦のみの世帯、夫婦と18歳以下の子を持つ世帯の所得の動向についてみていくこととする。

まず、配偶者の就業形態を確認すると、両世帯ともに、1994年に比べて2019年では、共働き世帯が全体の約4～5割から約7～8割にまで増加している（第2-1-12図（1））。1994年と2019年で就業形態の分類に違いがある点には注意が必要であるが、正規、非正規の双方での就業割合が大きく高まっていることがわかる。

こうした中で、配偶者の所得分布をみると、夫婦のみ世帯・夫婦と子世帯ともに、2019年は非正規雇用の配偶者の所得分布がより高い所得階級にまで広がっており、正規雇用の配偶者の所得分布割合も、夫婦のみ世帯を中心に、より高い所得階級で上昇していることがわかる（第2-1-12図（2））。すなわち、世帯主所得が減少する中で、配偶者の所得が家計を支えているといえよう。ただし、いずれの世帯類型においても、配偶者所得の低い階級では非正規雇用が多く、所得階級が高くなるにつれて、正規雇用の割合が大きくなる点については、変化はみられない。

また、1994年・2019年ともに、いずれの世帯類型においても、配偶者所得は50～100万円の階級の割合が大きく、2019年では100～150万円の階級の割合も大きい。この要因の一つとしては、配偶者が収入を一定の金額以下に抑えるために就職時間や就業日数を調整する「就業調整」が考えられ、詳細は次節で述べることとしたい。



（1）データの制約上、1991年を100としている。

（2）1992年5月1日から、国家公務員の完全週休二日制が導入された。1947年に制定された労働基準法（昭和22年法律第49号）において、1日の労働時間の上限が8時間と規定されていることに加え、1994年4月1日より、週40時間労働制が実施されたことから（ただし、特例措置対象事業場では週44時間）、企業においても順次導入されることとなった。厚生労働省「就労条件総合調査（令和3年調査）」によると、完全週休二日制導入企業の割合は48.4％（2021年1月時点）。

（3）2019年4月1日より、「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」（平成30年法律第71号、2018年7月6日公布）が順次施行され、例えば、年5日の年次有給休暇の確実な取得、勤務間インターバル制度の普及促進、時間外労働の上限規制等についての規定がなされた。

（4）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」においては、常用労働者は、就業形態別に一般労働者と短時間労働者に区分されている。

（5）なお、団塊の世代（一般的には、1947～49年生まれ）が、1990年代前半から2000年代前半に45～54歳に、また、その子の世代である団塊ジュニア世代（一般的には、1971～74年生まれ）が、1990年代後半から2000年代後半に25～34歳に、2000年代後半から2010年代後半に35～44歳に、2010年代後半に45～54歳の年齢階層に移行することから、人口構成の変化による増減も反映されている。

（6）産業分類の変更が行われていることから、2021年と比較可能な年で最も古い2007年の数値と比較している。

（7）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」においては、2020年調査より推計方法が変更され、復元倍率算出方法の見直しや、これまで集計対象外としていた一時間当たり所定内給与額（時給）が3,000円を超える者も含めた短時間労働者全体を集計対象とする見直しが行われた。

（8）パートタイム・有期雇用労働法（平成5年法律第76号）における同一労働同一賃金の取組は、2020年4月より大企業（以下で規定される中小企業の範囲外の企業を指す）で、2021年4月より中小企業で施行された。中小企業の範囲は、以下のとおり。

[image: 中小企業の規定範囲]

（9）以下では、世帯当たりの所得の変化に着目しているが、一世帯当たりの人数の変化は考慮していない。世帯所得が減少しても、世帯人員が減少すれば、世帯人員一人当たりの所得の減少の程度は緩和されることから、個人の厚生の変化に関する分析を行う際には留意が必要である。なお、総務省「全国家計構造調査」及び「全国消費実態調査」の個票を用いた集計によれば、世帯人員の中央値は、1994年の3人から2019年は2人に減少している。

（10）ここで行った総務省「全国家計構造調査」及び「全国消費実態調査」の個票を用いた集計（第2-1-9図～第2-1-12図）については、基本調査のほか簡易調査も対象に加えたこと、貯蓄が不詳であっても所得が把握可能な世帯を含めたことなどから、経済財政諮問会議（2022年3月3日）内閣府提出資料の図表と若干異なる計数となっているが、内容に大きな変更はない。

（11）1995年及び2020年の全世帯の所得分布のうち、65歳以上の高齢者世帯又は単身世帯の割合は40％から58％に、高齢者世帯の割合は20％から36％に、単身世帯の割合は26％から38％にそれぞれ上昇している。

（12）世帯主所得の中央値の分布について同様にみても、1994年と比べて2019年では、全体的に年齢が高まっても増加が緩やかになる傾向がみられる（付図2-1）。

（13）厚生労働省「賃金引上げ等の実態に関する調査」によると、定期昇給、ベースアップ、諸手当の改定を含んだ一人当たり平均賃金の改定率は、1990～94年は平均で約4.7％、2015～19年は平均で約2.0％。なお、1998年以前は、一人当たり平均賃金が増額した企業についてのみ調査している。













第2章　労働力の確保・質の向上に向けた課題　第2節






第2節　人材の活用に向けた課題

人口減少が進む中にあっても、2013年以降、女性や高齢者の労働参加が進んだことによりマンアワーベースの労働投入量（以下、特に断らない限り労働投入量はマンアワーベースを指す。）は増加してきた。団塊世代が後期高齢者となり始め、高齢化や人口減少が本格化する下で、今後、労働力はどの程度確保できるのだろうか。本節では、こうした労働の「量」という観点から、定量的に確認するとともに、労働者の一層の活躍に向けて、就業を阻害している要因や労働移動の促進に向けた課題について概観する。

1　人口減少と雇用の動向

はじめに、人口減少が雇用動向に与える影響を整理し、労働投入量が増加してきた要因を明らかにする。その上で、本格化する人口減少が労働投入量に与える影響を確認するとともに、労働投入量を確保するための対応について検討する。

●人口要因による押上げが横ばいとなる中、女性の労働参加により就業者数は増加

前節では、我が国の人口及び15～64歳人口の動向について概観したが、ここでは高齢者を含めた15歳以上人口の推移をみると、少子化が進む一方で寿命の延伸に伴い高齢者数が増加したことから、1990年と比較して2021年には約1,000万人増加した（第2-2-1図（1））。ただし、15歳以上人口は2000年代後半以降横ばいとなり、2017年をピークに減少が続いている。これは少子化の進展により、新たに15歳になる子どもの数の減少が続き、死亡者数を下回るようになったことによるものである。一方、15歳以上人口のうち、就業もしくは求職により労働市場に参加している人の数を表す労働力人口は、1990年代後半から2010年代初めにかけて減少した後、感染拡大前まで再び増加し、感染拡大後は約6,900万人前後で推移している。

この背景には、女性の労働参加が進んだことがある。就業者数を要因分解すると、2010年代半ば以降の就業者の増加は女性の雇用率の上昇によるところが大きいことがわかる（第2-2-1図（2））。一方、男性の雇用率の寄与は小さく、自営業率の低下と併せると、労働参加要因は押下げに寄与している。男女ともに15歳以上人口の増加による押上げ幅は2017年以降、縮小傾向にあり、今後、人口減少が本格化する中でこうした傾向が一層進むと考えられる。なお、男女ともに自営業主や家族従業者として働く者の割合は低下傾向が続いてきたが、2010年以降はおおむね横ばいで推移している。

●労働投入量は生産年齢人口や就業時間の減少により減少傾向

前節でみたとおり、我が国の実質GDP成長率に対する労働投入量の寄与は、2000年代は年平均で約0.3％ポイントのマイナス、感染拡大前までの2010年代は約0.2％ポイントのプラスの寄与となったことを示したが（前掲第2-1-4図）、その背景には何があるのだろうか。2000年と比較した労働投入量の変化について、人口、就業率、一人当たり就業時間に分解して確認することとしたい。

男性の労働投入量は、2010年代後半を除いて減少が続いており、その要因としては、65歳以上の人口がプラスに寄与してきた一方で、15～64歳の人口や一人当たり就業時間が押下げに寄与してきたことがわかる（第2-2-2図（1））。

一方、女性についてみると、男性と同様、15～64歳の人口や一人当たり就業時間が大きく押下げに寄与してきた一方で、就業率の上昇が大きくプラスに寄与してきた。これら全体としてみると、減少傾向が続いていた労働投入量は、2010年代半ば以降感染拡大前までの間は増加がみられた（第2-2-2図（2））。

●人口減少の下、労働投入量は2040年まで年率0.6～1.1％程度減少

今後の人口減少や少子高齢化の一層の進展はどの程度、労働投入量の下押し圧力となるのだろうか。また、労働参加の進展によりその下押しをどの程度緩和できるのだろうか。その量感を把握するため、人口、就業率、一人当たり就業時間について一定の仮定を置き、2065年までの労働投入量の推移について簡単な試算を行う。

人口については、国立社会保障・人口問題研究所（2017）による人口見通しの出生中位推計と出生低位推計を用い14、人口見通しが公表されている2065年までを試算期間とする。就業率については、2040年までは労働政策研究・研修機構（2019）による成長実現・労働参加進展シナリオとゼロ成長・労働参加現状シナリオの2つを用い、2041年以降は2040年の値で横ばいとする（付表2-1）。以下、出生中位推計と成長実現・労働参加進展シナリオを組み合わせたものを「中位シナリオ」、出生低位推計とゼロ成長・労働参加現状シナリオを組み合わせたものを「低位シナリオ」として、試算結果を述べる。なお、一人当たり就業時間は働き方改革の進展もあり、これまでの減少傾向から大きな変化はないと想定し、2023年以降は一定水準で横ばいと仮定する15。これらの組み合わせにより試算を行うと、中位シナリオでは2025年から2040年にかけて年率平均0.6％程度のペース、2041年以降は同1.0％程度のペースで減少し、2065年の水準は2019年比で7割程度となる（人口は同72％程度）。低位シナリオでは、年率平均1.1％程度の減少ペース、2041年以降は同1.3％程度のペースとなり、2065年の水準は2019年比で6割程度にまで減少する（人口は同68％程度）（第2-2-3図）。その結果、2065年時点で中位シナリオの労働投入量は、低位シナリオの労働投入量の1.2倍程度となる。

これらを踏まえると、人口減少下における労働面からの成長への下押し圧力を緩和していくためには、女性や高齢者等の労働参加の促進と労働力の質の向上に取り組むとともに、少子化をできる限り早期に反転させていくことが必要である。

2　雇用形態の多様化と労働参加の促進

前項では、人口減少や少子高齢化の下、今後も労働投入量は減少が見込まれること、少しでもその下押しを弱めるためには、女性や高齢者等の一層の労働参加の促進が必要であることを確認した。それでは実際に、今後どのような層において更なる労働参加等が見込まれるのだろうか。本項では、雇用情勢の全体像を確認した上で、長期失業者や短時間就業者、無業者の動向を把握し、これらの者の労働参加の促進に向けた課題を整理する。

●不本意非正規雇用・失業者・就業を希望する無業者は人口の1割弱程度

我が国においては、多様な雇用形態での労働参加が進んだとはいえ、全ての者が希望どおりに就業できているわけではない。はじめに、我が国の2021年の雇用情勢を概観し、今後の労働参加が期待される者の属性や規模感を明らかにしたい。男女別の15歳以上人口を65歳未満・以上に分けて就業状況別に分類すると、65歳未満では男性の約7割・女性の約4割が自営業や正規雇用の形態で就業しており、自発的に非正規の形態で就業している者を含めると、それぞれ約8割・約7割となる（第2-2-4図（1）、（2））。一方で、不本意非正規雇用者や失業者、現在無業者で就業を希望する者などを合計すると、男女それぞれ人口の1割弱程度であり、これらの就業を希望している層をいかに本人の希望する就業につなげるかが課題である。

また、65歳以上で自営業や正規雇用、自発的に非正規の形態で就業している者は、男女それぞれ約3割・約2割と低水準にとどまっている中で、家事等以外の理由により、就業を希望していない者が約6割・約5割と高い水準にある（第2-2-4図（3）、（4））。一方で、不本意非正規雇用者や失業者、現在無業者で就業を希望する者は男性では4％程度、女性では2％程度にとどまっている。65歳以上については、65歳未満に比べて割合は低いが、これらの就業を希望している層の希望を実現することも重要である。

●感染症の影響もあって長期失業者や短時間就業者の就業時間増加希望者は増加

次に、失業者の動向について確認する。就業を希望しているにもかかわらず、1年以上失業状態にある長期失業者数の推移をみると、リーマンショックの影響により、2010年から2013年にかけて男女ともに高水準にあったものの、感染拡大前までは減少傾向が続いていた（第2-2-5図（1））。2021年には、感染症の影響を受け、男女ともに再び増加した。理由別にみると、男女ともに「希望する種類・内容の仕事がない」ことを理由に長期失業状態にある者が最も多く、求人と求職のミスマッチが引き続き大きいと考えられる（第2-2-5図（2））。こうした中、特に就職氷河期世代16に対しては、ハローワークに専門窓口が設置され、就職から職場定着までの一貫した支援や様々な教育訓練プログラムの提供などの就業支援の取組が実施されてきた。このような就職氷河期世代を対象とした取組の経験も踏まえつつ、就業経験のない者の就労を支援するトライアル雇用助成金や雇用保険を受給できない者の就労を支援する求職者支援制度などの一層の活用により、長期失業者の就労支援を強化していくことが求められる。

続いて、一週間の就業時間が35時間未満の短時間就業者数の推移を確認すると、多様な働き方の進展もあり、35歳以上の女性を中心に2019年まで増加傾向で推移し、2020年以降は、感染拡大を受けた休業や就業時間削減を背景に、更に増加している（第2-2-6図（1））。

短時間就業者のうち就業時間の増加希望者は65歳以上の男性や35～64歳の女性に多かったが、感染症下では全ての年齢層で増加し、男女ともに短時間就業者数の10％強が就業時間の増加を希望していることがわかる（第2-2-6図（2））。これらの層の希望を実現していくことも今後の労働投入量の確保につながるものと考えられる。

●制度要因を背景に、女性の短時間就業者の多くが就業調整を実施

このような短時間就業者数の動向を踏まえ、女性の短時間就業者の年収動向を確認すると、その過半を占める年収100万円未満の者はおおむね横ばいで推移している。年収100～149万円の者は45歳以上の層を中心に増加傾向にあり、特に2018年以降、顕著に増加している（第2-2-7図（1））。

また、女性非正規雇用者の年収分布と就業調整の実施状況をみると、年収50～149万円の者のうち、4割程度を占める「配偶者のいる女性」が実際に就業調整を行っていることがみてとれる17（第2-2-7図（2））。

こうした女性の就業調整の背景の一つとして、経済財政諮問会議（2022b）において有識者に指摘されているような、いわゆる「106万円・130万円の壁」18,19といった制度的要因が存在すると考えられる20。こうした中、女性の国民年金第3号被保険者（会社員、公務員などの第2号被保険者の被扶養配偶者）についてみると、人口構成の変化等の影響も考えられるものの、全体では減少が続いている中で、45～59歳の年齢層において緩やかな増加傾向にあることがわかる（第2-2-8図（1））。

加えて、第3号被保険者の就業割合が年々高まる中で、被保険者の適用対象外となる従業員規模の小さい企業に勤務する者も含まれている点については、注意が必要であるものの、一週間の就業時間は被用者保険の適用対象となる20時間をわずかに下回る「15～20時間未満」が最も多く、月額の賃金額をみても適用対象となる8.8万円（年収換算約106万円）をわずかに下回る「7.8～8.8万円」が最も多い状況となっている（第2-2-8図（2）～（4））。これらの点については、社会保険料は労使折半であることから、本人だけでなく勤め先の意向もあると考えられる21。こうした制度について、働き方に中立的なものにしていくことが重要である。被用者保険の適用対象は段階的に拡大されており、勤め先の企業規模要件の引下げにより、今後も更なる対象者の増加が見込まれている22。このような被用者保険の適用要件の見直しや最低賃金の引上げが進むことなど23により、就業調整の解消が進むことが求められる。

●就業を希望する無業者等の労働参加の促進も重要

これまで失業者や短時間就業者の動向についてみてきたが、次に無業者の動向について確認することとしたい。まず、無業者のうち就業希望者について確認すると、全体の人数が減少傾向にある中、男性では65歳以上の高齢層が多くを占めているのに対し、女性では35～44歳を中心に幅広い年齢層において就業希望者が存在していることがわかる（第2-2-9図（1））。また、就業を希望する理由としては、特に女性において、1990年代は大多数を占めていた「収入を得る必要が生じた」を理由とする者が減少する一方、「社会に出たい」、「知識や技能を活かしたい」、「時間に余裕ができた」といった積極的理由を挙げる者はおおむね横ばいで推移している（第2-2-9図（2））。

次に、無業者のうち、非就業を引き続き希望する者について確認すると、男女ともに65歳以上の高齢層が多くを占めている（第2-2-9図（3））。次に15～24歳の若年層が多いが、これは当該年齢層に学生が多いことによるものと考えられる。これらの年齢層を除いた25～64歳の男女について、非就業を引き続き希望する理由をみると、男性では「病気・けがのため」、女性では「出産・育児・介護・看護・家事のため」が多数を占めている中で、「特に理由はない」や「仕事をする自信がない」といった理由による者が男女ともに一定数存在している（第2-2-9図（4））。就職氷河期世代の非就業者については、政府による就職氷河期世代支援策により、正規雇用への就業などの成果が上げられてきた24。これらの取組を継続するとともに、就職氷河期世代以外の者に対しても後述の教育訓練の提供等を通じて、活躍の機会を広げていくことが重要であると考えられる。

3　多様な働き方と労働移動の促進

第1項及び第2項では労働投入量の増加余地について確認したが、本項では労働移動の現状や感染症下での雇用維持の状況について整理し、既に就労している者の一層の活躍に向け、労働移動、副業・兼業等の課題について概観する。

●感染症下で正規雇用の転職希望者が増加

はじめに、一般労働者の離職率及び入職率から2000年以降の労働移動の状況を確認すると、2000年代に比べて2010年代は、男女ともに離職率は低く、入職率が高い傾向にあった。また、男性よりも女性の方が離職率・入職率ともに高い傾向にあり、その要因としては、女性の方が男性よりも、結婚や出産、子育て等に応じて離職や転職、再就職を行う傾向にあること、女性の労働参加が進んだことなどが挙げられる。ただし、感染症下の2020年は、離職率・入職率は低水準にあり、労働移動は活発に行われなかった（第2-2-10図（1））。

一方、2013年以降の転職希望者数の推移をみると、男女ともに非正規雇用者では横ばいで推移する中、正規雇用者では、男女ともに増加が続き、感染症下においては、増加ペースが加速した（第2-2-10図（2））。2021年は合計で約837万人の転職希望者が存在している。この背景には、感染症の影響が大きかった業種を中心に、転職希望が高まった可能性や、テレワークの普及など働き方に変化が生じる中で、キャリアの見直しを考える者が増加した可能性があると考えられる。

ただし、転職者数と転職希望者数の合計に占める転職者数の割合（ここでは、転職希望実現率、という。）をみると、男女ともに3割程度にとどまっている（第2-2-10図（3））。人手不足が続く下で、このような転職希望者の円滑な労働移動を促していくことが求められる。

●雇用調整助成金は引き続き失業率の上昇を抑制

一方、休業措置により雇用維持を図る企業に対する雇用調整助成金等25の政策支援等もあり、雇用が維持され、失業率の上昇が抑制されたことは、これまでも指摘されてきた26。雇用調整助成金の支給決定件数を業種別にみると、飲食店や宿泊業等のサービス業を中心に活用されている（第2-2-11図（1））。雇用調整助成金の毎月の支給決定額を毎月勤労統計調査の定期給与額で除することにより、簡易的に支給対象延べ人数を試算すると、2020年8月をピークにその人数は減少している（第2-2-11図（2））。これを受け、雇用調整助成金の支給対象延べ人数が労働力人口に占める割合は、ピーク時には3％台後半程度、2021年以降もおおむね1.0～1.5％程度で推移している。感染拡大後、失業率が2％台後半から3％程度で推移してきたことと比較するとその規模は大きく、依然として失業率の抑制に寄与している（第2-2-11図（3））。

●幅広い業種において在籍型出向を実施

このような休業措置に加え、企業は産業雇用安定助成金を活用し、グループ企業やそれを超える形での在籍型出向により雇用の維持を図ってきた。業種別にみると、航空運輸業を含む運輸業・郵便業や製造業、宿泊業・飲食サービス業といった業種を中心に、幅広い業種において、同業種・異業種問わず、在籍型出向を実施している（第2-2-12図（1）、（2））。本助成金の活用に当たっては、雇用者は出向期間終了後、元の事業所に戻って働くことが前提とされており、出向先で新たな知識や技能を身に付け、出向元で還元することが期待されている27。

このような労働力の過不足状況に応じた労働移動が感染症下のみならず日常的に実施されることになれば、雇用者の人材育成やキャリアアップにつながるとともに、企業も雇用者の知識や技能を有効に活用することが可能となることから、在籍型出向の活用・浸透が進むことが期待される。加えて、こうした在籍型出向の広がりを契機として成長分野への円滑な労働移動が促されることが期待される。

●副業・兼業は若年層中心に行われ、現時点で広がりはみられない

次に、副業・兼業の実施状況について確認したい。リクルートワークス研究所の「全国就業実態パネル調査」を用いて副業・兼業の実施状況を男女別・年齢別に確認すると、男女ともに若年層ほど実施率が高く、特に29歳以下の女性では、2017年から感染拡大前の2019年にかけて、副業・兼業実施率が5％ポイント程度上昇している。一方、30～50代の女性の実施率は10％超程度の水準で横ばいで推移している。男性では年齢が高くなるほど実施率が低下する傾向にあるが、そうした中で30代や50代では、2019年にかけて実施率がわずかながら上昇している（第2-2-13図（1））。副業・兼業からの年収をみると、男性においては年齢が高くなるほど高い傾向がみられる（第2-2-13図（2））。また、感染症下では特に29歳以下の男性の副業・兼業からの年収が高まる動きがみられた28。

副業・兼業の内容について確認すると、主業の職種と同職種の副業・兼業に従事している者の職種別構成割合は、男女ともに若年層ではサービス職が大きい一方で、年齢が高くなるにつれて、事務職や医療等の専門職で大きくなることが特徴として挙げられる（第2-2-13図（3））。なお、50代男性の副業・兼業からの年収が高い背景としては、管理職の立場の者が同様の立場での副業・兼業を行っており、得られる収入が大きいことがあると考えられる。一方、主業の職種と異なる職種の副業・兼業に従事している者の副業の種類別構成割合をみると、若年層を中心に、アンケートへの回答や飲食・コンビニでの就業等、比較的手軽に取り組みやすい内容の副業が行われている（第2-2-13図（4））。

副業・兼業実施者が実感する効果としては、収入面に加え、新しい知識やスキルの獲得、仕事のやりがいなどを挙げる割合が大きい（第2-2-13図（5）<1>）。一方、副業・兼業の難しさとしては、休息時間の減少や体力面や健康面の管理、本業・プライベートとの両立を挙げる割合が大きく、期待したほどの収入が得られないことを挙げる声も多い（第2-2-13図（5）<2>）。副業・兼業者を受け入れた企業は、社内人材にはない知識やスキルを持った人材を確保することができたことや、人手不足解消、イノベーション創発等の効果を挙げる割合が大きい（第2-2-13図（6）<1>）。一方、課題としては情報漏えいや長時間労働、利益相反のリスクなどが挙げられている（第2-2-13図（6）<2>）。

副業・兼業を実施する働き手や受け入れ企業が実感する効果を踏まえると、副業・兼業は労働者の職業選択の幅を広げ、多様なキャリア形成に資することも期待されるほか、人手不足に対応するための有効な手段になり得ると考えられる。副業・兼業の成功例や課題克服の経験の共有、ガイドライン普及等の政府による後押しを通じて、取組が広がっていくことが期待される。

●30代の男性、40代・50代の女性の転職率が上昇傾向

最後に、転職を伴う労働移動の状況についてみていきたい。常用労働者29の労働移動について、2000年以降の転職入職率（常用労働者のうち過去1年間に転職により入職した者の割合）の推移をみると、男性では29歳以下の若年層や40～50代が横ばい圏内で推移する一方、30代は2010年以降、緩やかに上昇している（第2-2-14図（1））。女性については、2010年以降、40代や50代の転職入職率が緩やかな上昇傾向にある。なお、結婚や出産、子育て等による影響や労働参加の進展から、30～40代では男性に比べてその水準が高い。転職理由としては、男女ともに、若年層では労働条件の悪さや職場の人間関係を挙げる割合が大きいのに対し、30～40代になると男性では会社の将来への不安や自身の能力・個性・資格が生かせないこと、女性では収入の少ないことを挙げる割合が高まっている。50代になると、定年・契約期間の満了や会社都合といった、いわゆる非自発的な理由による転職割合が大きい。

それでは、このような転職は賃金の増加を伴っているのだろうか。2020年は感染症の影響が表れている可能性があることから、2019年における一般労働者間での転職入職者の前職からの賃金変動状況を確認すると、男性では30代以下、女性では30～40代で賃金が増加した者の割合の方が減少した者の割合よりも大きい（第2-2-14図（2））。50代になると、男女ともに転職後の賃金が減少した者の割合の方が増加した者の割合よりも大きい。

この点について、正社員から正社員に転職した者の転職前後の年収の推移について確認すると、データのサンプルサイズが限定されることには注意が必要であるが、34～49歳では、同業種間転職を行った者の方が異業種間転職を行った者に比べて転職前年、転職1年後ともに年収は高い傾向にある（第2-2-14図（3））。また、同業種間・異業種間ともに49歳以下では転職1年後の年収が転職前に比べて増加している一方、50歳以上では減少する傾向にある。さらに、49歳以下における転職1年後の年収の上昇率は異業種間転職よりも同業種間転職の方が高い。こうした背景には、年功型賃金の存在もあり、未経験者として採用される若年層では転職後も賃金が上昇する余地がある一方、年齢が高いほど経験者として採用され、賃金が伸びる余地が大きくないこと、50歳以上では、上述の非自発的な理由により相対的に年収が高い企業から年収が低い企業への転職が行われていることなどがあると考えられる30。なお、異業種間転職者の34歳以下や34～49歳において、転職前に比べて転職した年の年収が減少しているが、これは転職年には賞与が支給されないケースがあることなどによるものと考えられる。

こうした動向を踏まえると、転職入職率が上昇傾向にある男性の30代や女性の40代では、総じてみると賃金の増加を伴う転職が行われているとみられる。一方、男性の40代や50代については、賃金の増加を伴う転職が相対的に少ない中で、転職入職率が低い水準で横ばい圏内の動きとなっている。こうした年齢層の人材が十分に活躍できているか、一層の活躍を後押しするためにはどのような方策が有効かの検証は今後の重要な課題であると考えられる。



（14）厚生労働省「人口動態統計」によると、2021年の出生数は、感染症の影響もあり、約81万人と過去最少となり、出生中位推計の水準（約89万人）を下回っている。

（15）本試算では、週休三日制導入等の制度的な変更に関する影響は考慮していない。「経済財政運営と改革の基本方針2022」（2022年6月7日閣議決定）においては、「選択的週休三日制度については、子育て、介護等での活用、地方兼業での活用が考えられることから、好事例の収集・提供等により企業における導入を促進し、普及を図る」こととされている。また、リクルートワークス研究所（2022）では、各国の週休三日制導入事例を紹介しており、その場合、一週間の労働時間は変わらないか減少している。

（16）内閣官房（2022）では、就職氷河期世代の明確な定義は存在しないものの、おおむね1993～2004年に学校卒業期を迎えた者を指すとしている。浪人・留年等を経験していない場合、2022年4月現在、大学卒であればおおむね40～51歳、高校卒であればおおむね36～47歳を迎えた世代であるとされており、大学卒であれば1971～82年、高校卒であれば1975～86年生まれとなる。

（17）年収50～149万円の女性非正規雇用者のうち、配偶者なしで就業調整を行っている者は15～24歳が多く、学生アルバイトによるものと考えられる。

（18）「106万円・130万円」の壁については、短時間労働者に対する被用者保険の適用が年収106万円（月額賃金8.8万円）以上等の要件を満たすこと、健康保険及び国民年金の被扶養者認定基準が年収130万円未満であることによるもの。被扶養者が、被用者保険の適用事業所で就労し被用者保険に適用された場合や、被用者保険を適用されずに年収が130万円以上となった場合は、自身で保険料を負担する必要が生じる。

（19）経済財政諮問会議（2022b）では、女性の労働参加が進む中で、「特に子育て世帯では、依然として106万円・130万円等の壁を背景に非正規雇用にとどまる傾向が顕著」であるとされ、女性の活躍促進に向けて、「同一労働同一賃金の推進、被用者保険の適用拡大、非正規雇用を含めた人材投資の強化など正規・非正規の処遇格差や男女の賃金格差を徹底して是正し、106万円・130万円等の壁の是正に取り組むべき」とされている。

（20）納税者本人が配偶者控除を受けられなくなる配偶者の年間の給与収入が103万円、配偶者特別控除額について満額での適用が受けられなくなる税制上の基準額が年収150万円であり、これらを超えると、増加分に対して課税がなされ、控除額が減額される。これらの基準額を超えることにより可処分所得が減少することはないため、これらは「壁」ではない。ただし、配偶者手当が支給されている企業において、これらの基準額が配偶者手当の支給基準として援用されている場合もあることから、配偶者の就業に影響を与えているとみられる。内閣府（2021）第3-2-5図を参照。

（21）例えば、第10回社会保障審議会年金部会（2019年9月27日）参考資料1の29ページを参照。

（22）2020年6月に公布された「年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第40号）により、被保険者の適用対象となる勤め先の企業規模要件は、現行の従業員数500人超の企業から、2022年10月以降同100人超の企業に、2024年10月以降同50人超の企業に順次拡大される。

（23）被用者保険に加入することの様々なメリットについては、事業主、労働者双方に対して周知広報が実施されている。

（24）内閣官房（2022）によると、ハローワークの職業紹介により、2020年4月～2022年3月までに就職氷河期世代の不安定就労者・無業者の約20万人が正社員に就職した。また、2020年度から、地域若者サポートステーション事業の支援対象年齢が従来の15～39歳から15～49歳に引き上げられた。

（25）雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金、休業支援金・給付金は、累積でそれぞれ約5.9兆円（2020年4月以降、2022年7月1日時点）、約3,160億円（2020年7月以降、2022年6月30日時点）の支給が決定されている。

（26）内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2021）第2-3-5図を参照。

（27）厚生労働省（2021）によれば、産業雇用安定助成金を活用して在籍型出向を実施した企業や出向労働者に対するアンケート調査の結果、在籍型出向のメリットとして、<1>出向元企業は労働意欲の維持・向上（63％）、能力開発強化（59％）、<2>出向先企業は自社従業員の業務負担軽減（75％）、即戦力の確保（52％）、<3>出向労働者は能力開発・キャリアアップ（67％）、雇用の維持（46％）を主な理由に挙げている。

（28）内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2022）において、2020年は、感染症の影響により、男女の非正規雇用者において、生計維持や貯蓄・自由に使えるお金の確保を理由として、副業・兼業を実施した者の割合が2019年に比べて上昇していることが指摘されている。

（29）「雇用動向調査」でいう常用労働者とは、<1>期間を定めず雇われている者、<2>1か月以上の期間を定めて雇われている者、のいずれかに該当する者をいう。

（30）阿部（2005）や児玉他（2005）は、<1>年齢が高いほど、<2>異業種間で転職した者ほど、<3>自発的転職よりも非自発的転職を行った者ほど、転職前後の賃金変化に負の影響が大きいことを示している。













第2章　労働力の確保・質の向上に向けた課題　第3節






第3節　労働の質の向上に向けて

人口減少に対応していくためには、前節で論じた労働の量を確保するための取組を進めるとともに、人への投資等を通じて労働の質を向上させていくことが不可欠である。本節では、男女間の賃金格差や非正規雇用と労働の質との関係、労働の質を高めるための仕組みの現状と課題について整理するとともに、所得再分配の現状と課題についても概観したい。

1　就業者の属性の動向

ここでは労働の質の動向を推計するために一般的に用いられる手法31を踏まえ、就業者の主な属性として、雇用形態、学歴、勤続年数の動向について概観する。

●2010年代は正規雇用者が増加に転じる中で非正規雇用者の割合も上昇が継続

男性では、正規雇用者数は1990年代後半のピーク時の9割程度にまで減少しているものの、非正規雇用者数は、感染拡大前までは正規雇用者数の減少幅を上回る増加を続け、約30年間で456万人程度増加した。一方、女性については、正規雇用者数は2010年代半ば以降の大幅増加を背景に過去最高水準に達しており、非正規雇用者数も、感染拡大前までは大幅な増加を続け、約30年間で836万人程度増加したことがわかる（第2-3-1図（1））。

非正規雇用者比率は、こうした動きを反映して、男女ともに2010年代に入っても上昇が続いている32。男性の非正規雇用者比率は中長期的に上昇傾向にある（第2-3-1図（2））。若年層の働き方の多様化等を背景に2010年代半ばまで25～34歳を中心に非正規雇用者比率が上昇してきたこと、高齢者の労働参加が進む中で55～64歳、65歳以上の非正規雇用者比率も上昇してきたことが背景にある。なお、55～64歳の男性の非正規雇用者比率が2014年以降低下傾向にあるが、定年延長や継続雇用の取組もあり、正規雇用の形態での雇用割合が高まったことによるものと考えられる。一方、女性の非正規雇用者比率は、上昇傾向が続いてきたものの、2010年代半ば以降は低下傾向にある。男性と同様、高齢者の労働参加が進む中で55～64歳、65歳以上の非正規雇用者比率が上昇傾向にある一方、25～34歳、35～44歳、45～54歳の幅広い年齢層において2010年代半ば以降、低下傾向に転じたことが背景にある。

●高学歴化が進む中で、学歴別の賃金には大きな差が残る

次に、時系列での変化が確認できる一般労働者の学歴別構成割合を確認すると、男女ともに、1990年時点では7～8割程度を占めていた中学卒業・高校卒業者の割合は、2000年では6割程度、2010年では5割程度、2021年には3～4割程度にまで低下しており、高学歴化が進んでいることがわかる33（第2-3-2図（1））。ただし、一般労働者と比べて、短時間労働者では中学卒業・高校卒業者の割合が男女ともに大きく、就業者に占める短時間労働者の割合は上昇傾向にある34。

こうした中で、学歴別の時給の動向をみると、高専・短大卒の時給が近年増加傾向にあるものの、学歴別の時給の差に大きな変化はみられない（第2-3-2図（2））。また、短時間労働者の時給は、大学・大学院卒以外は一般労働者に比べると極めて低い水準にある。

●平均勤続年数は若い世代を中心に低下傾向

一般労働者の同一企業での平均勤続年数35の推移をみると、定年年齢の引上げや継続雇用の取組36が進んだことにより、男性を中心に、1990年以降、60歳以上の平均勤続年数が一貫して伸びていることがわかる（第2-3-3図）。一方、40代の男性では2000年頃以降、30代の男性では2000年代半ば以降、平均勤続年数が徐々に短くなっている。この背景には、高学歴化に伴い就職年齢が上昇していることや、以前に比べて転職が行われるようになっていることなどがあると考えられる。女性については、男性に比べて平均勤続年数は短い傾向が続いているが、20代から40代では2000年から2010年にかけて平均勤続年数が緩やかに低下する動きがみられ、20代・30代では2010年代以降は横ばい圏内で推移している。一方、40代の女性では、2010年代に入り平均勤続年数が緩やかに伸びる傾向にある。これには、出産・子育てのために退職していた女性が育児休業制度の活用37等を通じて、就業継続を選択しやすくなったことなどがあると考えられる。

転職の増加は、成長産業やより活躍できる場への労働移動を通じて、賃金上昇や労働者の満足度の向上につながる効果が期待される一方、勤続年数の低下により、同一企業において勤続年数を重ねることを通じて得られる職務経験蓄積や職業能力形成の機会の逸失につながる可能性もある。若い世代を中心に平均勤続年数が男女ともに低下傾向にある中で、労働の質を高めていくためには、希望する者がやりがいを持って長い期間働き続けることができるような環境を整備することが必要である。加えて、企業特殊的ではなく汎用性の高い職務経験や能力向上に向けた人材投資への支援、年齢ではなく能力や成果に応じた給与・処遇への見直し等を通じ、賃金上昇等を伴う前向きな転職を後押ししていく必要があると考えられる。

●正社員以外の者や相対的に学歴の低い者は、OFF－JTの受講割合が低い

このように就業者の働き方や属性が多様化する中で、人材投資はそれらに対応してきたのだろうか。雇用形態別にOFF－JTの受講割合をみると、リーマンショック後に大幅に低下した後、正社員では感染拡大前まで小幅ながら高まる動きがみられた（第2-3-4図（1））。一方、正社員以外の受講割合はほぼ横ばいにとどまり、正社員に比べて20％以上低い状況が続いている。また、最終学歴別にみると、正社員では大学卒とそれ以外との受講割合の差が大きい状況が続いている（第2-3-4図（2））。

労働の質を高めていく上では、雇用形態や学歴等の労働者の属性によって給与や処遇が決まるのではなく、同一労働同一賃金の考え方の下、能力や成果に応じて賃金が支払われ、誰もが教育訓練を受けられるようにしていく必要がある。そこで、以下では男女間の賃金格差や非正規雇用拡大の背景、教育訓練の在り方に焦点を当てて、労働の質の向上に向けた課題を検討する。

2　男女間の賃金格差の動向

本項では、第1節で確認した男女間の賃金格差の現状や背景について整理する。その際、賃金水準に影響を与える傾向がある年齢、学歴、勤続年数といった様々な属性に関する男女間の違いとそれ以外の要因に分けて動向を確認する。

●男女間の賃金格差は縮小してきたものの、諸外国と比べて大きい

前節では、今後も人口減少が進む中で、女性や高齢者の労働参加が更に進んだとしても、労働投入の増加には限界があることが示された。こうした中では、労働者の属性にかかわらず希望する者が教育訓練等を通じて労働の質を高めることができるとともに、賃金や処遇面で適切な評価が行われるような環境を整備し、働く者の意欲と能力を引き出していくことが必要である。以下では、賃金カーブの変化に伴い男女の間の賃金格差の変化を確認した後、労働の質に見合った賃金が労働者に支払われることが重要であるとの考えに立ち、同じ属性であっても男性に比べ女性の賃金が低いという課題があることを示す。

はじめに、男女間の賃金格差の状況についてOECD加盟国間で比較すると、我が国は欧米諸国に比べて依然として格差が大きいことがわかる（第2-3-5図<1>）。一般労働者の所定内給与額で男女間の賃金格差をみても、30年間でその差は縮小してきたものの、女性の平均賃金は男性の75％程度にとどまっている（第2-3-5図<2>）。

●賃金カーブは男女ともに緩やかに

次に、世代別での賃金カーブから男女間の賃金格差の変化について確認したい。我が国においては、長きにわたり、新卒一括採用・終身雇用制度・年功型賃金等の下で初任給が低く抑えられる代わりに、同一企業内で年齢が高まるにつれて賃金が増加してきた。出生年代別に各年齢階級の実質賃金を25～29歳の水準38と比較してみると、男女ともに50代半ばまで賃金が増加している（第2-3-6図）。

ただし、出生年代が遅いほどその後の実質賃金の伸びが小さくなる傾向は男女で共通している。男性の方が賃金カーブの傾きが大きかったため、その傾きが緩やかになる動きは顕著となっているものの、男女間での賃金カーブの傾きの差は引き続き残っている。一方、25～29歳の実質賃金の水準についてみると、男性では出生年代が異なっても大きく変化していない一方、女性では着実に上昇しており、若年層での男女間の賃金格差は着実に縮小している（付図2-2）39。

●雇用形態や職位、勤続年数の違いなどが男女間の賃金格差に寄与

先行研究によれば、森口（2017）では、高度経済成長期を通じて、男性が外で働き、女性が家庭を守るという明確な性別役割分業の下で、企業は男性に対し長期安定雇用を提供してきたことが指摘されている。こうした状況下で女性は家庭を守る存在であるという認識が社会で共有されていたため、男女間の賃金格差が生じやすい社会であったとされている。この点に関連して、山口（2021）では、我が国における男女間の賃金格差の要因として、男性に比べて女性では非正規雇用者が多いことや、日本の正規雇用者は労働時間が長く、これが女性のハンディキャップや企業の女性への統計的差別40を生み出していることなどを指摘している。このような男女間での役割分業やそれを前提とした勤務時間等が限定されない正規雇用とそれ以外の非正規雇用という二極化された働き方が日本企業において一般的となる中で、男女間での雇用形態、最終学歴や勤続年数の差（前掲第2-3-2図、第2-3-3図）が生じ、男女間の賃金格差につながってきたと考えられるが、その要因について以下ではより詳しくみていこう。

以下では男女間の賃金格差の現状について定量的に確認する。その際、単純な男女間の平均賃金差にとどまらず、「全国就業実態パネル調査」の2016年から2021年の個票を用いて、最近の男女間賃金格差がどのような要因によってもたらされているのか、Blinder-Oaxacaの分解方法を用いて分解することにより明らかにしたい（付注2-1）。男女間の賃金格差に影響を与える要因として、「企業規模」要因（従業員数30人未満の事業所に比べて、より規模の大きい事業所で格差が生じる傾向にあるか）、「学歴」要因（小学校・中学校・高等学校を卒業した者に比べて、それより上の学歴の者で格差が生じる傾向にあるか）、「職位」要因（非管理職に比べて、職位がより高い場合に格差が生じる傾向にあるか）、「雇用形態」要因（非正規雇用者に比べて、正規雇用者で格差が生じる傾向にあるか）に着目する。なお、雇用形態要因については、正規・非正規の別と、「年齢」要因（年齢が高まるにつれて格差が生じる傾向にあるか）や「勤続年数」要因（勤続年数が長くなるにつれて格差が生じる傾向にあるか）、高齢層かどうかといった他の要因とを組み合わせる形でみていくこととする。これらを踏まえ、まず、<1>勤め先の企業規模や学歴、職位、雇用形態別の年齢や勤続年数といった様々な属性についての男女間での構成割合の差が、どの程度男女間賃金格差に寄与しているかを分析する41（以下「構成効果」という。）。その上で、<2>それぞれの属性が同一であるとき、男女間の違いがどの程度男女間賃金格差に寄与しているか42を分析する（以下「構造効果」という。）。

まず、構成効果についてみると、特に「企業規模」、「職位」、「正規」、「勤続年数正規」の各要因が男性に比べて女性の賃金を低くしている（第2-3-7図（1））。押下げ寄与が最も大きいのは「正規」要因であり、男性に比べて女性の非正規雇用者割合が大きいことが表れている。また、「企業規模」要因については、中小企業で女性比率が高い一方、大企業で女性比率が低いことが女性の賃金の相対的な低さに寄与している。「職位」要因については、雇用者に占める女性管理職の割合が男性管理職の割合に比べて低いこと、「勤続年数正規」要因については、特に正規雇用の女性の平均勤続年数が男性に比べて短いことが相対的な女性の低賃金につながっている（前掲第2-3-3図）。

●女性は正規雇用での就業や年齢の上昇が賃金増加につながりにくい

次に、構造効果についてみると、「企業規模」、「正規」、「年齢」要因が相対的に女性の賃金を低下させている（第2-3-7図（2））。「企業規模」要因については、男性は企業規模が大きくなるに従い、より高い賃金を得る一方で、女性の賃金水準は企業規模によって男性ほど大きな変化がみられないことを表している。また、構成効果と同様、「正規」要因が女性の賃金の押下げに最も大きく寄与しているが、これは、女性では非正規から正規になっても賃金が男性ほど高まらないことを表しており、女性に比べて、男性の方が正規・非正規間での賃金格差が大きいことを反映していると考えられる（第2-3-7図（3））。「年齢」要因については、正規・非正規ともにマイナスに寄与しており、女性の賃金は雇用形態にかかわらず、年齢が高まっても上昇しにくい構造になっている。

一方で、「学歴」はプラスに寄与しており、これは、男性に比べて女性の大卒以上比率が小さいため（前掲第2-3-2図（1））、大卒以上の女性は同程度の学歴の男性に比べて賃金面で評価されやすいことが背景にあると考えられる。

以上は、男女間の属性の違いを考慮してもなお格差が残されていることを示しており、その解消に向けた取組が求められる。働き方改革を推進し、男女を問わず、希望に応じた柔軟な働き方を選択できるようにするとともに、同一労働同一賃金を徹底し、労働の質に見合った賃金が支払われるような環境を整備していくことが重要である。

3　非正規雇用の動向

非正規雇用が拡大している要因や雇用形態の固定化の懸念について整理する。その際、前項と同様に、雇用者の性別や年齢、学歴、勤続年数といった他の属性との関係についてもみていきたい。

●若年層の不本意非正規比率は低下

前述のとおり、若年層の非正規雇用者比率は、男性では2010年代半ばまで上昇してきたものの、女性では2010年代半ば以降、上昇傾向から低下傾向に転じている（前掲第2-3-1図（2））。こうした動向を踏まえ、非正規雇用者比率の上昇と低下がみられた25～34歳の若年層に着目し、非正規雇用での就業を選択する理由をみると、データの制約上、2013年以降の変化ではあるが、男女ともに「正規の職員・従業員の仕事がないから」を理由とする、いわゆる不本意非正規比率は大幅に低下している（第2-3-8図）。一方、「自分の都合の良い時間に働きたいから」をはじめ、自発的に非正規雇用での就業を選択している割合が緩やかに上昇している。

●高学歴化が非正規雇用のなりやすさを大きく抑制

それでは、若年層において、このような個人の選好以外のどのような要因が非正規雇用の形態での就業につながっているのだろうか。ここでは、「就業構造基本調査」の個票を用いて、やや長期的に、1982年と比較した43非正規雇用者比率の変化要因について、「非正規雇用者になる確率」／「非正規雇用者にならない確率」で示されるオッズの変化をBlinder-Oaxacaの分解方法を用いて分解することで、明らかにしていきたい（付注2-2）。

非正規雇用のなりやすさに影響を与える要因として、「性別」要因（女性に比べて男性が非正規になりやすいか）、「年齢」要因（年齢が高まるにつれて非正規になりやすいか）、「学歴」要因（小学校・中学校卒業に比べて、それより上の学歴の者が非正規になりやすいか）、「産業」要因（第一次産業従事者に比べて、第二次・第三次産業従事者が非正規になりやすいか）、「世帯」要因（単身者に比べて、それ以外の者が非正規になりやすいか）の5つに着目する。これらを踏まえ、各年の22～34歳44の若年層と35～54歳の年齢層について、まず、<1>性別や年齢、学歴、従事する産業、世帯構成といった属性の構成割合の1982年との変化が、どの程度非正規雇用のなりやすさに寄与しているかを分析する（以下「構成効果」という。）。次に、<2>同じ属性内での1982年との変化がどの程度非正規雇用のなりやすさに寄与しているかを分析する（以下「構造効果」という。）。

まず、構成効果についてみると、22～34歳・35～54歳ともに、特に「学歴」要因が非正規雇用者へのなりやすさへのマイナス寄与のほとんどを占めている（第2-3-9図（1）<1>、（2）<1>）。これは、第1項でもみたとおり、雇用者の学歴別構成比をみると、1982年以降、小学校・中学校卒業者に比べて、高校卒業者や大学・大学院卒業者等が占める割合が上昇し、高学歴化が進む中で（付図2-3（1））、学歴が高い雇用者は非正規雇用になりにくい傾向にあることを表している。

●第三次産業での非正規雇用拡大が非正規雇用のなりやすさに大きく寄与

次に、構造効果についてみると、22～34歳・35～54歳ともに、「産業」要因が非正規雇用のなりやすさに継続してプラスに寄与している（前掲第2-3-9図（1）<2>、（2）<2>）。これは、1990年代以降、主に第三次産業において、非正規雇用の形態で就業する雇用者が増加してきたことを反映している（付図2-4（2））。

また、「性別」要因は、22～34歳では、2002年以降、非正規雇用のなりやすさにプラスに寄与している一方、35～54歳では継続してマイナスに寄与しているものの、マイナス幅は縮小している（前掲第2-3-9図（1）<2>、（2）<2>）。これは、22～34歳では、1990年代後半以降、男性の非正規雇用者比率が大きく上昇しており（付図2-4（4））、男性であっても非正規雇用になりやすくなっていることを表している。前述のとおり、男性の若年層で自発的に非正規雇用での就業を選択している割合が高まっていることも一因と考えられる（前掲第2-3-8図）。35～54歳では、2000年以降、男性の非正規雇用者比率が緩やかに上昇しており、非正規雇用のなりやすさに性別が影響を与えにくくなっている。

●2000年代初め以降、35～54歳では女性を中心に非正規雇用としての労働参加が拡大

構造効果については、「年齢」要因にも特徴的な動きがあり、22～34歳と35～54歳では異なった傾向がみられる。22～34歳では、非正規のなりやすさに「年齢」要因が2002年に大きくマイナスに寄与し、その後マイナス寄与が徐々に縮小しているのに対し、35～54歳では、2002年以降、プラス寄与が拡大している（前掲第2-3-9図（1）<2>、（2）<2>）。

まず、2002年における22～34歳（1968～80年生まれの者）は、その中で特に1978～82年生まれの年齢の低い者が非正規比率の高い年代であったため（付図2-5（1））、非正規のなりやすさは年齢が低いほど高くなり、「年齢」要因のマイナス寄与が大幅に拡大したと考えられる。こうした動向について、堀（2019）では新卒の正社員比率は2000年代前半にかけて低下したことを指摘している。1978～82年生まれの20～24歳時点及びその後の非正規雇用者割合は1978年より前に生まれた者と比べても高く、労働市場に参入する際の景気動向などが新卒時の雇用形態に影響していると考えられる（付図2-5（2））。

次に、35～54歳の「年齢」要因の動向について整理する。出生年代別の非正規雇用者割合の寄与をみると、1997年から2002年にかけて全ての年代にわたって非正規雇用者割合が大幅に高まっている（前掲付図2-5（1））。また、2002年以降も1963～72年生まれの者が非正規雇用者全体に占める割合は拡大傾向で推移している。このような1963～72年生まれの者が35～54歳の層において相対的に高齢になっていく動きが2002年以降の構造効果への「年齢」の押上げ寄与の拡大（言い換えれば、1982年に比べて、2002年以降は、この年齢層の中では、年齢が上がるほど非正規割合が下がる度合いが小さくなっていること）につながっているものと考えられる。これらについては、阿部（2010）や森口（2017）で指摘されているように、女性が非正規雇用の形態で労働市場に参加する動きが大きく進んだことや、2000年以降、契約社員や派遣労働者といった形態で雇用される者が増加したことなどが反映されていると考えられる。

以上の分析を踏まえると、22～34歳、35～54歳のいずれにおいても高学歴の者の割合が高まるという構成効果が非正規雇用のなりやすさの押下げに寄与しており、労働者の能力ではなく学歴という属性が雇用形態に大きな影響を与えている。能力に見合った処遇や働き方を広げていく必要がある。

また、第三次産業での非正規雇用の拡大、35～54歳の年齢層での非正規雇用の増加といった構造効果は非正規のなりやすさの押上げに寄与し、構造効果の押上げ寄与は構成効果による押下げ寄与をおおむね上回った。第三次産業で比較的割合の高い短時間労働という就労形態が非正規雇用という雇用形態につながっている可能性もあることから、多様な正社員など柔軟な働き方を広げていく必要がある。また、年齢にかかわらず希望する者が能力を高めつつ、多様な形で正社員として働けるようにしていくことが求められる。

●若年層では学卒後初めての職が非正規の割合が高く、非正規の固定化も

出生年代が遅いほど、若年時点での非正規雇用者割合が大きいが（前掲付図2-5（2））、この非正規雇用には学生アルバイトも含まれる。そのため、これらを除いた学校卒業後の最初の就業（以下「初職」という。）状況について確認すると、現在の若年層ほど初職として非正規雇用での就業を選んだ者の割合が大きく、女性では就職氷河期世代を含む35～44歳においても学卒後の初職が非正規だった者の割合が大きい（第2-3-10図（1））。

さらに、初職の就業形態と現在の就業形態をみると、男性を中心に、初職が正規の者は現職も正規である割合が大きいのに対し、初職が非正規の者は、若年層ほど現職も非正規の者の割合が大きく、非正規の固定化の可能性も示唆される（第2-3-10図（2））。

初職が非正規の者の現職の就業形態を業種別に傾向をみると、男性では25～34歳の者でも同業種で非正規の形態で働く者の割合が大きく、初職の雇用形態に左右される傾向がみてとれる（第2-3-10図（3））。35歳以上の者では、他の業種への転職を通じて、正規雇用の形態で働く者の割合が上昇しているが、初職が卸小売業や宿泊・飲食サービス業の非正規だった35～44歳の者は、他業種に転職しても非正規で働く者の割合が比較的大きい。一方、初職が医療・福祉の非正規だった者については、年齢が高くなるにつれて、同業種で正規雇用の形態で働く者の割合が大きくなっている。女性についてみると、年齢や初職の業種、現在の業種にかかわらず、非正規で就業している者の割合が大きい。女性は、初職の雇用形態にかかわらず、結婚や出産に伴い、30～50代で非正規での就業を選択する傾向があることがこうした結果の背景にあると考えられる。以上を踏まえると、初職の雇用形態や業種を問わず、希望する形態・業種での就業を可能とするような就業支援・転職支援の強化が必要と考えられる。

4　リカレント教育・リスキリングの促進

労働の質を向上させていくためには、雇用形態にかかわらず、各労働者が新たな技術・社会変化に対応できるような教育訓練を働きながらいつでも受けることができる環境を整備していくことが重要である。こうした観点から、人材育成の現状や課題について整理したい。

●博士課程等における社会人学生の割合は上昇傾向。学びへの支援の一層の活用が期待

社員への教育に当たっては、体系的な学習・新たな課題への対応の必要性等もあり、OJTに加え、OFF－JTのニーズが高まっている45。また、社会人の大学院進学者数は増加傾向にあり、大学院入学者全体に占める社会人学生の割合も、男女ともに博士課程、ビジネススクールや法科大学院等の専門職学位での進学を中心に上昇傾向にある（第2-3-11図）。

こうした中で、企業や政府による社会人の学びへの支援は十分に活用されているのだろうか。企業による自社の労働者のOFF－JTや自己啓発支援への支出額は、年によって振れもあるものの横ばい傾向にある（第2-3-12図（1））。さらに、企業規模別に人的資本形成の動向をみると、規模の小さい企業の労働者ほど、職種に特有の実践的スキル向上ニーズが高い一方で、規模の小さい企業ほど労働者の自己啓発支援を行っていない割合が高く、OJTやOFF－JTの実施割合が低いことから、これらによる人的資本形成の機会提供が十分になされていないこともみてとれる（第2-3-13図）。

また、政府においても在職者や求職者、企業を支援する様々な教育訓練制度や人材開発支援制度が整備されてきた。これらの制度は一定程度活用されているものの、例えば感染症下の2020年度において、公共職業訓練の実績は伸び悩んでいる（第2-3-12図（2））。

●企業は指導する人材や時間の不足、労働者は時間・費用負担等が学び直しの課題

それでは、企業や労働者にとって、学びを阻害している理由はどのようなものなのだろうか。社員の能力開発や人材育成に関する企業側の問題点をみると、指導する人材や人材育成を行う時間の不足を挙げる割合が高いほか、4割程度が人材を育成しても社員が辞めることを懸念していることがわかる（第2-3-14図（1））。

労働者側の自己啓発の問題点をみると、正社員を中心に仕事が忙しいために時間がないことを挙げる割合が大きい。また、正社員・正社員以外に共通する問題点として、費用負担の大きさに加え、必要な自己啓発の内容が把握できていないこと、キャリアパスが描けていないこと、自己啓発の結果が社内で評価されないことなども挙げられている（第2-3-14図（2））。

実際に、2019年には自己啓発を行っていなかった者46で、転職は行わず、2020年に新たに自己啓発を行った者の就業時間の増減をみると、就業時間が減少した者ほど自己啓発を開始している傾向が表れている（第2-3-15図）。感染症下においては、飲食店や娯楽施設の営業制限等もあったことから、就業時間の減少で生まれた時間を自己啓発に充てたこと、企業からのOJTやOFF－JTの提供が十分に行われない中で自ら学ぶことを選択した者が多かったことなどが示唆される。

●処遇改善や年収増加に結び付く学び直しは一部にとどまる

このように、社会人が学びを開始するに当たっての課題として、様々なものが挙げられるが、実際に学んだ者には処遇やキャリアの変化がみられるのだろうか。大学等で学んだ者の2割程度が希望の仕事への転職を実現し、2割弱で年収が増加するなど、学び直しで成果を上げた者は一定程度存在している一方、業績向上、昇進、希望部署への異動に結び付いている割合は1割を下回っている（第2-3-16図（1）、複数回答）。また、2017年以降も同一企業で就業している者について、2017年以降のOFF－JTや自己啓発の継続実施の有無と年収の動向をみると、正規・非正規問わず、OFF－JTや自己啓発を実施している者ほど、継続して年収は高い（第2-3-16図（2））。

学びと年収増加との関係を把握するために、学歴や年齢、子どもの有無、従事する産業等の個人の属性による影響を制御した上で、OFF－JTや自己啓発を実施した者について、実施しなかった者と比較した際の同一企業内での年収の経年変化をみていきたい（付注2-3）。OFF－JTのみを実施した正規雇用者については実施2～3年目で年収が増加する傾向にある一方で、非正規雇用者については実施1～2年目で既に年収増加の傾向が表れている（第2-3-16図（3）<1>）。この背景として、OFF－JTを提供する企業が労働者に対し、即戦力としての活躍を期待し、学習機会を提供していることが考えられる。一方で、自己啓発のみを実施した者については、非正規雇用者で実施2年目の者を除いては、年収増加の効果は明確には確認できない（第2-3-16図（3）<2>）。なお、OFF－JT、自己啓発の双方を実施した者については、正規雇用者では継続的に、非正規雇用者においても実施2～3年目に年収増加を実現している傾向がみられる（第2-3-16図（3）<3>）。これらを踏まえると、OFF－JTを伴う学び直しは年収増加につながりやすい傾向にあるといえる。

これは、OFF－JTでは企業がその内容や時期を計画し、労働者の評価や処遇に反映しやすいのに対し、自己啓発は企業の求める内容と必ずしも適合しているとは限らず評価が難しいことが背景にあると考えられる。なお、自己啓発のみによる年収増加の効果は明確に確認できない一方、自己啓発のみを行っている正社員の年収はOFF－JTのみを行っている者に比べて高い傾向にある（前掲第2-3-16図（2）<1>）。これについては、元々年収の高い者が継続的に自己啓発を行っていることによるものと考えられる。

これらを踏まえると、企業側が中長期的に業務に必要な技術や能力等を明確化することにより、自己啓発を含めて、雇用者がそれらに対応した学び直しに一層取り組むことが可能となり、処遇改善や年収増加につながっていくことが期待される。

●我が国の社会人学習は柔軟性に欠け、労働市場のニーズも満たしていない

仕事に関連する社会人学習への参加率をOECD加盟国間で比較すると、我が国においては、特に勤務先の費用負担がある学習への参加率が諸外国に比べて低く、OECD平均を下回っている（第2-3-17図（1））。OECD（2021b）によると、我が国においては、企業規模の違いに加えて、雇用形態・年齢等の違いにより、提供される学習機会に差が生じていることが指摘されている。また、提供される学習の内容・形態により、参加できる主体が限られることなども参加率を低くさせていると考えられる。

今後、デジタル化やグリーン化等を通じた構造変化が進展する中では、各自が就業しつつ、そのような変化に対応できるような新たな技術をどれだけ身に付けられるかが重要となる。このような問題意識の下、OECD調査における仕事に関連した社会人学習の整備度をみると、我が国においては「柔軟性とガイダンス」・「（市場ニーズとの）整合性」のスコアが非常に低い（第2-3-17図（2））。「柔軟性とガイダンス」のスコアの低さは、労働者に提供される学習機会が時間的制約や距離、費用面での制約を伴うものであることなどによる可能性が考えられる。また、「整合性」のスコアの低さは、教育訓練の内容が市場のニーズに十分に対応できていないことを示している。社会人による学び直しを後押ししていくためには、費用面での支援だけでなく、教育訓練内容を市場ニーズに対応したものとするとともに、デジタルも活用しつつ、より柔軟性の高いものとしていくことが求められる。

5　税・社会保障による再分配の現状と課題

我が国の税や社会保障を通じた再分配の仕組みは、国民の生活の安定に貢献してきている。ただし、受益は高齢世帯に大きく偏っているともいわれている47。再分配を通じた受益が様々な制度の整備により、現役世帯にどの程度広がっているのか、こうした中でどのような世帯が厳しい状況に置かれているのかを確認するとともに、資産形成の動向についても概観する。

●ひとり親世帯の再分配前所得は厳しさが増している

年齢や子どもの有無等により社会保障給付・負担等に大きな違いがあることから、ここでは世帯類型別に1994年から2019年までの25年間の世帯当たりの所得分布の変化について確認する。以下、特に断らない限り、本項では、高齢者世帯以外の世帯類型の世帯主年齢は60歳未満である。はじめに再分配前の所得分布をみると、共働き世帯の増加もあり、夫婦のみ世帯では世帯所得が600万円以上の世帯、夫婦と子どもからなる世帯では世帯所得が1,000万円以上の世帯の割合が上昇している（第2-3-18図<2>、<3>）。また、単身世帯においては、世帯所得が300万円台の割合が最も大きい状況に変わりはないものの、300万円未満の割合が低下する一方、500万円以上の割合が総じて上昇している（第2-3-18図<1>）。しかしながら、ひとり親世帯では、世帯所得が300万円未満の世帯が6割以上を占める一方、300万円以上の世帯の割合が総じて低下しており、厳しさが増している。なお、高齢者世帯の所得分布には大きな変化はみられない（第2-3-18図<4>、<5>）。

●税や社会保障による再分配効果は25年前と比べて向上

こうした中で税や社会保障による再分配はどの程度機能してきたのだろうか。2019年の全世帯の再分配前と再分配後の所得分布をみると、再分配後は100万円未満や700万円以上の世帯の割合が低下する一方、100万円から600万円までの世帯の割合が上昇しており、再分配機能は引き続き機能していることが分かる（第2-3-19図）。ジニ係数を簡易的に試算すると、2019年の再分配前のジニ係数は0.51であり、単身世帯や高齢者世帯の割合の上昇等を背景に、1994年（0.42）と比べて格差は拡大している。こうした再分配前の所得分布を反映し、2019年の再分配後のジニ係数（0.36）も1994年（0.33）より小幅高い水準にあるものの、再分配前から再分配後への改善幅は1994年よりも大きくなっており、再分配効果は高まっている48。

●ひとり親世帯は子育て関連の受益が増加する一方、年金等の受益が減少

続いて、再分配による各世帯における受益額・負担額をみていきたい49。単身世帯や夫婦のみ世帯は主に税や社会保障を負担する側であり、1994年に比べて2019年はその負担が増加している（付注2-4、第2-3-20図<1>、<2>）。ただし、所得税・住民税は高所得者層を中心に負担額が減少している50。夫婦と子世帯やひとり親世帯では、児童手当の拡充や2019年から開始された幼児教育・保育の無償化等の影響により、児童手当を含む年金以外の現金給付等や保育、教育の受益が増加している（第2-3-20図<3>、<4>）。ただし、税や社会保険料負担は増加しており、受益の増加分は相殺されている。特に、ひとり親世帯においては、ひとり親になった理由が25年間で変化していることもあり51、低所得者層ほど年金52等の受益が減少するとともに、税や保険料の負担が増加しており、合計でみると負担の増加が受益の増加を上回る。なお、年金や介護等の主な受益者を含む高齢者世帯では、医療・介護の現物給付による受益の増加や所得税・住民税の負担減少により、ネットでの受益が増加している。一方、高齢者の就業者が増加する中で高所得世帯を中心に保険料負担が増加しており、社会保障制度を支える側に回っていることもうかがえる（第2-3-20図<5>）。

また、年金以外の現金給付等については、前述のとおり子どもを持つ世帯で受益が増加している一方、単身世帯や夫婦のみ世帯、高齢者世帯では受益が減少している。これらの受益増加の背景には、児童手当の支給対象年齢の引上げや所得制限の緩和、1995年の育児休業給付の創設とその後の給付率の引上げ、育児休業給付の受給者数の増加などがあると考えられる。

●投資等による資産形成の促進が必要

最後に、年齢階級別に2019年の世帯当たりの資産負債の構造について確認したい。年齢が高まるにつれて、預貯金や株式等の有価証券保有額は増加しているものの、いずれの年齢層においても金融資産は預貯金中心となっている（第2-3-21図）。また、54歳以下の世帯では、金融資産に比べて住宅・土地購入等のための負債が大きく53、特に44歳以下の世帯では純金融資産はマイナスとなっている。

今後、人口減少・少子高齢化が一層進む下で再分配後の所得を高めていくためには、これまでみてきたような労働所得増加に向けた取組の着実な実施に加え、預貯金の一部を株式等の有価証券への運用に充当し、資産所得の増加につながる環境整備も求められている。「骨太方針2022」にも、NISA（少額投資非課税制度）の抜本的拡充やより豊かな老後生活を送るためのiDeCo（個人型確定拠出年金）制度の改革が盛り込まれている54。同時に、官民・金融機関・教育機関が連携し、子どもから高齢者まで幅広い層を対象とし、各年齢層に応じた金融経済教育プログラムを提供することも個人が将来に向けた資産形成に取り組むことに資すると考えられる。



（31）労働の質は、同じマンアワーの労働投入であっても、労働者が提供する労働サービスの違いによってGDPへの貢献が異なることを考慮するために推計される。一般的には、従業上の地位（雇用者・自営業主）、雇用形態（正規・非正規）、就業形態（一般・短時間）、年齢、学歴、勤続年数、企業規模といった属性により労働者を区分し、それぞれの属性グループの賃金と労働時間から得られる労働投入量の変化からマンアワーベースの労働投入量の変化を差し引いて計測される。詳しくは、牧野・高橋（2022）を参照。

（32）非正規雇用者比率は、2000年代から2010年代にかけて、男性では16.6％から21.5％に、女性では51.4％から55.7％に上昇している（2000～10年、2011～19年の平均）。

（33）一般労働者のうち大学・大学院卒業者、短大・高専卒業者の割合はそれぞれ以下のとおり。
（大学・大学院卒業者）
男性：1990年：約25％、2000年：約31％、2010年：約37％、2021年：約41％
女性：1990年：約5％、2000年：約12％、2010年：約20％、2021年：約29％
（短大・高専卒業者）
男性：1990年：約5％、2000年：約9％、2010年：約11％、2021年：約15％
女性：1990年：約19％、2000年：約29％、2010年：約32％、2021年約35％
短時間労働者のうち大学・大学院卒業者の割合は、男性約25％、女性約14％、短大・高専卒業者の割合は、男性約9％、女性約28％（2021年）。

（34）短時間労働者の割合はそれぞれ以下のとおり。
男性：2000年：約9％、2010年：約15％、2021年：約21％
女性：2000年：約36％、2010年：約43％、2021年：約49％

（35）労働者がその企業に雇い入れられてから、調査対象期日までに勤続した年数の平均。

（36）高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）に基づき、1986年10月、定年を定める場合の60歳以上定年が努力義務化され、1990年10月には、事業主に対し、定年到達者の65歳までの雇用の努力義務が課された。また、1998年4月には、60歳以上定年が義務化された。その後、2006年4月には、65歳までの高年齢者雇用確保措置が義務付けられた。雇用確保措置とは、<1>65歳までの定年引上げ（段階的な引上げ）、<2>定年制の廃止、<3>65歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度）の導入（一部経過措置あり）、のいずれかの措置をいう。さらに、2021年4月には、65歳から70歳までの労働者に対し、事業主は就業確保措置を講じることが努力義務となった。就業確保措置とは、<1>70歳までの定年引上げ、<2>定年制の廃止、<3>70歳までの継続雇用制度の導入、<4>希望する場合は70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入、<5>希望する場合は70歳まで継続的に、事業主が自ら実施する社会貢献事業あるいは事業主が委託、出資等する団体が行う社会貢献事業に従事できる制度の導入、のいずれかの措置をいう。

（37）育児・介護休業法（平成3年法律第76号）は1992年4月に施行され、その後も育児休業期間の延長や時間外労働の制限など、累次の改正がなされてきた（1992年当初は育児休業法）。厚生労働省「雇用均等基本調査」によると、女性の育児休業取得率は、1996年度の49.1％から2002年度には64.0％、2010年度には83.7％と上昇が続いた。2020年度の取得率は81.6％（2020年10月1日時点）。

（38）ここでは、学歴に応じて就職年齢が異なること、データの制約上、1956～60年生まれについては、20～24歳時点での賃金水準が把握できないことから、各出生年代の25～29歳時点での実質賃金を100としている。

（39）女性では、男性に比べて出生年代別にみた20代時点の実質賃金の水準変化が大きく、また出生年代が遅いほど、同世代の男女間での20代時点の賃金水準の差が縮小している（付図2-2）。この背景には、前述の学歴の変化に加え、1986年に施行された男女雇用機会均等法（昭和47年法律第113号、前身は勤労婦人福祉法）の影響によるところが大きいと考えられる。

（40）過去の統計データに基づいた合理的判断から結果的に生じる差別。例えば、女性は男性に比べて育休や産休を取得するケースが多く、結婚や出産により退職する場合もあり、これらのデータを基に、企業が「女性は退職する可能性があるため、重要なポストに配属できない」と考えるのは統計的差別に当たる。

（41）例えば、女性は採用してもすぐに離職するとの見方が事業主間で共有され、男女間で能力等に差がないにもかかわらず、女性の正規雇用採用が控えられる場合には、男女間の正規・非正規雇用割合の差という構成要因による賃金の差が生じることとなる。

（42）例えば、事業主が大卒女性の能力は大卒男性より高いと考えて賃金を高く設定した場合、学歴への評価という構造要因により、男女間の賃金の差が生じることとなる。

（43）「就業構造基本調査」が5年に一度実施されるようになった最初の年が1982年であり、第2-3-3図の出生年代別の実質賃金カーブとして、1956～60年生まれの者の20代時点の状況を確認していることから、本分析に当たっては1982年からの変化について分析している。

（44）非正規雇用者のうち、可能な限り高校生や大学生等のアルバイトを除くため、22～34歳を対象としている。

（45）厚生労働省「能力開発基本調査」によると、正社員に対してOFF－JTを実施した事業所割合は、2010年度調査の約67％から2019年度調査では約75％に、正社員以外に対してOFF－JTを実施した事業所割合は、約31％から約40％に上昇している。

（46）2019年に1週間の就業時間が35時間以上あった者を対象としている。

（47）例えば白波瀬（2021）では、日本の再分配効果は大きく高齢層に偏っており、特に高齢一人暮らしや高齢夫婦世帯が再分配の恩恵を受けていることを指摘している。

（48）世帯人員の変化を加味した等価ベースでは、ジニ係数は以下のとおり。
（再分配前）1994年：0.40、2019年：0.48
（再分配後）1994年：0.29、2019年：0.31

（49）世帯類型別にみた再分配前・再分配後の所得分布は、付図2-6を参照。

（50）この背景には、所得税・個人住民税の税率の引下げ（付表2-2）に加え、世帯所得に占める配偶者所得の割合が高まった一方、適用される税率は個人単位のため、世帯の所得額が同一階層である世帯を比較する際に世帯としての税負担額が減少していることがあると考えられる。

（51）厚生労働省「全国ひとり親世帯等調査結果報告」（「全国母子世帯等調査結果報告」）によると、ひとり親世帯になった理由別の世帯構成割合は、以下のとおり大きく変化している。
（母子世帯）
・1993年…死別：24.6％、生別：73.2％（うち離婚：64.3％）
・2016年…死別：8.0％、生別：91.1％（うち離婚：79.5％）
（父子世帯）
・1993年…死別：32.2％、生別：65.6％（うち離婚：62.6％）
・2016年…死別：19.0％、生別：80.0％（うち離婚：75.6％）

（52）老齢年金に加え、障害年金、遺族年金、恩給を含む。

（53）総務省「住宅・土地統計調査」により2018年の持ち家率をみると、34歳以下では14.7％、35～44歳では50.2％、45～54歳では62.6％となっている。

（54）「経済財政運営と改革の基本方針2022」（2022年6月7日閣議決定）においては、「投資による資産所得倍増を目指して、NISA（少額投資非課税制度）の抜本的拡充や、高齢者に向けたiDeCo（個人型確定拠出年金）制度の改革、国民の預貯金を資産運用に誘導する新たな仕組みの創設など、政策を総動員し、貯蓄から投資へのシフトを大胆・抜本的に進める」こととされている。













第2章　労働力の確保・質の向上に向けた課題　第4節






第4節　本章のまとめ

団塊世代が後期高齢者となり始め、今後、高齢化や人口減少が本格化する下で、我が国が経済成長を続けていくためには、労働の量と質を確保していくことが一層重要となる。本章ではこうした問題意識から、人への投資の動向と課題について雇用側と企業側の双方から中長期的な観点で考察を行った。

成長と分配から人への投資の課題をみると、人口が減少する中でも女性や高齢者をはじめとする多様な人材の労働参加が進んできたが、一人当たり労働時間の減少もあり、我が国の経済成長は約30年間、緩やかなものにとどまってきた。労働時間当たりの実質GDP成長率は主要先進国と遜色のない伸びを実現してきたものの、資本の寄与は主要先進国で最も低い水準にとどまり、人への投資も十分ではなかった。今後は、投資を拡大するとともに、人への投資を通じて労働の質の向上を図り、生産性の伸びを高めていくことが重要である。

相対的に賃金水準の低い非正規雇用者数等の増加により、一人当たり賃金は伸び悩んできたが、世帯所得の分布をみても高齢者世帯や単身世帯の増加に伴い、低所得世帯の割合が上昇している。世帯主の年齢階級別にみると、35～54歳の世帯の所得の低下が顕著であり、世帯主の非正規雇用者比率が高まったことが大きく影響している。共働き世帯が増加しているものの、配偶者の所得は引き続き50～150万円に集中しており、世帯主の所得の低下を十分に補えていない。

今後、人口減少に伴う労働投入量の減少が見込まれる中で、成長への下押しを緩和していくためには、女性や高齢者をはじめ、働く意欲を持ちながら十分に就業できていない者の労働参加を促していくことが重要である。不本意非正規雇用者や失業者、現在無業者で就業を希望する者は人口の1割弱程度を占めるが、これらの層をいかに希望する就業につなげるかが課題となる。また、短時間就業者で就業時間の増加を希望する者、女性を中心に就業時間を調整している者などに対しても、制度の見直しや効果的な就労支援を通じて、活躍の機会を広げていくことが重要である。

労働投入量の確保に当たっては、労働移動を通じて既に就労している者の活躍を更に促していくことも必要である。感染症下では、労働移動は活発ではなかった一方、正規雇用の転職希望者は増加した。幅広い業種において在籍型出向が行われたが、こうした動きも契機として成長分野への円滑な労働移動が進むことが期待される。男性の30代や女性の40代では賃金の増加を伴う転職が総じて行われ、転職率も上昇傾向にある。それ以外の年齢層の更なる活躍をどのように後押しできるかが今後の課題である。副業・兼業は労働者の職業選択の幅を広げ、多様なキャリア形成に資することも期待されるほか、人手不足に対応するための有効な手段になり得ると考えられるが、現時点では若年層中心にとどまっており、広がりはみられない。成功事例と課題の共有やガイドライン普及等の政府による後押しを通じて、その動きが広がっていくことが期待される。

労働の質を高めていくためには、働き方改革を推進し、男女を問わず希望に応じた柔軟な働き方を選択できるようにするとともに、同一労働同一賃金を徹底し、労働の質に見合った賃金が支払われるような環境を整備していくことが重要である。我が国の男女間の賃金格差は縮小してきたものの、依然として諸外国と比べて大きい。男女間での雇用形態や職位、勤続年数の違いが背景にあるが、女性は正規雇用での就業や年齢の上昇が賃金増加につながりにくいという構造的な要因も影響している。非正規雇用の拡大も労働の質に影響を与えている。高学歴化が非正規雇用の抑制に寄与してきた一方、第三次産業や35～54歳の年齢層での非正規雇用拡大が非正規雇用の拡大に寄与しており、学校卒業後の初職における非正規雇用の割合は高まっている。初職が非正規の者は現職も非正規である割合が大きく、非正規雇用が固定化する可能性もある。

こうした労働市場の状況を踏まえると、リカレント教育やリスキリングの重要性は高まっており、企業や政府による社会人の学びへの支援がより一層活用されることが期待される。企業は指導する人材や時間の不足、労働者は時間や費用負担等が学び直しの課題となっている。また、処遇改善や年収増加に結び付く学び直しは一部にとどまっている。企業側が業務に必要な技術・能力等を明確化することにより、それらに対応した雇用者の学び直しを促し、処遇改善や年収増加につなげていくことが重要である。

最後に、税や社会保障による再分配の状況を1994年と2019年で比較すると、再分配前から再分配後への改善幅は1994年よりも大きくなっており、再分配効果は高まっている。世帯類型別にみると、高齢者層では低所得者層を中心に受益が増加する一方で、就業者数の増加を背景に高所得者層では社会保障制度を支える側に回っていることがうかがえる。子どもを持つ世帯では子育て関連の受益が増加する一方、社会保険料負担も増加している。ただし、ひとり親世帯は年金等の受益も減少しており、厳しい状況に置かれている。再分配後の所得を高めていくためには、労働所得の増加に向けた取組に加え、資産所得の増加につながる環境整備も求められる。










[image: ]





第3章　成長力拡大に向けた投資の課題






新しい資本主義では、社会課題の解決に向けた取組自体を付加価値創造の源泉として成長戦略に位置付け、持続可能な成長の実現を目指すこととされている1。その実現に向けて、人への投資、科学技術・イノベーションへの投資、スタートアップへの投資、グリーントランスフォーメーション（GX）、デジタルトランスフォーメーション（DX）を重点投資分野とし、官民連携で計画的な重点投資を行うこととされている。本章では、これらの重点投資分野のうち、特に国際的に取組が活発化しているグリーンとデジタルの両分野に焦点を当て、グリーン投資2とデジタル投資の拡大に向けた課題を整理する。両分野ともに感染拡大以前から、持続可能な発展の実現や企業の生産性向上を企図し、各国で取組が進められてきた分野であるが、いずれも感染拡大以降に、その重要性が一層意識されている。すなわち、感染拡大以降のテレワークや非対面型サービスの広がりを受けて、デジタル技術の活用が加速している。また、経済対策としての側面を伴った形で、各国で脱炭素に向けた目標が設定され巨額の予算が計上されているほか、第1章でみた通り、ロシアによるウクライナ侵略以降は原油価格が高水準で不安定に推移しており、エネルギー消費効率の改善の重要性が一層高まっている。

本章では、このような環境変化を踏まえた成長戦略の課題を検討する。第1節では、近年の我が国設備投資の停滞の背景について整理する。第2節では、我が国が脱炭素化を進めていく上での論点を整理する。第3節では、我が国のデジタル投資の課題について人的資本の蓄積との関係に着目して分析をしている。第4節はまとめである。



（1）詳しくは2022年6月7日に閣議決定された「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」を参照。

（2）再生可能エネルギー比率の引上げなど環境に配慮した経済活動への投資の総称。













第3章　成長力拡大に向けた投資の課題　第1節






第1節　投資活動の伸び悩みの背景と最近の環境変化

本節では、2000年代以降の長期的な我が国企業の投資活動の伸び悩みの背景について整理する。その上で、こうした現状を打開する成長分野として脱炭素化とデジタル化が期待される背景について確認する。

1　我が国企業の投資活動の伸び悩みの背景

はじめに、企業の投資先が海外にシフトしていることを踏まえて、海外現地法人における設備投資や海外M＆Aも含めた投資活動について評価を行う。次に、国内外の先行研究を踏まえて、我が国企業の慎重な投資スタンスの背景について考察する。

●企業の投資は海外にシフトしつつも全体として慎重なスタンスが継続

第1章でみた我が国企業部門の貯蓄超過傾向に明らかなように、慎重な設備投資スタンスが続いている。この点に関し、我が国企業の海外展開が進む下で、海外現地法人での設備投資や海外M＆Aの実施など、海外の成長取り込みを企図したものに投資対象がシフトしているという指摘がある。そこで、我が国企業の国内における設備投資に加えて、海外現地法人での設備投資や海外M＆Aまで含めた投資活動について、収益対比でみた評価を行う。まず、経常利益について、国内・海外現地法人別にみると、製造業・非製造業のいずれの業種でも、海外現地法人の伸び率の方が高い（第3-1-1図（1））。次に、投資活動別の推移をみると、海外M＆A、海外の設備等投資は増加傾向にあるものの、国内設備投資は横ばい圏内の動きとなっており、海外重視との指摘と整合的な動きとなっている（第3-1-1図（2））。特に、2010年代以降は、製造業を中心に海外M＆Aの伸び率が高くなっており、技術革新等に伴う事業環境の変化や経済のグローバル化が進む中で、既に実績のある海外企業をM＆Aによって取り込むことは、比較的短期間のうちに成果を上げられる投資手段として企業から選好されてきたとみられる3。ただし、こうした国内・海外での投資活動の合計値を経常利益（国内法人と海外現地法人の合計値）対比でみると、製造業は2000年以降、おおむね横ばい圏内で推移する一方、非製造業では中長期的に低下傾向にあり、企業収益対比でみた投資スタンスは全体として慎重に推移してきた4（第3-1-1図（3））。

●長引くデフレの下で形成された低い期待成長率を背景に、国内への投資が慎重化

次に、上述したように、企業の投資活動が全体として慎重に推移してきた背景について、国内外の先行研究で投資伸び悩みの要因として指摘されてきた事項も踏まえつつ、我が国における状況を確認していく。第一に、期待成長率の低下である（第3-1-2図（1））。上場企業による我が国実質経済成長率の見通しの推移をみると、バブル崩壊以降に急落し、その後の長引くデフレの下で低い水準で推移してきた。主要な販売先である国内需要に対する低い成長見通しが特に国内における企業の慎重な設備投資スタンスにつながった可能性がある5。実際、企業の先行き3年間の成長期待とその間の設備投資の見通しの関係をみると、期待成長率の低下につれて、設備投資の見通しが慎重化していく関係がある（第3-1-2図（2））。

●リーマンショック以降の不確実性の上昇も投資の慎重化に寄与している可能性

第二に、世界経済の不確実性の上昇である（第3-1-2図（3））。投資活動には不可逆性があるため、不確実性が高まる下では投資を先送りする意思決定がなされやすいと考えられる6。実際、不確実性の代理変数である経済政策不確実性指数7と設備投資の関係をみると、同指数が上昇すると、翌年の設備投資は減少する傾向がある（第3-1-2図（4））。特に、リーマンショック以降は、欧州債務危機・米中貿易摩擦など、国際的にみても経済政策の不確実性が上昇しやすいイベントが増えており、企業の設備投資の慎重化に寄与している可能性がある。ただし、世界経済の不確実性の上昇は各国共通の要因であり、そうした中にあって、他の先進国との比較で我が国企業の投資が低水準で推移していることは（第3-1-3図）、次に述べる無借金経営に代表される保守的な経営にもみられるように、我が国においてアニマルスピリッツ8が十分に発揮されていないことを示唆している。

●金融危機等を経て実質無借金企業の割合が上昇し、経営が保守化

第三に、我が国では、1997年の金融危機や2008年のリーマンショック等を経て、負債の削減と現預金の積み増しなどにより、いわゆる実質無借金9に代表される保守的な経営を目指す動きが目立つようになっている（第3-1-4図）。健全な財務体質は金融機関借入を行う前提条件となるほか、機動的なM＆Aを実行するために一定程度の現預金が必要であるが、財務体質の良い企業が抑制的な投資行動をとり10、将来の収益確保に対して過度に保守的な経営となっている可能性には留意が必要である。

●企業の低調な新陳代謝が設備投資の抑制につながっている可能性

第四に、企業の低調な新陳代謝である。開業率と廃業率、また両者の和である代謝率をみると、我が国は諸外国対比で極めて低い水準が続いてきた（第3-1-5図）。活発な起業と経済成長の間にはプラスの相関関係が指摘されており11、より高い成長を実現する企業の参入を増やしていくことが設備投資の増加や経済の活性化につながると考えられる。また、低調な新陳代謝は市場全体でみた競争圧力の低下につながっている可能性も懸念される。アメリカを対象とした実証研究12では、不確実性が高まる下で、寡占度が上がり競争圧力が低下する場合に、各企業が設備投資を先送りするインセンティブが高まるメカニズムが報告されている。我が国における上場企業の売上高のハーシュマン・ハーフィンダル指数（以下「HHI」という。）13の推移をみると、製造業・非製造業ともに市場の寡占化が進んでおり14（第3-1-6図）、低調な新陳代謝が競争圧力の低下につながっている可能性も懸念される。

●官民連携の計画的な投資により民間投資を喚起することが重要

企業の認識する我が国の期待成長率は、全体としては長期的に低下傾向にあったが、産業別にみると成長見通しにばらつきが大きく、設備投資計画との相関が高い（第3-1-7図）。すなわち、自社が置かれている産業の需要見通しが高まれば設備投資が増える関係が観察される。感染拡大以降に加速したデジタル技術への需要増加や環境負荷の低い供給体制や製品へのシフトは、幅広い産業の需要構造に大きな変革をもたらす可能性がある。

国内外の感染動向やウクライナ情勢の緊迫化等による今後の不確実性の高まりが設備投資を下押しするリスクには引き続き注意が必要であるが15、社会課題の解決に向けた取組自体を付加価値創造の源泉として成長戦略に位置付け、デジタルやグリーンを含む重点分野に官民連携で計画的な投資を進めるとの政府の方針が、予見可能性の向上を伴う形で民間企業の需要見通しに影響を与え、民間投資を喚起していくことが期待される。

2　最近のデジタル化・脱炭素化を取り巻く環境変化

ここでは、民間投資を喚起する成長分野として期待がかかるデジタル化や脱炭素化について、企業の競争力強化の観点から、取組を進める必要性が高まっている背景を確認する。

●生産性上昇にとって重要性が増すIT資本

感染症による社会の構造変化に対応しつつ、気候変動、少子高齢化等の社会課題を解決し国民生活の持続的な幸福（Well-being）を実現するとともに、課題解決を通じて新たな市場を創造する手段としてデジタル技術の重要性が高まっている。AI、ロボット、ビッグデータなど急速に発展しているデジタル技術を取り込むことで、企業の生産性向上や様々な社会課題を解決する取組は、感染拡大以前から国際的に広がってきた。

では、デジタル化の進展度と企業業績にはどのような関係があるのだろうか。まず、やや中長期的な視点から、IT資本16が企業の労働生産性に及ぼす効果について、非IT資本との相対的な関係に着目して分析する。ここでは、経済産業省「企業活動基本調査」の調査票情報を用いて、データが取得できる前期（2006～12年度）と後期（2013～19年度）別に、IT資本比率（対非IT資本）と、非IT資本装備率の労働生産性に対する弾性値の変化をみる。これをみると、まず、IT資本比率の係数は両期間を通じてプラスで有意であり、全期間を通じて、IT資本比率が高まると労働生産性が上昇する関係がある。さらに期間別にみると、前期から後期にかけて、非IT資本装備率の労働生産性に対する弾性値が低下している一方で、IT資本比率の弾性値は幾分上昇している（第3-1-8図）。この結果は、労働生産性の上昇の観点からみたときに、非IT資本に対するIT資本の相対的な重要性が幾分高まっている可能性を示唆している。

●感染拡大以降、デジタル化が進んでいる企業の業績がより改善

さらに、より足下における、デジタル化の進捗度と業績の関係をみてみよう。デジタル化の進捗度合別17に、感染拡大以降の上場企業の売上高の推移を比較すると、建設・不動産業以外の業種では、デジタル化が進んでいる企業群の方が同業他社対比で業績が良好な傾向が観察できる18（第3-1-9図）。この結果は、感染拡大以降に、消費者の非対面型サービスの需要が高まったほか、リモートワークや商談のオンライン化等、デジタル技術が事業を円滑に進める上で重要性を増しており、デジタル化の進捗度の差が足下の業績差につながっている可能性を示唆している。

これらの分析結果を踏まえると、生産性向上等にとって中長期的にデジタル化の重要度が高まってきたことに加え、感染症の拡大以降の構造変化により、デジタル化の進捗度が企業の競争力により直結する可能性がある。さらに、後述する通り、デジタル技術は、気候変動や地域活性化など社会課題の解決にも資することが期待されている。しかしながら、これまでの我が国のデジタル化は諸外国対比で劣後してきたという評価が多い。これらの詳細については本章第3節で詳しく確認していく。

●脱炭素化に向けて各国で大規模な予算投入や規制強化が検討されている

次に、脱炭素化に向けた動きについてみる。京都議定書（1997年）に基づいて先進国が、さらにパリ協定（2015年）に基づいて先進国・途上国の区別なく、全ての国が具体的な温室効果ガスの排出削減の目標にコミットするなど、気候変動対策に向けた行動変容の重要性は国際的に認識されてきた。さらに、感染拡大による各国の経済活動の抑制措置により、一時的ではあるが、大気汚染やCO2の排出増加に劇的な歯止めがかかり19、改めて環境負荷の人為的側面に注目が集まるとともに、感染症により悪化した景気の刺激とパリ協定に沿った持続可能な経済成長の両立を目指し、各国政府による大規模な財政支出や規制の導入に向けた検討が進められることとなった（第3-1-10図）。各国の取組は、エネルギー源の転換・水素ステーション等の社会インフラの整備や、新規技術の開発を目的とした財政支援と、排出権取引等の環境規制の強化に大別される。前者は、環境負荷の低い財・サービスに対するグローバルな需要刺激策とみることもでき、後者もまた、企業の生産工程の見直しを促すものである。特に、先行する欧州では、環境規制の緩い国からの輸入品に事実上の関税をかける炭素国境調整メカニズムを2023年度から導入する見通しとなっており、脱炭素に向けた企業の取組の優劣が今後のグローバルな競争力を左右する可能性が高まっている。さらに、ロシアによるウクライナ侵略以降は、各国で原油価格の高騰へ対応する必要性が一層意識されている。脱炭素関連投資に関する課題については本章第2節で取り扱う。



（3）内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2017）を参照。

（4）Corrado and Hulten （2010）、Corrado et al. （2012,2016）にある通り、近年、世界的に無形資産の収益性が有形資産を上回っており、企業が注力する投資先が、既存の統計で捕捉されてきた有形固定資産だけでなく、ソフトウェア、ブランド、技術力等の無形資産にシフトしているという指摘もある。無形資産投資は、定量的な計測が難しく、その評価は幅をもって行う必要があるが、無形資産投資を含めてみても、企業収益対比で明確に投資が活発化している姿は確認できない。詳しくは、内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2022）を参照。

（5）バブル崩壊以降の設備投資の伸び悩みは、成長期待自体がデフレを介して低迷したことに加えて、長期的かつ大幅な資産価値の下落を背景とした債務圧縮圧力も一因であった。ただし、内閣府（2021）で行った実証分析では、2013年以降は、日本銀行による大規模な金融緩和の効果もあり、負債に絡む資本コストや債務償還年数は設備投資を制約しにくくなっていることが示唆されている。

（6）理論的には、不確実性は投資の拡大・抑制の双方に寄与する可能性が考えられる。もっとも、日本に関する実証研究では、不確実性は設備投資を抑制するという結果がおおむね支持されてきた。詳しくは宮尾（2009）を参照。

（7）ここでは、アメリカのBaker教授らが考案した経済政策不確実性指数（Economic Policy Uncertainty Index）を用いる。同指数は、政策をめぐる不確実性や政策との関わりで高まる経済の先行き不透明性に関するキーワードを含む主要経済紙の記事数により、不確実性を定量化する指標である。

（8）経済学者ケインズが使用した言葉で、一般には（企業家の）野心的な意欲などと訳されており、不確実な状況下を切り抜ける企業の経済活動の原動力になるものとして注目される。

（9）ここでは、保有する現預金が負債総額を上回っている企業を「実質無借金企業」と定義。

（10）中村（2017）を参照。

（11）内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2021）を参照。

（12）Gutiérrz and Philippon（2017）を参照。

（13）各企業の売上高シェアの2乗和。値が大きいほど市場の寡占度が高い。

（14）グローバル化が進む下で、国内企業の売上高のHHIが必ずしも企業の認識する競争環境と一致する訳ではないこと、また人口減少等に伴い需要が縮小する産業では、過当競争を防止する観点から経営統合が推奨される場合もあり、寡占の是非は各国・産業毎に異なる需給のバランスで決まる点には留意が必要。

（15）このほか、Gutiérrz and Philippon（2017）は、アメリカにおける2000年～2010年代中盤にかけての設備投資の抑制要因として、短期志向の株主の増加に伴うコーポレート・ガバナンスの課題も挙げている。ただし、田中（2019）は、我が国では、海外株主比率の上昇が設備投資をむしろ促してきたと指摘しており、近年の株主還元圧力が投資の抑制要因となっているのかは必ずしも明らかではない。他方、日本では社長のポスト化が進み、Strategy&（2019）にある通り、長期在任CEOの割合が諸外国対比で低い。また、日本労働研究機構（1998）は、日本ではジョブローテーションの下で、キャリアの大半を1つの職能で過ごす「単一職能型」の雇用者の割合が低いことを指摘している。こうしたことを背景に、企業における意思決定が短期志向化している可能性も懸念される。

（16）ここでは企業活動基本調査でストック額が調査されているソフトウェア資産をIT資本とみなす。従って、非IT資本は、固定資産合計からソフトウェア資産を除いた値である。

（17）ここでは、従業員一人当たりのソフトウェア資産額について、同一業種の中央値と比べて大きい企業を「デジタル化上位企業」、小さい企業を「デジタル化下位企業」とした。

（18）デジタル化の進捗度が高い企業ほど、感染症下の業績が良好な傾向は、DX進展度と売上増減の関係をアンケート結果から分析した総務省（2021）でも報告されている。また、Abidi et al.（2022）は、中近東・中央アジア地域の企業レベルのデータを用いて、デジタル化が進んでいる企業ほど感染症下の売上高の減少幅が小さい傾向を、差の差（difference-in-diffrence）分析により実証している。

（19）Hammer et al.（2021）、Le Quéré et al.（2020）を参照。













第3章　成長力拡大に向けた投資の課題　第2節






第2節　脱炭素化政策の推進に向けた課題

国際社会の脱炭素化に向けた動きは、我が国の経済にどのような影響を及ぼすのであろうか。本節では、最近の脱炭素政策が景気対策と環境対策の両面から実施されていることを踏まえて、環境政策20と経済との関係や、我が国が脱炭素化を進める上での課題について、国際比較を交えて整理する。

1　気候変動対策と経済活動の関係

本項では、気候変動を緩和するために導入される環境政策が経済活動に及ぼす影響について、中長期的な自然災害リスクの国際比較や、過去の環境政策とGDPや貿易収支の関係から考察する。

●我が国は他国と比べて大きい気候変動によるリスクに直面

近年、気候変動問題が世界的に注目を集めている主要な背景の一つとして、自然災害の激甚化が挙げられる。とりわけ、大規模な人的被害が発生した自然災害のおよそ7割が水害である21。気候変動による将来の予測として、短時間強雨や大雨の頻度・強度の増加に加え、平均海面の上昇、潮位偏差や波浪の極値の増加により、洪水・高潮などの水害被害の大規模化が懸念されている。我が国は周囲を海に囲まれている島国であるほか、山間部が多く平野部が少ないという地理的特徴から、可住地が河川沿いや沿岸部に集中している特徴22があり、海抜5メートル以下に居住する人口割合は、OECD諸国の中でも上位に位置している（第3-2-1図（1））。また、気候変動に関する国際的なフォーラムであるNGFS23は、地球科学モデルを用いて、気候変動シナリオ別に、2100年の世界各国の水害被害額をシミュレーションしている。これによれば、世界各国が「脱炭素社会への移行を積極的に行わなかった場合」の2100年の水害被害額（各国の2020年対比）の中央値24でみると、2020年対比で9倍という我が国の規模は、他のOECD諸国と比べても大きい（第3-2-1図（2））。この結果は、NGFSによるモデルを用いた試算値であり、相当程度幅をもってみる必要があるが25、前述した地理的特徴から河川の勾配が急であり、その周辺に主要な都市が展開されていることも併せて考えれば、気候変動対策を国際協調の下でリーダーシップを発揮しながら実施することは我が国自身にとって重要な課題である26。

●我が国の環境政策は他のOECD諸国並みに強化されてきた

気候変動の進行によるリスクを逓減する措置として、世界各国で環境政策の導入が進められてきた。国ごとに異なる環境政策の厳しさを定量的に比較することは容易ではないが、OECDは、一つの目安として、EPS（Environmental Policy Stringency Index、以下「環境政策指数」という。）27を算出している。環境政策指数は、「R＆D補助金」「環境税」など政策手段別に作成されており、OECD諸国における政策手段別の強化度合を確認することができる。まず、政策手段別にみたOECD諸国全体の平均値の動向をみると、「排出量基準」をはじめとした様々な環境政策が2000年以降、強化されてきた（第3-2-2図（1））。また、各政策手段の採用国の割合をみると、「環境税」・「排出量基準」・「R＆D補助金」は、ほぼすべての国で導入されている中で、「排出量取引制度」や「固定価格買取制度」の採用国の割合が2000年以降、増加している（第3-2-2図（2））。次に、我が国における環境政策の厳しさについてその水準や強化幅について国際比較を行う。我が国では1990年と2015年28のいずれの時点においても、総合的な環境政策の厳しさの水準はOECD諸国の中でも高めに位置しており（第3-2-2図（3））、この間の強化幅はOECD諸国平均並みとなっている（第3-2-2図（4））。ただし、政策手段別にみると、「固定価格買取制度」や「R＆D補助金」といった事業者に対して政府が直接的に支援を行う政策の強化幅が大きい一方で、「排出量取引制度」や「排出量基準」といった事業者に対して規制を課す手法の強化幅は小さい傾向にある。

●環境政策は、経済成長とエネルギー対外依存の低減を促す可能性

環境政策への対応により社会全体で一定のコストが発生する一方で、イノベーションが誘発される側面も指摘できる。環境政策の強化が企業活動にプラスの効果を与えるという一つの仮説として、いわゆる「ポーター仮説」29がある。一般に、「適切に設計された環境基準は、環境基準を遵守するコストを一部回収する若しくはコストを上回る効果を持つイノベーションを誘発する」と定式化される。この点に関し、環境政策の強化がイノベーションを誘発する傾向を報告する実証研究は複数存在する30。では、仮に環境政策にイノベーションを誘発する側面を認めたとして、それは、規制対応のコストを一部回収する若しくは上回る効果があるのであろうか。ここでは、前述した環境政策指数を用いて、環境政策の強化が、我が国のようにエネルギーの対外依存度が高い国のGDPや貿易収支にどのような影響を及ぼしてきたのか推計した31。ただし、利用可能な1990～2015年の環境政策指数を用いた推計であるため、最近の国際情勢の変化により、国際競争上の環境政策の効果が過小評価される可能性には留意する必要があり、この点も含めた含意は後述する。

推計結果をみると、「R＆D補助金」は1年後の国民一人あたりGDPを統計的に有意に押し上げる結果となったほか、他の政策手段についても統計的に有意にGDPを押下げる効果は確認されなかった32（第3-2-3図）。

次に、環境政策の強化が貿易収支に及ぼす効果について確認する。環境規制への対応のために省エネ技術が促進される場合には、エネルギー輸入の減少と環境性能の高い製品の輸出増加の効果から、貿易収支は黒字方向に変化する可能性が考えられる。結果をみると、「環境税」と「排出量取引制度」が3年後、「排出量基準」が5年後の貿易収支を黒字方向に変化させる効果が統計的に確認された。

このように、脱炭素化の動きが足下ほどに活発化していなかった期間（1990～2015年）を対象とした分析においても、環境政策の強化と経済成長が背反する証左は得られない。足下で各国の脱炭素化政策が加速化していることを踏まえれば、本推計で統計的に有意にGDPの押上げ効果のあった「R＆D補助金」に加えて、「環境税」・「排出量取引制度」・「排出量基準」といった制度面の対応も付加価値創出に効果を発揮する可能性もあり、規制・支援一体型の投資促進策が重要である。実際、我が国では国際的に公害対策意識が高まった1970年代に、厳しい排ガス規制の設定と自動車産業の競争力強化を両立した経験を有する（コラム3－1を参照）。また、ロシアによるウクライナ侵略以降の原油価格の動向を踏まえれば、本推計で統計的に有意に貿易赤字縮小に対する効果が確認された「環境税」・「排出量取引制度」・「排出量基準」の強化は、原油価格高騰に伴う海外への所得流出の抑制やエネルギー安全保障確保の観点からも検討を進めるべきである。しかしながら、前掲第3-2-2図で確認した通り、我が国では「排出量取引制度」や「排出量基準」が十分に活用されてきたとは言い難い。環境規制の導入に際しては、短期的に発生する社会的なコストの側面に注目が集まりがちだが、気候変動による災害の激甚化を防ぐ観点や中長期的な競争力強化を踏まえて、バランスのとれた議論を行う必要がある。


コラム3-1　環境規制がイノベーションを誘発した事例

我が国は、石油危機の経験や公害対応の規制強化を経て、世界でも最高水準の環境技術・省エネ技術を培ってきた。特に、公害対応の規制強化がイノベーションの促進と付加価値の創出に結びついた事例として、「昭和53年排出ガス規制」（通称、「日本版マスキー法」）がある。その内容は窒素酸化物の排出目標値が低く、車検制度によって定期的に試験が行われることから、当時、世界で最も厳しい自動車の排ガス規制であった（コラム3-1図（1））。

同規制は、既存の技術では対応が困難な規制基準を設け、強制的に技術を促進させる特徴を有しており、当時は産業界から自動車産業の対外競争力を損なうとの強い反発があったが、排ガス規制に対する世論の支持を背景に導入が進んだ経緯がある。この間、排ガス規制で先行していたアメリカでは、ゼネラルモーターズ、フォード、クライスラーのいわゆる「ビッグスリー」の根強い反対等を背景に、1970年に成立し、当時では世界最高水準の排ガス規制となるはずであった大気清浄法改正法（通称「マスキー法」）はその後数次に渡り延期され、当初予定していた窒素酸化物の規制値が最終的に実施されたのは1994年のことである。

こうした環境規制への対応を進めた日本車は、当時、世界一環境性能の高い自動車として、海外での支持を獲得し、日本からの自動車輸出は1970年代以降に、大幅に増加することとなった33（コラム3-1図（2））。



2　各国の気候変動対策の状況

ここでは、温室効果ガス削減目標量・環境関連の技術力・電源構成・産業構造の観点から、国際比較を行うことを通じて、我が国が脱炭素化を推進していく上での課題を整理する。

●諸外国でも我が国同様にこれまで以上のペースで脱炭素化を進める必要性

カーボンニュートラルの達成に向けて、エネルギーミックスの変更、省エネ化の推進、エネルギー利用の電力化、二酸化炭素の回収・有効利用・貯留技術の開発など、多面的な施策が実行される見通しである。ここでは、こうした取組を加速させることを前提に各国で設定されている将来の温室効果ガス排出量の目標値に向けて、各国の過去の排出削減ペースからどの程度追加的な削減努力が求められるかという観点から、国際比較を試みる。我が国においても「2050年カーボンニュートラル」と整合的な目標値として、2030年度の温室効果ガス排出量を2013年度比で46％減、さらに50％減の高みに向けて挑戦を続けるとしている。この目標を達成するためには、過去の実績を上回るペースで温室効果ガスを削減する必要がある。そこで、2030年の温室効果ガスの目標値を達成するために、過去の温室効果ガスの排出削減トレンド34と比較して追加的に必要な排出削減率をみると、欧州諸国との比較では我が国で追加的に必要となる削減率は大きいが、OECD諸国・地域35の中では中位に位置している（第3-2-4図（1）（2））。

また、温室効果ガス排出量当たりでどれだけ効率的に付加価値を生み出したかを示す炭素生産性（＝実質GDP36／温室効果ガス排出量）の動向で確認しても、過去のトレンド対比でみて追加的に必要な炭素生産性の改善幅は、OECD諸国・地域の中では中位である（第3-2-5図（1）（2））。

このように、温室効果ガス排出量の削減ペースを最近のトレンド対比でどの程度加速させる必要があるのかという観点でみると、諸外国も我が国同様に過去のトレンド対比で高い削減目標を掲げている。

●我が国の環境技術は国際的に高く、脱炭素社会への移行に伴う商機も

我が国では石油危機を契機に1978年に策定された「ムーンライト計画」に基づき、エネルギー転換効率の向上、未利用エネルギーの回収・利用技術の開発などが進められた。この結果、我が国は、世界でも最高水準のエネルギー消費効率を達成することになった。GDPを1単位生み出すためにどの程度のエネルギーを消費したかを示すエネルギー原単位（＝エネルギー消費／実質GDP）を主要国間で比較すると、我が国は世界で最もエネルギー消費効率の高い国の1つである（第3-2-6図（1））。また、我が国の環境関連の特許出願数をみても、米国と並んで世界最高水準にある（第3-2-6図（2））。経済産業省によれば、日本は「水素」・「自動車・蓄電池」・「半導体・情報通信」・「食料・農林水産」の4分野で首位、「洋上風力」・「燃料アンモニア」・「船舶」・「カーボンリサイクル」・「住宅・建築物／次世代型太陽光」・「ライフスタイル」の分野でも世界第2位又は第3位となっており、環境関連分野において比較的高い知的財産に関する競争力を保有しているとみられる37。国際社会の脱炭素移行に伴い、こうした技術へのニーズは今後ますます高まると考えられ、官民連携により国際競争力を一層強化し付加価値創出につなげることが重要である。

●地理的・歴史的な経緯から、我が国の低炭素電源の引上げには課題

ただし、以下にみるように我が国固有の課題にも留意が必要である。第一に、電源構成の変化をみると、石炭火力発電の比率の削減が諸外国対比で進んでいない（第3-2-7図）。これは、経済性やエネルギーの安定調達38の観点で石炭に一定の優位性があったことに加え、2011年の東日本大震災を契機に、原子力発電所の稼働が停止したことで、同電源が代替としての機能を果たしてきたことによる。このことを背景に、エネルギーの消費効率を示すエネルギー原単位でみると、我が国は世界最高水準にある一方で、エネルギー消費当たりの温室効果ガス排出量まで加味した炭素生産性でみると我が国の優位性が低下している（前掲第3-2-5図）。

将来を見据えると、カーボンニュートラルを達成するためには、石炭火力発電比率の引下げ39と再生可能エネルギー比率の引上げが我が国でも必要である。ただし、日本の国土は平地が限られることから、大規模太陽光発電40や陸上風力発電の導入が進みにくいとみられている。洋上風力発電についても、付近の海底が急深な構造であることから設置が困難な地域が多い。また、国際的には経済的な低炭素電源である原子力発電も活用されていく見込みであるが、我が国では、東日本大震災を機に、国内の原子力発電所が一度全て停止した後に、新たな規制水準の下で再稼働に時間を要しており、現時点で営業運転を再開しているのは33基中10基にとどまっている41。主力電源として再生可能エネルギーを最大限活用することに加えて、安全性の確保を前提とした原子力発電の持続的な活用の検討を進めることも重要である。

●ウエイトの高い素材産業における脱炭素移行コストが高い

第二に、先進国の中では素材産業の割合が高く、その競争力を維持しながら脱炭素移行を進める難しさが挙げられる42（第3-2-8図）。製造業の中でも、特に鉄鋼や化学といった素材産業は、消費エネルギーの電化率が低く、水素やCCS43等の現時点では費用が高い脱炭素技術への依存度を高める必要があると見込まれており、技術基盤の国外流出や空洞化を防ぎながら、カーボンニュートラルを達成するためには、技術革新が不可欠な状況である。

また、素材産業では、脱炭素化に必要な技術が2030年代や2040年代に実用化される見込みである44。素材産業における設備更新は大規模かつ実施頻度も少ないことから、新規技術が実装される以前に導入される旧技術が一定期間残存する「ロックイン」が発生する可能性に留意しつつ、必要な支援等の在り方を検討していくことが必要である。

●主要な貿易相手国のカーボンニュートラル達成に向けたハードルが高い

最後に、諸外国の温室効果ガス排出量削減目標の達成困難度と我が国との貿易量の関係をみる（第3-2-9図）。最も貿易量の多い中国を中心に、主要な貿易相手国におけるカーボンニュートラル達成のために必要な、過去のトレンド対比でみた追加的な削減量（対GDP比）は大きい。これらの国で、脱炭素に向けた移行が円滑に進まず、経済活動に生じる混乱が我が国経済に波及するリスクにも留意が必要である。実際、中国において、石炭価格の上昇や政府の脱炭素政策などを背景に、2021年秋から2022年春にかけて電力供給不足を背景とした生産調整が発生し、我が国の輸出入にも影響が及んだ。重要物資の供給途絶リスクを見据えたサプライチェーンの強靱化を進めることも重要である。


コラム3-2　リーマンショック後の環境政策

2008年9月のアメリカの金融危機を発端とした世界同時不況から脱却するために、諸外国において、環境対策を景気・雇用対策の柱に据えた経済政策が行われた。我が国においても、「エコカー購入補助」や「家電エコポイント制度」などの施策を含む経済対策が当時実施された。本コラムでは、当時の環境政策の成果について、国際比較を行うとともに、予算効率を高めるために必要な制度について考察を加える。

ここでは、当時の環境政策の成果として、エネルギー効率と再生可能エネルギー比率という二つの軸に注目して国際比較を行う。まず、2007年から2012年までの両指標の主要国の変化をみると、日本は相対的にエネルギー効率の改善幅では上位にあるが、再生可能エネルギーの改善幅では低位である（コラム3-2図（1））。この散布図上では、中国やアメリカが両軸でみて成果が大きいが、特に中国ではリーマンショック後の環境対策に投入された予算額（対GDP比率）の規模が大きい（コラム3-2図（2））。そこで、投入予算規模当たり（対GDP比1％当たり）のエネルギー効率と再生可能エネルギー比率の改善幅を比較すると、欧米諸国において、費用対効果が大きい傾向にある（コラム3-2図（3））。

財政支出の内容は国によって異なり、費用対効果が大きかった国の共通項を議論することは困難であるが、欧米諸国では財政支出拡大と並行して、「キャップ＆トレード型」45の排出量取引が同期間に強化されている点は特徴として指摘できる。こうした規制強化は、企業の自助努力を促す結果、財政支出の効果をより高めた可能性が考えられる。欧州諸国では、2005年に導入された欧州連合域内排出量取引制度（EU-ETS：European Union Emissions Trading System）が、2007年までの初期段階を終え、2008年から排出枠の目標強化が図られた。アメリカでも、同国初の「キャップ＆トレード型」プログラムである地域温室効果ガス計画（RGGI：Regional Greenhouse Gas Initiative）が2009年に発効し、東部7州の発電所にCO2の排出制限が設定されたほか、西海岸でもカリフォルニア州が2012年からの排出量取引制度の導入を決定した46。

他方、我が国を含むアジア諸国はこうした市場メカニズムの導入に遅れた。中国では2013年になって市単位のパイロット運用が始まったほか、韓国では国内の排出量取引制度が2015年に導入された。我が国では、2010年に東京都、2011年に埼玉県で独自に排出量取引制度が開始されるにとどまった。

現在、我が国においても、初の全国規模の排出量取引市場の稼働に向けた検討が進められており、2023年4月に稼働を目指す「GXリーグ」は、構想に同意し、脱炭素に取り組む企業間での自主的な排出量の取引市場の設立も見据えている。当初は目標値の設定が企業に委ねられているほか、罰則の規定を設けない方針であるが47、今後、企業による取組が広がる中で、エネルギー効率の改善が効果的に進むことが期待される。



3　我が国企業部門における脱炭素化に向けた方針策定の状況

前項では、国際比較の観点から我が国の脱炭素化に向けた課題についてみたが、ここでは我が国の個別企業へのアンケート調査の結果に基づきながら、脱炭素化に向けた方針の策定状況と企業が認識する課題について整理する。

●温室効果ガス排出削減に向けた計画の実行に至っている企業は多くない

前項でみた通り、諸外国同様に、我が国でも意欲的な温室効果ガスの排出削減目標が掲げられており、自社の省エネ・再エネ設備への投資や、社会の脱炭素化に資する製品の能力増強投資や研究開発投資は相応に発生する見込みである48。

そこで、アンケート調査を用いて、我が国企業の脱炭素化に向けた取組の進捗状況を確認する49。まず、上場企業・非上場企業別に、脱炭素化に向けた現時点50の対応状況をみると、上場企業では、7割以上の企業が、「1：事業に影響を与える気候変動リスク・機会を把握している」～「6：排出削減計画を実行している」のいずれかの選択肢を選んでおり、何らかの施策を実行している（第3-2-10図）。ただし、「6：排出削減計画を実行している」と、具体的に排出削減に向けた行動に移せている上場企業の割合は43.2％にとどまっている。また、非上場企業については、7割以上の企業が「7：上記1～6のいずれも該当せず」を選択しており、大半の非上場企業は、脱炭素化に向けた取組に全く着手できていないのが現状である。

●ノウハウや人材の不足が脱炭素化推進の制約に

次に、同じアンケートを用いて、脱炭素化に向けて方針策定を進めていく上での課題をみると、「必要なノウハウ、人員が不足している」との回答が最も多く、企業の約4割が課題として挙げている（第3-2-11図（1））。こうした認識を背景に、脱炭素化の推進に向けた人材教育の取組状況をみると、OJT・OFF－JTともに、すでに脱炭素に何らか取り組んでいる企業の約5割が既に実施若しくは将来の実施を予定している（第3-2-11図（2））。また、「投資・運営コスト増への対応が困難である」ことを、取組を進める上での課題と認識する企業も約3割存在する。人材やノウハウの蓄積に加えて、投資や事業運営に伴う企業負担をどう引き下げていくかも課題である。

●自社の省エネ設備への投資を中心に2030年度までの設備投資総額を押上げ

本項の最後に、企業のグリーン投資が設備投資総額に及ぼす影響についてみる。まず、脱炭素方針を策定している企業のうち、約7割の企業が「自社の省エネ・再エネ設備への設備投資」を「実施している」若しくは「実施を予定している」と回答している（第3-2-12図（1））。また、「他社・消費者の脱炭素化や省エネに関する製品・サービス等への設備投資」や「脱炭素化に向けた研究開発への投資」といった「攻め」のグリーン投資を実行・計画している企業も3割程度存在している。

また、こうした投資を計画している企業の約半数が、上記の投資活動が設備投資・研究開発投資総額を押し上げると回答している（第3-2-12図（2）、（3））。

ただし、前掲第3-2-10図で見た通り、そもそも脱炭素方針を策定している企業の割合が限定的であることから、一国全体でみたときの現状の環境関連の設備投資の規模は、政府の見通しと比べても大きく見劣りしていると考えられる51。2021年6月にコーポレートガバナンス・コードが改訂され、プライム上場企業52に対しては、TCFD提言53又はそれと同等の枠組みに基づく開示の量と質が促されていることなどから、投資家サイドからもグリーン投資の後押しが期待される。また、企業の予見可能性を高めるために、市場の整備を進めるとともに、政府が率先して中長期的な投資について明確な方針を示すとともに、呼び水となる効果的・効率的な施策を講じることも重要である54。


コラム3-3　我が国のESG投資の現状

近年、脱炭素社会への移行やカーボンニュートラル、サプライチェーン上での人権尊重等への注目度の高まりを背景に、従来の財務情報だけではなく、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の要素も投資判断に組み込んだESG投資がグローバルに拡大している。ESG投資は、2006年に国連が責任投資原則（Principles for Responsible Investment、以下「PRI」という。）を提唱したことを契機に認知度が高まった55。GSIAの調査によれば、世界のESG投資残高の規模は2016年の22.8兆ドルから、2020年に35.3兆ドルへ、4年間で50％以上伸長した。

ESG投資拡大を背景に、TCFD提言への対応を中心に、企業に対して気候変動に関する情報開示を求める動きが広がっている56。我が国でも、東京証券取引所のプライム上場企業に対して、2022年度の株主総会以降、TCFD提言に基づいた情報開示が求められることとなった。

こうした中で、我が国のESG投資割合も、近年急速に拡大しているものの、欧米対比では低い水準にとどまっている（コラム3-3図（1））。この背景として、日本では、温室効果ガス排出量を開示している企業の割合が低いなど、情報開示が不足しているという指摘がある（コラム3-3図（2））。日本においては、2014年に金融庁が、「日本版スチュワードシップ・コード」を策定するなどESG投資に関するルールの整備が進み、2015年に年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）がPRIへ署名したことを発端にESG投資が拡大したといわれている。そのため、欧米諸国対比では歴史が浅いことも情報開示が遅れる一つの要因となっている。ただし、2022年3月21日時点では、我が国のTCFD提言への賛同機関数は757機関と、国別では最も多くなっていることから57、今後の情報開示の進展とESG投資市場の拡大には期待が持たれる。



4　脱炭素化を進めるに当たっての我が国の研究開発活動の課題

カーボンニュートラルの達成に向けて、既存の技術水準では不十分とみられており、研究開発活動を通じたイノベーションの実現が求められる。各国の環境分野のイノベーション競争の激化が今後見込まれることを踏まえ、これまでの我が国の研究開発活動の課題と対応の方向性について考察する。

●我が国は研究開発効率が低く、技術の収益化に課題

環境分野に限らず、先進各国間のイノベーション競争は熾烈さを増しており、我が国でも「科学技術立国」に向けた国内の研究開発体制の強化が急がれている。前項までにみた通り、世界各国で脱炭素化政策が推進されていることを踏まえれば、我が国のカーボンニュートラルの達成に向けた新規技術の開発は、脱炭素ビジネスとしての側面も有しており、開発した技術を収益化する視点も重要である。

ただし、過去を振り返ると、我が国の研究開発効率58は諸外国対比で低く、研究開発活動を付加価値に十分に結びつけられていない59（第3-2-13図（1））。また、国境を越えた特許出願数と商標出願数の関係をみると、我が国は、人口当たりの特許出願数が多い一方で、商標出願は少ないという特徴がある（第3-2-13図（2））。このように我が国は固有技術に強みを持っているが、新製品や新たなサービスの導入による収益化に課題を有している。

●「自前主義」は限界を迎えたが、日本はオープンイノベーションに弱い

なぜ我が国の研究開発効率は低いのであろうか。過去の経済財政白書などでも問題提起がなされてきたが、特に我が国では企業の技術開発が「自前主義」に陥りがちであり、オープンイノベーション60が不足傾向にあると指摘されてきた61, 62。

「自前主義」体制は我が国の成功体験に根付いていると考えられる。1980年代に日本の電機メーカーが世界のイノベーションをけん引した背景には、「ブラックボックス化戦略」とも呼ばれ、知的財産管理を優先し、徹底的に自社技術を保護する開発環境があった。しかし、1990年代以降は「自前主義」による成長戦略は限界を迎え、日本企業の研究開発効率は急速に悪化したとされる63。これは、製品の高度化やモジュール化が進むとともに、製品ライフサイクルが短期化した結果、企業一社で製品の設計から製造までを自前で行う経済的・技術的なハードルが高くなり、オープンイノベーションの優位性が高まったことによると考えられる。

●高度人材の育成を進め、研究人材の国際交流や産学官連携を強化する必要

諸外国対比で、我が国でオープンイノベーションの実践が進まない背景として、第一に、国際的な研究者の交流が少ない点が指摘できる（第3-2-14図（1））。研究者に占める海外からの流入者・海外への流出者の割合は、諸外国対比で低くなっている。これには、研究者に占める博士号取得者の割合の低さが影響している可能性がある（第3-2-14図（2））。実際、主要国における博士号取得者の割合と国家間の研究者の流出入の割合の間には、正の相関関係がある（第3-2-14図（3））。なお、日本は、研究者の総数自体は諸外国に見劣りしていない。このことは、研究開発効率の分母である研究開発費が相応の規模にあることと整合的だが、博士号取得者のような高度人材割合の低さが効率の低下につながっている可能性もある。

第二に、産学官間における連携の弱さである。大学の研究開発費に占める企業の出資割合と、企業部門の研究開発費に占める政府出資割合について国際比較をすると、日本はいずれの割合も主要国に見劣りしている（第3-2-14図（4））。

我が国の研究開発効率が低い理由については、研究開発の在り方のみに問題があるとは限らず、賃金上昇率の低下と内需の縮小など、バブル崩壊後の経済成長率の低下の背景となっている多様な要因も影響している可能性がある。そうした点を留保した上でも、ここでみてきた通り、博士号を取得するような高度な研究人材育成の遅れから、国際的な研究者の交流が少なくなっており、また産学官の連携が弱いことを背景に、研究開発活動が「自前主義」に傾きがちである点には改善の余地がある。科学技術・イノベーションへの投資を強化し、イノベーションの担い手である若い人材への支援を強力に推進するとともに、官民連携での重点投資を計画的に進めていくことが求められる。

●スタートアップの育成を強化する取組も重要

ここまでは、主に既存企業のイノベーション促進に向けた課題をみてきたが、我が国経済全体の研究開発力を強化する観点からは、スタートアップ育成も重要である64。ただし、我が国ではGDP対比でみたベンチャーキャピタル投資の規模が他のOECD諸国対比で少ないほか、近年は諸外国との差が拡大しており（第3-2-15図）、スタートアップを取り巻く環境にはこれまで課題があった。ベンチャーキャピタルへの公的資本の投資拡大や公共調達の活用等を進め、挑戦が奨励される環境を醸成していくことが我が国の研究開発力の強化につながると考えられる。

5　脱炭素化に伴う物価上昇

本項では、カーボンニュートラルの達成過程で価格上昇が予想される経路を確認し、今後の課題を考察する。各国の脱炭素移行に伴い諸コストの上昇65が見込まれるが、省エネ化を進めて脱炭素技術を競争力の源泉としていくとともに、継続的・安定的な賃金上昇を実現し、必要なコストの価格への転嫁が円滑に進んでいく経済環境を醸成することが重要である。

●脱炭素化に伴う鉱物資源価格の上昇

化石燃料を用いた発電施設から太陽光・風力発電施設への移行や、従来型ガソリン車から電気自動車への移行は、いずれも鉱物資源需要の急増につながると予想されている。国際エネルギー機関（IEA）によれば、電気自動車は従来型自動車の6倍の鉱物資源を、洋上風力発電所は同規模の火力発電所の9倍の鉱物資源を使用するとされる。こうした主要な鉱物資源の先行きの需要は、各国の現状の政策を前提とすれば、2040年までにリチウムで13倍、ニッケルで6倍、銅で1.7倍に増加すると試算されており、持続可能な開発シナリオでは一層の上昇が見込まれている（第3-2-16図（1））。こうしたもとで、IEAによれば、鉱物資源の供給開始には、開発プロジェクトの開始から平均して約17年を要することから、需給の不一致から価格が上昇するリスクには注意が必要である66（第3-2-16図（2））。

また、鉱物資源の安定調達も検討課題となる。現状、銅やニッケル、コバルトなどの脱炭素化に伴い需要が急増すると見込まれる資源の多くは、中国が世界の加工の大半を担っており、調達先を多様化していく取組も重要である67。

●電源構成の変化に伴うエネルギー価格の上昇

次に、電源構成の変化に伴う電力コストの上昇懸念である。再生可能エネルギーの導入コストと化石燃料価格のいずれについても将来的な不確実性が高く、電力コストの先行きの見方は定まっていないのが現状である。我が国では、総合資源エネルギー調査会基本政策分科会において、将来の発電コストに関する議論が行われてきたが、報告者間で見方が分かれている。ここでは、同分科会第45回会合（2021年7月13日）でとりまとめられた主要機関の試算68をもとに、電力コストの先行きについて考察する。

これをみると、試算の前提条件の違いにより変化幅についてはばらつきが大きくなっており、一部の機関の試算を前提にすると、電力コストが低下する場合も想定されるが、現状対比では電力コストが上昇する見通しが多数を占めている（第3-2-17図）。

また、ロシアによるウクライナ侵略以降はエネルギー価格の上昇が国民負担につながっており、<1>電力コスト抑制のために、イノベーションの促進による再生可能エネルギーコストの低減を進めるとともに、<2>安全性の確保を前提とした上で原子力発電所の再稼働を進め、<3>既存の火力発電設備を活用しつつ脱炭素化を進めるための燃料アンモニア69や、都市ガス導管などの既存のインフラを活用しながらガスの脱炭素化を促すメタネーション70等の技術開発を促進することを通じて、国民負担を抑えながらカーボンニュートラルを達成する取組が重要である。

●特にBtoC企業は価格転嫁に慎重な傾向

次に、脱炭素に係る費用の増加に対する企業の認識をアンケート調査により確認する。まず、脱炭素化に向けた設備投資や原材料調達の費用増加に対しては、6割超の企業が対応の必要性を認識している（第3-2-18図（1））。また、費用の増加幅については、10％未満とする回答が4割を占めるが、6割弱の企業は「不明」と回答しており、現時点では見通しは不透明な状況となっている（第3-2-18図（2））。さらに、脱炭素化の取組にあたり、企業が重視する要素をみても、「顧客からの需要、評価」と回答する先が最も多くなっているが、費用の増分を価格に転嫁すると答えた企業の割合を、サプライチェーンの段階別に確認すると、BtoC企業に該当する「消費者への製品・サービスの最終提供者」では最も低くなっており、家計の消費マインドの悪化を懸念した慎重な価格設定スタンスがうかがわれる（第3-2-18図（3）、（4））。

●継続的・安定的な賃金上昇が脱炭素化を進める上でも重要

第1章で確認した通り、エネルギーを含む資源価格は国際的に上昇しており、省エネ設備の導入や資源の上流権益の拡大を進めていくことは喫緊の課題である。こうした対策を進めた上で、将来的には脱炭素化の推進のために、脱炭素費用がサプライチェーン上で円滑に転嫁されることが重要であり、脱炭素に必要なコストを最終消費者も一定程度負担する意識が重要となってくる可能性がある。この点、感染拡大後の優先政策について、「経済優先」との比較で「環境優先」と答えた国民の割合が諸外国対比で高いという調査も存在し、今後も国民全体の関心の下で、生産過程の温室効果ガスの排出量が相対的に少ない製品の価格競争力が高まるような仕組みの導入も含めて、脱炭素化に向けて必要な施策の検討が進んでいくことが期待される（第3-2-19図（1））。ただし、長引くデフレの経験の中で、我が国では期待インフレ率が低水準で安定しており、家計の値上げに対する許容度が低いとの指摘もある。実際、別のアンケート調査をみると、サステナブル商品に対する追加的な金銭の支払い意思や、値上げに対する許容度が我が国では低い傾向にある（第3-2-19図（2）、（3））。これを踏まえれば、継続的・安定的な賃金上昇を実現し、デフレ脱却を実現していくことが脱炭素社会への移行を進める上でも鍵を握ると考えられる。



（20）本章では、気候変動対策・大気汚染を防止することを目的に導入された環境規制や補助金制度を総称して「環境政策」と呼ぶ。

（21）芦沢他（2022）を参照。

（22）国土技術研究センター「低地に広がる日本の都市」を参照。

（23）Network for Greening the Financial Systemの略。気候変動リスクへの金融監督上の対応を検討するための中央銀行及び金融監督当局の国際的なネットワーク。

（24）シミュレーション結果は中央値とその信頼区間別に示されている。

（25）2100年の水害被害額の規模は、2020年対比で上位2.5％タイル値では249倍、逆に下位2.5％タイル値では0.4倍という試算結果であり、実際にどの程度の被害が発生するかについては不確実性が高い。

（26）World Economic Forum（2022）では、1万2千人以上の各国指導者層を対象に、自国の主要なリスクについてアンケートを実施している。これによると、我が国では35個のリスク項目のうちで、「極端な自然災害（Extreme weather events）」は、「景気停滞の長期化（Prolonged economic stagnation）」に次いで、2番目に多くの票を集めた。調査対象の124か国のうち、同項目が上位2つのリスク要因に入った国は我が国を含めて8か国のみである。

（27）本指標は時間軸や国家間の相対的な厳しさを比較できる一方、政策手段間の水準の比較はできない点に留意が必要。

（28）指標の直近は国によって異なるが、現行基準の環境政策指数では2012年もしくは2015年である。なお、Kruse et al. （2022）で、定義の変更を伴う形で本指標の後継指数が2020年まで発表されているが、OECD.Statによるデータの提供が開始されていない（2022年7月4日時点）。

（29）例えば、Porter（1991）、Porter and van der Linde（1995）等を参照。

（30）Eugster （2021）は、本稿で用いている環境政策指数を用いて、環境政策の強化が環境関連の特許取得等のイノベーションを促進すること、またその効果は規制導入から2～3年と比較的早期に発現することを実証している。このほか、Johnstone et al. （2010）、Aghion et al.（2016）、Popp（2006）も環境規制がイノベーションを促進する傾向を報告している。

（31）自国で消費するエネルギーの半分以上を輸入に頼る国に限定して分析を行った。

（32）そのほか、環境規制への対応が企業業績の改善につながる傾向を報告した先行研究としては、以下のものがある。内閣府（2010）は、1994～2005年度の上場企業データを用いて、規制強化により投資を余儀なくされた企業の生産性は、規制導入の1年目に低下するが、2年目からは逆に上昇する傾向を報告している。また、有賀他（2021）は2011～2019年度における東証一部上場企業を対象に、CO2排出量と企業業績の関係について実証分析を実施し、CO2排出量が少ない企業ほど長期的業績（株価純資産倍率、トービンのq）が高い傾向を確認している。ただし、内閣府（2010）では、上述の実証分析と併せて、企業へのアンケート結果も紹介しているが、これによると、環境規制への対応コストが便益を上回っていると回答する企業が過半数となっている。環境規制と生産性の関係は楽観的に捉えるべきではないが、長期的な効果も踏まえた政策設計が重要である。

（33）このほか、イノベーションを促すための我が国の代表的な環境政策として、1998年のエネルギー使用の合理化等に関する法律改正時に導入されたトップランナー制度がある。トップランナー制度は、自動車、家電等の製造・輸入業者に対して、3～10年程度後に、現時点で最も優れた機器の水準に技術進歩を加味した基準（トップランナー基準）を満たすことを求める制度である。

（34）ここでは2010年～2019年の年率平均をトレンドとして使用している。本項では以下も同様。

（35）国連に提出される「国が決定する貢献（NDC）」において温室効果ガス削減量の中間目標値が記載され、UNFCCC（気候変動に関する国際連合枠組条約）のデータベースで温室効果ガス排出量の実績値が確認できる12か国・地域を比較対象とした。

（36）将来の推計に当たっては、OECDによる2030年までの見通しを用いた。

（37）経済産業省（2021）を参照。ここでの知財競争力は、閲覧回数、情報提供回数、引用数、他社拒絶査定引用回数、無効審判請求回数、残存年数などから算出された指標（トータルパテントアセット）を指す。

（38）石炭は石油と異なり、オーストラリアなど地政学リスクが低く、地理的に近い国からも輸入ができる。

（39）ただし、足下ではエネルギー依存の「脱ロシア」に向けて、石炭火力発電も活用した脱炭素移行への関心が国際的に高まっている。石炭火力発電所では、アンモニアの混燃技術により、排出量を天然ガス並みに減らすことが可能であると見込まれており、日本企業の技術力への期待も高い。

（40）日本は国土面積当たりの太陽光発電導入量は既に主要国で最大規模になっている。今後、更に導入を進めるためには更地ではなく構築物の屋根を積極的に活用していく必要があり、より多くの費用を要する可能性が指摘されている。また、太陽光パネルの世界生産の7割を中国が占めており、輸入依存への対応も考えていく必要がある。詳しくは、手塚（2021）を参照。

（41）2022年7月4日時点。

（42）なお、我が国の素材産業のエネルギー効率は諸外国対比で高い。詳しくは、地球環境産業技術研究機構（2022）を参照。

（43）Carbon dioxide Capture and Storageの略。二酸化炭素の回収・貯留技術。

（44）経済産業省では、CO2多排出産業の2050年カーボンニュートラル実現に向けた具体的な移行の方向性を示すため、「経済産業分野におけるトランジション・ファイナンス推進のためのロードマップ策定検討会」を開催し、素材産業の技術ロードマップをとりまとめている。

（45）排出量取引は、各主体に排出総量の規制を課し、総量に対する過不足分の取引を認める「キャップ＆トレード型」と、排出削減に資するプロジェクトが実行される場合に、当プロジェクトを行わなかった場合（ベースライン）との差を排出権として取引することを認める「ベースライン型」に大別される。

（46）その後、2011年になって適用開始の1年延期が決定した。

（47）経済産業省（2022c）を参照。

（48）IRENA（2020）では、パリ協定の目標達成のためには、全世界で2016年～2030年の間に60兆ドル、さらに2030～2050年の間に約50兆ドルの環境関連投資が必要とされている。

（49）今回実施したアンケート調査の詳細については、鈴木他（2022a）を参照。

（50）アンケート実施時点である2022年3月。

（51）経済産業省は、2030年時点で官民合わせて年間約17兆円の環境投資が必要だが、現状では4.8兆円にとどまっていると試算している。詳しくは経済産業省（2022a,b）を参照。

（52）東京証券取引所は2022年4月より、「プライム」「スタンダード」「グロース」の3区分に再編された。プライム市場は、最も上場基準が厳しく、海外機関投資家の投資対象となるようなグローバル企業向けの市場。

（53）金融安定理事会（FSB）の作業部会である気候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）による提言であり、企業の気候関連の取組に関する情報開示の在り方を規定する。

（54）政府は、将来の財源の裏付けをもった「GX経済移行債（仮称）」により資金を先行調達し、新たな規制・制度と併せ、複数年度にわたり予見可能な形で、脱炭素実現に向けた民間長期投資を支援していくことを検討している。

（55）Global Sustainable Investment Alliance（世界持続可能投資連合）の略。ESG投資の普及を目的とした、EUROSIF（欧州）、USSIF（米国）、JSIF（日本）など世界各国のESG調査機関の連携団体。

（56）例えば、英国では2022年4月から、TCFD提言に基づく情報開示を、1,300社を超える上場企業に対して義務付けている。米国でも、証券取引委員会（SEC）がTCFD提言に基づく気候変動に関する情報開示規制案を2022年3月21日に示しており、今後外部の意見公募等を経て、最終規則がまとまれば、2024年にも情報開示が必要になる見込み。

（57）環境省（2022）を参照。

（58）ここでは、研究開発費の増加率当たりでみた付加価値額の増加率と定義。

（59）また、内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2016）では、研究開発費が1％増加したときの営業利益の増加率を日本、ドイツ、アメリカの上場企業データを用いて推計し、この感応度が日本の上場企業において最も低いと報告している。

（60）提唱者であるChesbrough教授によれば、オープンイノベーションとは、組織内部のイノベーションを促進するために、意図的かつ積極的に内部と外部の技術やアイデアなどの資源の流出入を活用し、その結果組織内で創出したイノベーションを組織外に展開する市場機会を増やすこと、とされる。

（61）内閣府（2011）は、特許のグローバル化（海外発明・国内保有特許の割合）と研究開発効率の間の正の相関を指摘し、日本における特許のグローバル化の遅れを課題として指摘している。このほか、内閣府（2013）、内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2016）も日本におけるオープンイノベーションの不足の実態について、アンケート調査の結果を用いて分析している。

（62）このほか、内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2016）ではアメリカ・ドイツ対比で、日本の研究開発費が、売上高に連動する傾向が強いと指摘している。これは、本章第1節の設備投資全般の抑制要因として指摘した意思決定の短期志向が研究開発投資についても抑制要因となっている可能性を示唆している。

（63）新エネルギー・産業技術総合開発機構（2017）を参照。

（64）例えば、Schnitzer and Watzinger （2017）は、ベンチャーキャピタルによる支援を受けた企業は、R＆Dのイノベーション波及効果が9倍高くなることを報告している。

（65）脱炭素化に伴い発生するインフレーションを総称して「グリーンフレーション（Greenflation）」と呼ぶ場合がある。これは、環境への配慮を示す「グリーン（green）」と、物価上昇を指す「インフレーション（inflation）」を組み合わせた造語である。

（66）例えば、Boer et al. （2021）は、本稿で紹介したIEAによる鉱物資源の需要見通しと、需要ショックに対する過去の平均的な供給弾力性をもとに、銅、ニッケル、コバルト、リチウムの価格上昇幅を試算している。これによると、ニッケル、コバルト、リチウムの2030年の価格は、2020年平均対比で数百％上昇する見通しであるほか、銅についても約60％の価格上昇が予測されている。

（67）IEA（2021）を参照。

（68）総合資源エネルギー調査会基本政策分科会第43回会合（2021年5月13日）と第44回会合（2021年6月30日）で報告された内容をとりまとめている。

（69）燃焼してもCO2を排出しないアンモニアは、火力発電混焼等の燃料利用の拡大が期待されている。

（70）水素とCO2からメタンを合成する技術。CO2フリー水素と発電所等から排出されるCO2を原料に合成されたメタンは、燃焼時において追加的に新たなCO2を排出せず、脱炭素化に資する。













第3章　成長力拡大に向けた投資の課題　第3節






第3節　デジタル化を進める上での課題

第1節でみた通り、感染拡大以降、デジタル化の重要度は高まっている。こうした事実を踏まえ、特にデジタル化の実装を担う人的資本の蓄積との関係に注目し、デジタル化を進める上での課題について考察する。さらに、デジタル化の推進が脱炭素化や地方創生といった社会課題に及ぼす効果についても考察を加える。

1　デジタル投資の現状とその背景

我が国のデジタル化が諸外国対比で劣後してきた背景として、人的資本の蓄積不足がIT投資の量と質の両面で下押し要因となってきた可能性を指摘する。次に、我が国のデジタル人材不足の原因について考察する。

●我が国のデジタル化の歩みは諸外国に劣後

第1節で確認した通り、感染症による社会の構造変化に対応しつつ、気候変動、少子高齢化等の社会的課題を解決し国民生活の持続的な幸福（Well-being）を実現するとともに、課題解決を通じて新たな市場を創造する手段としてデジタル技術の重要性が高まっている。

もっとも、我が国のデジタル化の歩みは主要先進国に劣後してきたという評価が多い71。OECDのデータを用いて、2000年以降のIT投資額を国際比較すると、主要先進国ではIT投資が増加傾向にあるのに対し、我が国は横ばい圏内の動きとなっている（第3-3-1図（1））。また、IT資本の生産性（＝GDP／IT資本ストック）をみると、諸外国対比で低い水準にとどまっており、IT投資を付加価値向上に十分結び付けられていない（第3-3-1図（2））。IT資本の生産性は、分子のGDPが非IT資本や労働投入などの様々な要因により変動するため、これだけをもって我が国のIT資本の付加価値創出効果が低いと判断することはできないが、我が国企業がIT技術を付加価値創出の観点から有効活用できていない可能性を指摘する先行研究は複数存在する72。これらを踏まえると、我が国のIT投資は量と質の両面で課題を抱えてきたと考えられる。

●人への投資はソフトウェア投資を量・質の両面で押上げ

我が国のデジタル化の遅れについては、様々な要因が複合的に作用した結果と考えられるが、人的資本の蓄積の不足が原因として指摘されることも多く73、内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2022）で指摘した通り、我が国ではアメリカ企業対比でIT人材不足を感じる企業の割合が高い74。

先行研究や企業による指摘を踏まえると、我が国ではIT人材の不足が深刻であり、そのことが原因となり、<1>IT技術の導入が遅れ、ビジネスモデルを革新する新規技術の活用アイデアが生まれない、<2>ITベンダー企業への外注の下で進む業務効率化にデジタル投資が偏重する、<3>システム導入後も従業員が業務に有効活用できない、といった事例が発生している可能性がある。すなわち、IT資本を利用する従業員の質が企業間におけるIT投資の規模や効果の差を生んでいる可能性が懸念される。こうした問題意識から、経済産業省「企業活動基本調査」の調査票情報を活用し、企業の教育訓練投資による人的資本の蓄積（以下「教育訓練ストック」という。）が企業のソフトウェア投資の量やその効果に及ぼす影響を実証分析した75。その結果、第一に、教育訓練ストックの蓄積により、企業のソフトウェア投資が押し上げられる関係が示された（第3-3-2図（1））。このことは、IT投資を実行できる人材の存在がIT投資を促す傾向を示唆している。第二に、教育訓練投資に積極的な企業ほど、ソフトウェア投資による労働生産性の押上げ効果が大きいことが確認された（第3-3-2図（2））。このことは、IT技術を有効活用できる人材の存在が、IT投資の付加価値創出効果を高める可能性を示唆している。

これらの結果を踏まえると、デジタル化と並行して人材教育を進めていくことが企業の成長と雇用者の労働生産性上昇の両面から重要である。

●我が国のデジタル人材は量・質の両面で諸外国に見劣り

このように、我が国がデジタル化を進めていく上では、人的資本の蓄積が極めて重要である。もっとも、上述した通り、我が国はIT人材の不足感を訴える企業が多くなっている。そこで、IT人材の量と質についての国際比較を行う。

まず、就業者に占めるIT人材の割合をみると、我が国は欧米諸国対比で低くなっており、IT人材の量自体が不足感の一因になっていると考えられる（第3-3-3図（1））。次に、IT人材のデジタル競争力に関する国際的な調査76をみても、我が国は総合順位で64カ国中47位と低位である（第3-3-3図（2））。内訳項目をみると、「教育評価（PISA-数学）」は5位となっており、基礎的な数学教育の高さが競争力を押し上げているが、「国際経験」や「デジタル／技術スキル」といった実務的な能力に直結する項目は、それぞれ49位、64位と特に低位となっており、我が国の弱みとなっている。

●IT専門雇用に対応した賃金・処遇体系が整備されておらずIT人材が偏在

IT人材の不足感に拍車をかける背景として、第一に、IT人材の偏在がある。IT人材が雇用されている業界をみると、我が国では、欧米対比でIT企業への集中度が高く、非IT企業側にIT技術者が少ない（第3-3-4図（1））。IT技術者の偏在が顕著な背景として、ジョブローテーションを前提としたメンバーシップ型雇用77が一般的となっている日本の雇用慣行の影響も指摘できるであろう。海外では、「職務記述書（ジョブディスクリプション）」で定められた職務を行うことを前提に、専門人材の雇用が行われることが一般的である。採用後も、職務記述書で定義された職務範囲の中で人事評価が行われる。実際、諸外国では8割以上の雇用者が、採用に際し職務内容について何らかの説明を受けているが、我が国では4割未満となっている（第3-3-4図（2））。この結果、我が国では、ITスキルを活かしたい就業者が非IT企業のIT専門人材として雇用される余地がそもそも限定的であることに加え、入社後の賃金・処遇体系や研修体系も専門人材の育成に沿わないケースが多い。

●企業によるIT技術の学び直しにも量・質の両面で課題

第二に、IT人材の学び直しの環境の観点からも課題が指摘できる。我が国企業は、そもそも教育訓練投資（対付加価値比率）が欧米諸国対比で少なく78、またデジタル化の必要性が高い業種において教育訓練を受けた就業者の割合が低い傾向79が指摘されてきた。こうした事実は、IT人材育成のための教育訓練投資額自体が諸外国対比で少ない可能性を示唆している。

さらに、教育訓練の質についても評価を試みよう。IT人材の学び直しの方法別の実施状況をみると、日本では、「書籍・雑誌による情報収集」や「WEB上での情報集」といった自主的な情報収集による学び直しを行う技術者の割合は高く、学びへの意欲は決して低くないと推察される。一方、「WEB講座による学習」や「社内の研修・勉強会への参加」等の企業側から用意される場合が多い学び直しの機会を利用する割合が低い（第3-3-5図（1））。さらに、国際成人力調査80によれば、企業の研修や通信教育などの再教育制度の効果を実感している者の割合が調査対象国の中で最下位となっている（第3-3-5図（2））。このように、教育訓練の内容が利用者のニーズに合致していないことを背景として、企業が提供する再教育制度を利用する雇用者が少なくなっている可能性が懸念される。この点に関し、日本ではそもそも従業員のITリテラシーレベルを正確に把握できていない企業の割合が高いことも併せて考えると81、教育訓練の量的な充実に加え、従業員が有するスキルと必要なスキルとのギャップの把握を進め、適切な再教育制度の設計を行うことが重要であろう。

●IT教育の推進のために外部人材の活用や教員の就労環境の改善が必要

第三に、初等中等教育課程におけるIT導入面からも課題あったことが指摘できる。OECDによる生徒側へのアンケート調査によると82、高校授業におけるデジタル機器の利用時間や、コンピュータを使って学習ソフトや学習サイトを利用する頻度で我が国は諸外国対比で大きく見劣りしていた83。

この背景について、教員側に関する統計も活用して考察を深める。まず、教員に対するアンケート調査をみると、IT指導を授業で導入している中学校教員の割合は他のOECD諸国対比で低かった84（第3-3-6図（1））。教員の労働時間について国際比較を行うと、我が国の中学校教員の労働時間は、OECD諸国の中で最も長く、その大半が「授業以外の時間」によるものとなっている（第3-3-6図（2））。日本の教員の授業以外の勤務時間が長い背景として、部活動等の課外活動に関わる教員が多いことによると考えられる。現在、児童生徒1人1台端末環境が整備されるとともに、統合型校務支援システムによる事務負担の軽減や、デジタル教科書・教材の導入で印刷等の教材準備に要する負担の軽減が図られる事例がある。こうした取組を着実に進めて教員の就労環境の改善を進めるとともに、外部人材を積極的に活用することも重要である。

以上みてきた通り、企業・教育機関の両面でITを学ぶ環境を改善することを通じて、社会全体のITスキルの底上げを図ることがデジタル化を進める上で重要である。

2　デジタル投資と脱炭素化

デジタル化に伴うデータセンター等の電力消費が増加することを課題とする見方がある一方で、脱炭素化を進める上でデジタル化の推進が必要であるとする見方もある。こうした論点を踏まえて、本項ではデジタル化と脱炭素化の関係性について考察を加える。

●デジタル化の進んだ企業ほど脱炭素化方針を策定しやすい傾向

企業や一般家庭での活動に際して、デジタル技術を用いて、エネルギー消費量や温室効果ガスの排出量等の環境情報の計測及び予測を行いつつ、エネルギー利用効率の改善、物の生産・消費の効率化・削減、人・物の移動の削減につなげることで、温室効果ガスの排出量を削減することが可能である。デジタル技術のこうした特性を気候変動対策という社会課題の解決に向けて活用していくことが重要である85（いわゆる「グリーンbyデジタル」）。

例えば、内閣府が実施したアンケート調査と企業の財務情報を利用したロジスティック回帰分析によれば、デジタル化が進んだ企業86ほど、「自社の温室効果ガス排出量を算定している」や「自社の温室効果ガス削減目標を設定している」と回答する確率が統計的に有意に上昇することが確認できる（第3-3-7図）。この結果は、各社が保有する設備の稼働状況や温室効果ガスの排出状況を管理する上で、IT技術の実装が必要であることを踏まえると、デジタル化の進展度合いの差が脱炭素化の取組にも影響を及ぼし得るという可能性を示唆している。

●デジタル技術が社会全体のエネルギー消費を抑制する効果

次に、IT資産の蓄積がエネルギー消費に与える影響について考察する。デジタル化が一国のエネルギー消費に影響を及ぼす経路は、IT機器の生産・運用に伴うエネルギー消費を通じた「直接チャネル」と、デジタル化の進展による産業構造やビジネス・プロセスの変化、IT技術の活用によるエネルギー消費の効率化等を通じた「間接チャネル」の2つに大別される87。両者をネットした効果がエネルギー消費に対して上下どちらに作用するかという点については、国や時代によって大きく異なると考えられるが、近年、我が国を対象に実施された先行研究では、IT資産は我が国のエネルギー消費の削減に貢献してきたという結果が多い88。

そこで、こうした先行研究を参考に、IT資産を含むエネルギー消費関数を推計し、我が国においてIT資産の蓄積がエネルギー消費に及ぼす影響について確認する。推計結果をみると、一国全体では、IT資産が増加すると、我が国のエネルギー消費量が減少する関係が統計的に有意に確認された（第3-3-8図）。また、産業別89にみると、製造業ではIT資産が増加するとエネルギー消費量が減少する関係が統計的に有意に確認されたが、非製造業ではそうした関係は確認されなかった。ただし、感染拡大以降に進捗したテレワークにより、IT資産が各業種のエネルギー消費に及ぼす効果に変化が生じている可能性には留意が必要である。

この結果は、次の通り解釈できる。まず、第一に、産業別の推計結果では、特に製造業において、IT技術の活用によるエネルギー効率の改善効果が大きい傾向がある。第二に、一国全体でみたときの下押し効果は業種別推計値よりも大きい値となっており、業種別のパネル推計では計測されない産業構造の変化90を通じたエネルギー消費の削減効果も相応に大きい可能性が示唆される。

3　地方部のデジタル化による効果

行政コストの削減やビジネスや生活の地理的な制約の緩和につながるデジタル技術には、人口減少が進む地方部の課題を解決する役割も期待される。こうした問題意識から、ここでは特に、地方部のデジタル化の進展の必要性とその効果について考察する。

●我が国では首都圏への人口集中が深刻

2021年の住民基本台帳人口移動報告によると、感染拡大以降の働き方の変化等を背景に、東京都への転入超過数が2年連続で減少するなど、東京一極集中の流れは一時的に後退したものの、やや長い目でみれば、諸外国と比較して我が国の首都圏への人口集中は依然として際立っている（第3-3-9図）。

首都圏への人口集中とそれに伴う地方部の過疎化の進行は、首都圏における住宅不足や大気汚染・水質汚染のほか、地方部における産業の衰退や環境資源の保全に支障をきたす恐れがある。また、自然災害への備えとして、首都圏以外に経済的機能が高い中核都市が育つことが望ましい。こうした課題を解決するとともに、地方の活性化やビジネス環境・生活インフラの利便性を向上する手段として、地方部のデジタル化を進めることが重要である。

●人口規模の小さい地域ほど行政コスト負担が重い

地方自治体の人件費を、都道府県人口で除した値を、住民一人当たりの行政コスト91と定義すると、人口規模の小さい都道府県では、住民一人当たりの行政コストが高く、上位5県と下位5県の間には2倍以上の開きがある（第3-3-10図）。また、10年前からの変化をみると、僅かではあるが上位県と下位県の差は拡大傾向にある。政府は、2021年9月に設立されたデジタル庁を中心に、政府全体で「デジタル社会の実現に向けた重点計画92」に基づき、行政のデジタル化を推進することとしている。このうち、地方自治体の基幹業務システムについては、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、ガバメントクラウド上で提供される標準準拠システムへ移行できる環境を整備する、統一・標準化の取組を進めることにより、自治体の住民サービス向上とともに、行政効率化を目指すこととしている。

特に、感染拡大以降は、我が国の教育や行政といった公的部門のIT化の遅れが明るみとなった。実際、OECDによる各国調査では、我が国における行政手続きのオンライン化の進展度は30か国中で最下位となっており93、公的部門のIT化を加速させる必要性が強く認識されている。また、自治体におけるデジタル化の促進に向けて、ノウハウや内部人材の不足が障害となるケースが多いことに加えて、そもそも地域住民のデジタル化に対する期待値が低い自治体ほど進捗が遅い傾向も報告されている94。これらを踏まえれば、インフラ整備と並行して、地方自治体におけるIT人材の育成や地域住民のITリテラシー向上に向けた支援も同時に進めていくことが重要である。

●地方部ではEC利用率が低く情報格差が生じている可能性

次に、感染拡大以降に、利用が拡大した電子商取引（Electronic Commerce、以下「EC」という。）95という観点からも、地域間の比較を試みる。まず、地域別のEC利用率をみると、関東では高く、地方部では低い傾向となっている（第3-3-11図（1））。もっとも、EC利用率は、世代や所得収入の違いといった居住者の属性情報によって影響を受ける。そこで、総務省「家計消費状況調査」の調査票情報を用いて、こうした居住者の属性の違いを考慮した上で、居住地域によってEC利用率に差が出るのかを統計的に検証する。これをみると、いずれの地域でも東京対比では、同一属性の居住者のEC利用確率が下がる傾向あり、特に人口が少ない都道府県においてEC利用確率が大きく下がる傾向が確認された（第3-3-11図（2））。

こうした分析結果は、情報通信技術に関するリテラシーや通信インフラの地域間の差──いわゆる情報格差（デジタル・デバイド）──が、経済的・社会的な格差につながっている一側面を表している。また、地方部では、小売店舗密度（エリア面積当たりの小売店舗数）が低く、EC利用によって購買行動の制約が解消される効果も潜在的には大きい可能性が考えられ、個人消費の喚起という観点からも情報格差の縮小は取り組むべき課題の一つと考えられる。



（71）Fukao et al.（2015）、宮川・金（2010）を参照。

（72）経済産業研究所（2007）は、日米韓の企業を対象に実施されたアンケート調査の結果をもとに、日本では「新製品・サービスの開発、新規事業の開拓」「主要事業の競争力強化」などの調査対象となっている経営課題の全てにおいて、IT投資の貢献度が低い傾向にあることを報告している。そのほかにも、元橋（2010）、Atrostic et.al （2008）は、日本企業が米国企業対比でIT技術を有効活用できていない可能性を指摘している。

（73）例えば、金・権（2013）は、ITを十分活用するために組織改編や労働者の訓練のような補完的な投資や資産が必要であることを指摘したBresnahan et al. （2002）を引用しつつ、日本ではIT技術を活用するために必要な組織改編への支出や労働者に対するOFF－JTが格段に少ないことを挙げ、このことが日本におけるIT投資不足の第一の原因であると指摘している。

（74）日米独を比較して同様の傾向を報告しているアンケートとして、情報通信総合研究所（2021）がある。

（75）ここで紹介した結果は、鈴木・久保（2022）で行った分析の一部である。

（76）IMD（International Institute for Management Development,国際経営開発研究所）が世界64か国（2021年時点）を対象にランキングを発表している。

（77）ジェネラリスト型の人材育成を目的に、雇用者が採用後に経験する職種や勤務エリアが流動的であることを前提とした雇用形態。

（78）詳しくは内閣府（2018）の第3章第2節を参照。

（79）詳しくは内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2022）の第2章第2節を参照。

（80）国際成人力調査（PIAAC）は、OECDが中心となって実施する国際調査。参加各国の成人男女を対象として、実社会で生きていく上での総合的な力（成人力）を調査することを目的に2011年から実施されている。

（81）詳しくは内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2022）の第2章第2節を参照。

（82）PISA2018を参照。15歳の生徒（日本では高校1年生相当）を対象とした調査。

（83）詳しくは内閣府（2021）の第3章補論を参照。

（84）OECD「国際教員指導環境調査2018」による。本調査では、小学校の教員にも同様の質問をしているが、同様の傾向が観察される。

（85）一方で、データセンターやネットワークといったデータインフラ向けのエネルギー需要の増加が見込まれることを踏まえると、デジタル機器・産業の省エネ・脱炭素化（いわゆる「グリーンofデジタル」）も同時に進めることが重要である。

（86）ここでは従業員一人あたりのソフトウェア資産額が大きい企業と定義。

（87）OECD（2010）を参照。

（88）Ishida（2015）やTakase and Murota（2004）を参照。

（89）固定効果を加味した業種別パネルデータを用いた推計結果。詳細は付注3-5を参照。

（90）業種別推計で計測される効果は、業種内におけるIT資産の蓄積による効果であり、情報通信業などの第三次産業のウエイトの高まりといった産業構造の変化による効果は、一国全体の推計結果にしか現れない。

（91）歳出全体とした場合には、年齢構成の要因が大きい社会保障関連費用や、地理的特性の要因が大きいインフラ維持費用など、行政サービスを効率化することで都道府県間の差が埋まりにくい支出も相応に含まれる。行政サービスは労働集約的であることを踏まえ、ここでは自治体の人件費で比較する。内閣府政策統括官（経済財政分析担当）（2016）と同様、物価水準の地域差に起因する要因を調整するため、一人当たり人件費を各地域の民間平均賃金に対する比率で評価している。

（92）2022年6月7日閣議決定。

（93）内閣府（2020）第4章第2節を参照。

（94）浜口（2022）を参照。

（95）中島他（2022）は、家計簿アプリデータを活用し、感染拡大以降に家計のEC利用が過去のトレンドを上回って拡大したと報告している。













第3章　成長力拡大に向けた投資の課題　第4節






第4節　本章のまとめ

本章では、新しい資本主義における重点投資分野のうち、特に脱炭素化とデジタル化に焦点を当てて投資拡大に向けた課題を整理した。感染拡大以降は、非対面型のサービスを実現する手段としてデジタル技術の活用が進み、デジタル化の進捗度が企業業績の優劣につながっている。また、国際社会の脱炭素への移行が進む下で、ロシアによるウクライナ侵略以降はエネルギー価格高騰へ対応する必要性が一層高まっている。過去を振り返ると、我が国企業部門の投資スタンスは諸外国対比で慎重に推移してきたが、こうした社会課題の解決に向けた取組自体を付加価値創造の源泉として成長戦略に位置付け、官民連携で計画的な投資を進めることにより、イノベーションを大胆に推進し企業の投資を喚起することが、我が国の競争力を確保していく上で重要である。

現状、企業の脱炭素に向けた取組は一部に限定されており、企業の予見可能性を高める取組を通じて投資を加速させていく必要がある。2050年までにカーボンニュートラルを達成するためには、過去にないペースで温室効果ガスの排出量を削減する必要がある。ただし、こうした状況は諸外国でも共通しており、むしろ我が国が培ってきた環境技術力を一層高めて、付加価値創出につなげていくことが重要である。特に、補助金と排出量基準・排出量取引制度などを組み合わせた規制・支援一体型の投資促進策が企業の競争力強化に加えて、海外への所得流出の抑制やエネルギー安全保障の観点からも有効であると考えられる。他方、我が国は技術の収益化に課題を抱えてきており、高度人材の育成・産学官の連携強化によるオープンイノベーションの促進や、スタートアップの育成強化を通じて、イノベーションを強化していくことも重要である。脱炭素社会へ移行するためには、脱炭素コストのサプライチェーン上での転嫁も鍵を握っており、イノベーションの促進により再生可能エネルギーコストの低減を進めるとともに、安全性の確保を前提とした原子力発電所の活用も視野に国民負担を軽減する取組も必要である。また、継続的・安定的な賃上げ環境を醸成することも必要なコストの転嫁が可能な経済環境につながる。

デジタル化を推進する上では、そこに携わる人的資本の不足の解消がまず重要である。民間調査によれば、我が国のIT人材の競争力は諸外国に劣後しているほか、IT人材がIT企業に偏在しており、非IT企業においてデジタル化を進めるための人材の不足が深刻である。これらの課題を解決する手段として、企業による教育訓練を量・質の両面で改善すること、外部人材を積極的に活用しつつ義務教育課程からIT教育を強化していくこと、雇用・賃金体系の見直しにより、IT専門人材がIT企業以外でも幅広く活躍できる環境を整備することを提起した。また、デジタル技術は、企業の生み出す付加価値向上だけではなく、脱炭素化に向けたエネルギー利用の効率化（グリーンbyデジタル）や、地方創生に向けた行政コスト負担の低減等、様々な社会課題の解決を促す効果も期待されている。

最後に、本章で検証した脱炭素化・デジタル化を推進する上で、改めて重要性が確認されたのは「人への投資」である。脱炭素化の推進に向けては、ノウハウと人材の不足を障害として認識する企業が多かったほか、デジタル化については、上述の通り、人材の不足感こそが投資実行のボトルネックになっているとみられる。第1章でも確認したとおり、企業業績は持ち直し傾向にあるが、これが賃金や教育訓練などの「人への投資」に波及し、人的資本の充実が更なるグリーン投資やデジタル投資の実行の原動力となることで、経済の好循環の実現につながっていくことが期待される。













おわりに






本報告では、「直面する世界的な物価上昇にどのように対応すべきか」、「人口減少が本格化する中で今後、雇用面でどのような対応が求められるのか」、「長期にわたり伸び悩んできた投資活動を拡大していくためには何が必要か」という問題意識から、経済財政を巡る短期、中長期の課題について現状の把握と論点の整理を試みた。それらを踏まえて、特に重要なメッセージは次の通りである。

●デフレ脱却に向けて継続的・安定的な賃上げが今こそ求められる

我が国経済は感染症の影響により戦後最大の落ち込みを経験したが、2021年秋以降、ウィズコロナの考え方の下、経済社会活動の正常化が進んでいる。2022年に入りオミクロン株の感染が拡大したものの、メリハリの利いた対策を講じたことにより、経済への影響はこれまでよりも小さなものとなった。このように感染症による危機を乗り越えつつあったところで、我が国経済は、感染症からの世界経済の同時回復、ウクライナ情勢などを背景とした原材料価格の高騰に伴う世界的な物価上昇と海外への所得流出という課題に直面している。

現時点で物価上昇は主に原油価格等の上昇に起因する輸入インフレにとどまっており、消費者物価上昇率や期待物価上昇率も欧米と比較して著しく高い状況ではない。景気は、企業収益が高水準にあり、個人消費や設備投資は上向くなど持ち直しの動きが続いている。こうしたことから、我が国経済はスタグフレーションと呼ばれる状況にはない。

需給ギャップが依然としてマイナスにとどまるなどマクロ経済環境からみた我が国の物価上昇圧力は欧米と比べてむしろ弱い状況にある。上述した通り、海外への所得流出に伴う景気への下押しも受けている。我が国経済がスタグフレーションに陥らないようにするためにも、デフレ脱却に向けた取組を強化すべき局面にある。今こそ継続的・安定的な賃上げと官民連携での計画的投資等を通じた需給ギャップの着実な縮小を進め、賃金と物価がともに上昇していく経済を実現する必要がある。

●一人当たり賃金の伸び悩みは成長と分配の両面での課題を示唆

我が国の実質GDPは約30年間、緩やかな増加にとどまってきたが、人口減少と完全週休二日制の普及や非正規雇用者の増加等による一人当たり労働時間の減少の影響を大きく受けている。労働時間当たりの実質GDPは主要先進国と遜色のない伸びとなっており、日本経済の成長力について過度に悲観的になることはない。ただし、2013年以降、デフレ状況ではなくなったにもかかわらず、投資活動は引き続き低調にとどまり、他の主要先進国との資本の伸びの差はさらに拡大している。この間、企業の投資先が国内から海外にシフトしてきたのは確かだが、内外をあわせてみても企業の投資活動は慎重にとどまってきたといわざるを得ない。また、賃金は人への投資ではなく、コストと捉えられる傾向が強く、人への投資も十分ではなかった。成長に向けた国内への投資が十分に行われてこなかったという点が成長面での最大の課題である。

分配面での課題も大きい。一人当たり名目賃金は物価上昇率と労働生産性の伸びに見合って上昇していくことが想定されるが、デフレ状況となった2000年以降、名目賃金上昇率は物価上昇率と同程度か下回る傾向にあった。こうした中で時間当たり実質賃金の伸びは実質労働生産性をおおむね下回って推移しており、成長の成果は労働者に十分に分配されてこなかった。長引くデフレの下で、企業は賃金決定に当たって労働生産性や物価動向をほとんど考慮しなくなっており、名目賃金上昇率と物価上昇率、労働生産性という本来、関係の深い変数のバランスを保つメカニズムが十分に機能しなくなっている。賃金引上げに向けた社会的雰囲気を醸成していくとともに、経済や物価動向等に関するデータやエビデンスを踏まえ、適正な賃金引上げの在り方を官民で検討していくことが必要である。

●経済あっての財政。経済を立て直し、財政健全化に取り組むことが重要

感染症という危機を克服するため、累次の経済対策等を策定した結果、債務残高対GDP比は大きく高まった。一方、政府の経済支援を通じて家計所得が維持されたことや企業収益の二極化が生じる中で利益計上法人の利益総額が増加したことなどを背景に、名目成長率が大幅なマイナスとなる中で税収はむしろ増加することとなった。

感染拡大前の財政動向を振り返ると、デフレ状況ではなくなった2013年以降、名目GDPの拡大は税収増を通じて基礎的財政収支の改善に寄与し、さらに分母の拡大を通じて債務残高対GDP比の安定化につながってきた。着実な歳出改革の取組に加えて、経済成長が財政の改善に果たした役割が大きかった。感染症下での危機対応、感染拡大前の財政動向のいずれをみても、経済あっての財政であり、経済をしっかり立て直し、そして財政健全化を進めていくことが重要であることが確認できる。

今後、成長力を高めていくためには、民間投資を拡大するとともに、人口減少が本格化する中で労働力を確保し、その質を向上していくことが必要である。長期にわたり低迷してきた民間投資を喚起するためには、民間の予見可能性を高めつつ、民間投資の呼び水となる財政支出を効果的・効率的に活用していくことが求められる。労働分野の取組には、予防・健康づくりの推進や勤労者皆保険の実現など社会保障制度が果たす役割も大きい。経済と財政、社会保障に関する取組はそれぞれが相互に影響を及ぼすものであることから、一体的に推進していく必要がある。

●少子高齢化と人口減少の本格化を見据えた働き方の見直しと人への投資が必要

2013年以降、少子高齢化と人口減少の下でも女性や高齢者をはじめとする多様な人材の労働参加が進み、雇用は大きく増加した。こうした成果もあって、近年は人口減少による経済への下押し圧力は大きく顕在化しなかったが、今後、人口減少や少子高齢化が本格化する中、マンアワーベースの労働投入量（一人当たり労働時間×就業者数）は、労働参加が一定程度進んだとしても年率0.6～1.1％程度減少する可能性がある。働き方改革等により労働参加を促し、労働の量を確保するとともに、人への投資の強化等を通じ労働の質を高めていくことなどにより、時間当たり労働生産性を引き上げていくことが一層重要となる。

労働の量の減少を緩和するためには、女性や高齢者をはじめ、働く意欲を持ちながら十分に就業できていない者の労働参加を促していくことが重要である。人口の1割弱程度を占める不本意非正規雇用者、失業者、就業希望者に加え、就業時間の増加を希望する短時間就業者、就業時間を調整している者などに対しても、制度の見直しや就労支援を通じ、活躍を促していくことが求められる。賃金の上昇を伴う転職は若年層を中心にみられ、感染症下で正規雇用の転職希望者も増加している。転職や副業・兼業の拡大を通じて、既に就労している様々な年齢層の活躍の場を広げていくことも待ったなしの課題である。

働き方が多様化する中で労働の質を高めていくためには、性別や雇用形態、学歴等の労働者の属性によって給与や処遇が決まるのではなく、同一労働同一賃金の考え方の下、能力や成果に応じて賃金が支払われ、誰もが教育訓練を受けられる環境を整備していく必要がある。こうした視点でみると、我が国の労働市場には多くの課題が残されている。我が国の男女間の賃金格差は縮小してきたものの、依然として諸外国と比べて大きい。男女間の賃金格差の背景には、<1>女性の方が正規雇用、高い職位のシェアが少ないこと、正規の平均勤続年数が短いこと、<2>女性の方が正規雇用での就業や年齢の上昇による賃金増加の程度が小さいことなどがある。非正規雇用に就いた背景をみると、労働者の能力ではなく学歴という属性による影響が大きい。また、第三次産業で比較的割合の高い短時間労働という就労形態が非正規雇用という雇用形態につながっている可能性もあり、正社員の多様で柔軟な働き方を広げていく必要がある。

リカレント教育やリスキリングの重要性は高まっており、企業や政府による社会人の学びへの支援がより一層活用されることが期待される。企業は指導する人材や時間の不足、労働者は時間や費用負担等が学び直しの課題となっている。また、OFF－JTの受講割合をみると、雇用形態や最終学歴で差がみられる状況が続いている。学校卒業後の初職における非正規雇用の割合は高まっているが、初職が非正規の者は現職も非正規である割合が大きく、非正規雇用が固定化する傾向もうかがえる。我が国における人への投資は総じて、働き方や労働者の属性の多様化に十分に対応できておらず、その見直しと強化は急務である。

●予見可能性の向上とボトルネックの解消を通じ、民間投資を喚起していくことが重要

我が国企業の投資活動は海外への投資割合が高まっているものの、期待成長率の低下や長引くデフレ下での保守的な経営の広がりなどを背景に、全体として慎重に推移してきた。長年にわたり低迷してきた民間投資を喚起していくためには、社会課題の解決に向けた取組自体を付加価値創造の源泉として成長戦略に位置付け、官民が協働して重点的な投資と規制・制度改革を中長期的かつ計画的に推進していく必要がある。その際、本報告の分析からは以下の点が特に重要である。

第一に、予見可能性の向上を伴う形で民間企業の需要見通しに影響を与えていくことである。業種別の期待成長率と設備投資見通しの間には相関関係があり、デジタル化や脱炭素化は幅広い産業の需要構造に変化をもたらす可能性がある。実際、感染拡大以降、デジタル化が進んだ企業ほど同業他社と比べて業績が良好に推移しており、デジタル化は企業の競争力確保にとってさらに重要性を増している。こうした状況は次に述べるボトルネックの解消とあいまってデジタル投資の加速につながることが期待される。一方、企業の脱炭素に向けた取組は現時点で一部に限定されており、民間投資の喚起に向けて企業の予見可能性をさらに高めていくことが求められる。2050年のカーボンニュートラル達成に向けて、我が国を含め各国は過去にないペースで温室効果ガスの排出量を削減する必要がある。また、ロシアによるウクライナ侵略以降、原油価格が高水準で不安定に推移しており、エネルギー消費効率の改善の重要性は一層高まっている。相対的に高い水準にある我が国の環境分野の企業競争力について、補助金と排出量基準・排出量取引制度などを組み合わせた規制・支援一体型の投資促進策によりさらに強化し、脱炭素に向けて拡大する世界的な需要を積極的に取り込んでいくことが期待される。

第二に、投資拡大に向けたボトルネックの解消である。脱炭素化の推進に当たりノウハウと人材の不足を障害として認識する企業が多い。デジタル化を推進する場合にもそのための人材不足の解消が課題となっている。我が国のIT人材の競争力は全体として諸外国と比べて低いほか、IT人材がIT企業に偏在しており、非IT企業においてデジタル化を進めるための人材の不足が深刻となっている。我が国は技術の収益化に課題を抱えているが、ここでも人材がボトルネックとなっている。オープンイノベーションには研究人材の国際交流や産学官での連携がカギを握るが、その担い手となる高度な研究人材を十分に育成できていない。また、スタートアップの育成強化はこれまでも我が国の課題とされてきたが、GDPに占めるベンチャーキャピタルの投資規模でみる限り、諸外国との差は近年拡大している。この点においても人への投資や労働移動の促進が重要である。これらの民間投資やその収益化を担う高度人材の育成に向けた人への投資を強化し、その強化がグリーン投資やデジタル投資の実行の原動力となることでさらに投資が拡大していく好循環の実現を目指す必要がある。
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第1-1-1図　GDPとその内訳の回復過程
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第1-1-2図　貯蓄・投資バランスの国際比較
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第1-1-3図　日本の貯蓄・投資バランスの内訳
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第1-1-4図　感染症後の個人消費の動向
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第1-1-5図　感染症後の年齢別・品目別世帯消費の動向
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第1-1-6図　緊急事態宣言等の発出や重症化リスクの変化と年齢別消費
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第1-1-7図　感染症後の子育て世帯における教育・保育への支出額
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第1-1-8図　感染症後の旅行消費額の推移
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第1-1-9図　感染症後の外食消費の変化
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第1-1-10図　東京都区部の人口移動の変化
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第1-1-11図　感染症下における東京圏の住宅需要
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第1-1-12図　半導体の供給制約の影響
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第1-1-13図　資本ストック循環図
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第1-1-14図　経常収支の動向
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第1-1-15図　貿易収支の動向
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第1-1-16図　為替レートが輸出企業等に与える影響
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第1-1-17図　原油価格高騰による負担
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第1-1-18図　サービス収支の動向
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第1-2-1図　原油価格の推移
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第1-2-2図　輸入物価と国内物価の動向
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第1-2-3図　GDPデフレーターの推移
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第1-2-4図　価格転嫁の動向
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第1-2-5図　物価関連指標の国際比較
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第1-2-6図　日本・アメリカ・ユーロ圏の物価動向
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第1-2-7図　過去の物価上昇局面と比べた価格上昇の広がり
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第1-2-8図　小売物価統計から計測される価格改定頻度
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第1-2-9図　サービス品質と価格転嫁
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第1-2-10図　賃金の動向
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第1-2-11図　賃金上昇率と物価上昇率、労働生産性の関係
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第1-2-12図　企業の賃上げ行動
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第1-3-1図　倒産件数と完全失業率の推移
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第1-3-2図　国・地方の財政状況
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第1-3-3図　医療費の推移
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第1-3-4図　一日当たり医療費等の増減率の推移
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第1-3-5図　死亡者数における死因別寄与
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第1-3-6図　平均寿命の推移
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第1-3-7図　税収の推移
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第1-3-8図　国の一般会計消費税率1％当たり税収と名目個人消費の推移
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第1-3-9図　所得税収と家計所得の推移
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第1-3-10図　法人税収と経常利益の推移
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第1-3-11図　法人所得金額の推移
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第1-3-12図　各主要国の主な経済支援策の状況
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第1-3-13図　主要国のPB対GDP比推移
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第1-3-14図　主要国の一般政府債務残高対GDP比変化幅寄与度
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第1-3-15図　主要国の長期金利推移
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第1-3-16図　2013年度以降の国・地方PB対GDP比の変化
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第1-3-17図　国・地方の所得関係税・法人関係税の増収率と名目GDP成長率の推移
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第1-3-18図　主要国の多年度計画等
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第2-1-1図　主要先進国の実質GDPの推移
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第2-1-2図　人口と就業者数・雇用者数、労働時間の推移
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第2-1-3図　実質GDP成長率の要因分解（就業者数・労働時間・労働生産性）






[image: 第2-1-3図　実質GDP成長率の要因分解（就業者数・労働時間・労働生産性）]













第2-1-4図　実質GDP成長率の要因分解（全要素生産性・労働・資本）
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第2-1-5図　一人当たり名目賃金・実質賃金の推移
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第2-1-6図　一人当たり名目賃金の要因分解
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第2-1-7図　年齢別にみた雇用者数の推移と産業構造の変化
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第2-1-8図　男女別・年齢別にみた時給の動向
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第2-1-9図　全世帯の所得分布
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第2-1-10図　年代別の世帯所得分布
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第2-1-11図　世帯主の平均所得と非正規雇用の動向
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第2-1-12図　49歳以下の世帯における配偶者の就業形態と所得分布
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第2-2-1図　15歳以上人口・労働力人口の推移と就業者数の要因分解
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第2-2-2図　労働投入量の伸びの要因分解
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第2-2-3図　労働投入量の今後のシナリオ（簡易試算）
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第2-2-4図　日本の雇用情勢の概観（2021年）
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第2-2-5図　1年以上の長期失業者数の推移と理由
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第2-2-6図　短時間就業者数及び就業時間増加希望者数の推移
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第2-2-7図　女性短時間就業者の年収と就業調整の動向
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第2-2-8図　女性の第3号被保険者の動向
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第2-2-9図　無業者数の推移
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第2-2-10図　離職率・入職率の変化と転職希望者数の推移
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第2-2-11図　雇用調整助成金の支給状況
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第2-2-12図　産業雇用安定助成金を活用した在籍型出向の状況
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第2-2-13図　副業・兼業の実施状況
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第2-2-14図　転職動向
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第2-3-1図　正規・非正規雇用者数と非正規雇用者比率の推移
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第2-3-2図　学歴別の構成割合と時給の推移
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第2-3-3図　勤続年数の変化
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第2-3-4図　雇用形態別のOFF－JT受講状況
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第2-3-5図　賃金格差の動向
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第2-3-6図　出生年代別の実質賃金カーブ（一般労働者）






[image: 第2-3-6図　出生年代別の実質賃金カーブ（一般労働者）]













第2-3-7図　男女間時間当たり賃金格差のBlinder-Oaxaca分解と雇用形態別の賃金格差の動向
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第2-3-8図　25～34歳の若年層における非正規雇用者の理由別割合
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第2-3-9図　非正規就業オッズのBlinder-Oaxaca分解
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第2-3-10図　学卒後初めて就く職とその後の雇用形態
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第2-3-11図　大学院入学者に占める社会人学生割合
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第2-3-12図　企業による教育訓練費の支出と政府の主な制度の活用状況
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第2-3-13図　企業規模別の人的資本形成の動向
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第2-3-14図　能力開発や人材育成、自己啓発に関する企業・労働者の問題点
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第2-3-15図　自己啓発を開始した者の割合（就業時間の変化別、2020年）
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第2-3-16図　学び直しによる効果
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第2-3-17図　仕事関連の学び直し参加率と社会人学習の整備度に関する国際比較
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第2-3-18図　世帯類型別にみた所得分布（再分配前）
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第2-3-19図　全世帯の所得分布（再分配前と再分配後の比較）
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第2-3-20図　世帯類型別の所得再分配効果
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第2-3-21図　資産と負債の動向
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第3-1-1図　海外・国内別にみた収益と投資動向
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第3-1-2図　期待成長率・不確実性と設備投資
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第3-1-3図　設備投資の国際比較
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第3-1-4図　実質無借金企業比率の動向
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第3-1-5図　開廃業率の国際比較
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第3-1-6図　製造業・非製造業別にみた市場寡占度の推移
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第3-1-7図　業界別の期待成長率と設備投資の関係
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第3-1-8図　IT資本比率が労働生産性に及ぼす効果
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第3-1-9図　デジタル化の進捗度と売上高の関係
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第3-1-10図　主要国における脱炭素政策の実施状況
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第3-2-1図　気候変動によるリスクの国際比較
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第3-2-2図　環境政策指数の推移
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第3-2-3図　環境政策指数とGDP・貿易収支の関係
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第3-2-4図　温室効果ガス排出量の推移と各国の目標値
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第3-2-5図　炭素生産性の推移と各国の目標値と整合的な炭素生産性の水準
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第3-2-6図　エネルギー原単位と環境技術力
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第3-2-7図　電源構成の推移
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第3-2-8図　製造業の業種構成
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第3-2-9図　主要な貿易相手国の温室効果ガス削減目標の達成困難度
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第3-2-10図　我が国企業の脱炭素化に向けた取組状況
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第3-2-11図　脱炭素化に向けた取組を進める上での課題
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第3-2-12図　脱炭素関連投資の見通し
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第3-2-13図　研究開発の収益化の状況
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第3-2-14図　オープンイノベーションが不足する背景
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第3-2-15図　主要国のベンチャーキャピタル投資対GDP比
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第3-2-16図　鉱物資源の需給環境の見通し
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第3-2-17図　2050年の電力コストの変化幅
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第3-2-18図　脱炭素関連費用の価格転嫁方針
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第3-2-19図　環境対策に対する家計の認識の国際比較
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第3-3-1図　IT投資の国際比較
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第3-3-2図　人への投資がソフトウェア投資の量と質に及ぼす効果
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第3-3-3図　我が国のIT人材の量と質
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第3-3-4図　IT人材の偏在と雇用慣行の国際比較






[image: 第3-3-4図　IT人材の偏在と雇用慣行の国際比較]













第3-3-5図　IT人材の学び直しの環境の国際比較
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第3-3-6図　IT教育と教員の就労環境の国際比較
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第3-3-7図　排出量の算定・目標設定に対するデジタル化の効果
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第3-3-8図　デジタル機器の導入とエネルギー効率の上昇
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第3-3-9図　首都圏人口比率の国際比較
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第3-3-10図　住民一人当たり行政コストの都道府県比較
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第3-3-11図　電子商取引利用率の地域差
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コラム1-1図　歓楽街の夜間人流増加後の新規感染者数の増加率
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（備考）


	内閣府「国民経済計算」により作成。季節調整値。

	1955年第3四半期から1980年第1四半期は、68SNA、平成2年基準、固定方式。
1980年第1四半期から1993年第4四半期は、08SNA、平成23年基準、連鎖方式。
1994年第1四半期以降は、08SNA、平成27年基準、連鎖方式。

	四捨五入の関係上、各項目の寄与度の合計は必ずしもGDP成長率に一致しない。

	「その他」の項目は、民間住宅、民間在庫品増加、輸入の合計。
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